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蝕 駕

　昨今の厳しいエネルギー情勢の中で、電力の安定供給

にかかわる技術の開発は、わが国のエネルギー基幹産業

にとって、大切なことは言うまでもありません。電鍵は

その技術開発の任務を担うものとして、全町をあげて逼

進していますが、先進諸国と技術情報交換・共同研究を

行うことは、電研の技術開発成果と能力を向上させ、研

究戦略・戦術を確立・推進していく上で、重要であると

考えます。その一貫として、米国の電力研究所（EPRIと

呼ばれる）と1976年から電研一EPRI合同会議をもってお

り、このたび第4回を迎えました。

　第4回電研一EPRI合同会議は5月25日から4日間行

われましたが、本本研レビューはその概要をお知らせす

るものです。

　情報交換については、1．電力システム、2．エネルギー

管理・利用および分析、3．原子力発電、4．環境、5．新発

電方式、6。石炭燃焼システム、の6部会を設けて、討議

が行われました。運営については、1．「技術情報交換・

共同研究協定」の有効期限を1986年まで5年間延長する、

2．コンピュータ・ソフトウェアの等価交換の範囲を拡大

する、3．次回合同会議は1983年5月に米国で行う、4．「エ

ネルギー管理・利用」、「新エネルギー」の分野でわが国

から研究員を派遣する、ことが決定されました。

電研レビューNO．2　・1
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　皆様よくいらっしやいました。

　いろいろな面で日米間の協調が活発になり、話

題になって来ました折柄、貴EPRIと私共電力中

央研究所との間で結んでおります「技術情報交換

・共同研究協定」によりまして、今日から五日間、

第四回の合同会議を、ここ東京で開催いたします

ことは、誠に意義深いことであると思います。

　また両研究所は、最近の情勢の先取りをして、

すでに四年半も前から捷携して多大の成果をあげ

て来ましたことを、誇りとする次第であります。

　私共におきましては、昨今の厳しいエネルギー

情勢に鑑み、石油代替エネルギーとして、原子力

発電、：石炭・LNG新利用、燃料用地、自然エネ

ルギー利用等の重要な研究・技術開発を強力に推

進するため、昨年八月、「エネルギー技術開発本部」

を設置し、活動を開始いたしますとともに、研究

の進め方などについて、貴：所のやり方を十分に参

考にさせて頂いております。

　また、研究所全体の組織を、さ．らに一層効率的

にするよう近く改正を行う予定でございます。

第4回電研一EPR璽
合同会議一般部会に

おける理事長の挨拶

　さて、一昨年秋は、貴所において、第三回合同

会議を開催して頂き、大変有難うございました。

　さらにその後今日まで、いろいろの御配慮を頂

き、有難うございました。そのうち重要なことを

五つあげてみますと、次のようなことがございます。

1．NSAC（原子力安全解析センター）との契約

　が締結され、．早速情報が送られてきていること。

2．SGOG（蒸気発生器所有者連合）の研究成果

　があがり、日本のPWR各社が、その成果を利

　用させて頂いていること。
　　　　　　　■
3．SRC－1（溶剤精製炭）の共同研究がほぼ終わ

　り、有益な成果の取りまとめが進んでいること。

4．プロジェクトUHVにおけるAC－UHV試験結

　果である一年八ヶ月分のデータの磁気テープ・

　コピーを頂いたこと。

5．専門家の相互派遣など。

であり、厚く御礼申し上げる次第でございます。

　今回は六部門に分かれ、有意義な研究討論と、

バルツァイザー副所長の御講演を賜わることにな

っています。

　その後、武山試験研究センターの施設を御覧頂

き、ひき続き近くの観光などお楽しみ頂くよう手

配してございます。

　どうか、私共の研究所の精鋭達とお接し頂いて、

彼等の意欲を感じて頂き、有意義な打合せ会とな

ることを心から祈っております。

　貴所のますますの御発展と、今後の私共との一

層の連携強化を望んで御挨拶といたします。

　有難うございました。
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EPRIについて

　EPRIは昭和47年3月に設立されたもので約10

年前に誕生した歴史の新しい研究所である。設立

当初の職貝は約300人、年間予算150億円であった

が、現在は職員約600人と倍増し、年間予算は約

500億円と3倍増と飛躍的に発展している。EPRI

設立に当っては、電研が電気事業収入の0．2％を

研究資金とする非営利法人であることを参考にし

て、組織づくりがなされたという。ちなみにEPRI

の研究資金は電気事業収入の0．6％である。

である。しかし、EPRIは最近ソフト・ウエアの

分野、例えば研究戦略をたてる上で必要な経済一

エネルギー・モデルの構築、エネルギー新技術の

評価などの分野は自主研究をやろうとしている。

一方、土研も今後の方向として、昨年のエネルギ

ー技術開発本部の設置を契期に、原子力・新エネ

ルギーの分野はもとより他の分野、例えば、環境

の生物影響、新材料の極限科学的な分野などにお

いても契約研究をより一層進めることにしている。

　EPRIと温品の研究運営の大きな違いは、　EPRI

は契約研究を、電研は自主研究を行っていること

　契約研究と自主研究のハイブリッドを考えるこ

とは研究効率上重要なことである。

EPRIの組織

　役　　員　会
bhalrman，　F．しeWls

u．Chal叩an．　W．Hulbert

所　　長

e．LCu闘er

エネルギー研究センター

@Vlce　Chairman　and
@Oirector，G．Starr

所長補佐役

ｵ．Eisaes＄er

顧　　　問

q．Sandberg

原子力安全解析センター

@　　（NSAC）
@Dlre◎tor．　E．　Zebroskl

　研究開発
ulce　Presldent，

q．Balzhiser

　経理運営
ulce　PreSldent，

c．Saxe

新発電方式部
crector．

c．Spenoer

石炭燃焼システム部

@　Director，

@　K．Yeager

政策企画部
clrもctor，

q．Rudman

業務運営部
clrector、

f．Barber

総　　務
recretary

g，Danus

電力システム部
@D［reGtor．

@J．Dougherty

エネルギー分析・環境部

@Dlreo竃or，

@R．Ma16s

ワシントン事務所

@Dlrector，

@R．Loftness

コミュニケーション部

@Drector，
@R．Schuster

経　　理　　部1「reasurer＆Controlier，　　　　　　　F巳MoSweeney

人　　事　　部

@D㈹ctor．
@H．JureWltz

エネルギー管理利用部

@DlreGtor．

@F．Kalhammer

原　子　力　部
clrector，

iohn　Tayl。r

技術情報部

cirector（open）

昭和56年5月現在

4



　　　　　　　　　　　　　　　　　胴駐P隅1との

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画担当理事　梅津照裕

　EPRI（米国電力研究所）と当所の間で情報交換・共

同研究の協定を締結したのは昭和51年12月1日であり、

その後句5年が経過するので、当時からのコーディネ

ータとして、これまでの活動を振り返ってみるのは意

義があろう。

　昭和51年初期にEPRIの原子力本部長のレベンソン

氏が来日された時にEPRIとCEGB（英国・中央電力

発電庁）の問で情報交換・協同研究の包括的協定を締結

中であることを知り、「B本でもそういった希望をかね

てからもっており、特にEPRIと電研は非常によく似

た組織でもあるので、両者で協定を結びませんか。」と

提案した。その後順調に手続きも進捗して協定締結の

運びとなった。

　当時ローマ・クラブによる「成長の限界」が指摘され

ると共に、第4次中東戦争を契機とした石油危機が起

こり、新しい観点からエネルギー問題を見直すべきで

あるとの気運が高まっていた。そのような状況の中で、

我が国ひいてはエネルギー最終需要の3分のヱを担う

電気事業は海外の石油に依存する度合いが極めて高い

ので、エネルギー供給・電力供給構造の再構築が必要

であると痛感していた。

　これには新しい考え方で研究開発を効率的に行って

いかなければならない。そのためには、自ら保有する

能力（人材、設備、資金）を最大限に活用する必要があ

ることは言うまでもないが、アイデンティティを保ち

ながら二重三重の研究投資をさけるためには、国内外

機関との研究協力・協調が必要である。

　電気事業の研究の国際協力は故福田節雄理事の提唱

によるIERE（電気事業研究国際協力機構）があるが、

これは国際的な大網の組織である。本題のEPRIとの

連携はこれを補完する、もっときめこまかな小網の2

国間協定と位置づけることができる。

　これまでに、4回の合同会議を開催して意志の疎通

を図ると共に、相互に刊行物の交換を行って来た。未

公刊の資料でも入手できるものがあり、これは当所と

しては非常に有益であった。また、共同研究と研究者

の相互派遣は実施中のものも含め4件に達している。

さらにEPRI主催会議およびプロジェクト研究への参

加など相互に利益になるような活動を行って来た。

　今後も引きつづきこのような活動を行い電気事業へ

の貢献の一助とするつもりであるが、一層の発展を望

みたい。

電研1ノビユー・NO．2㌧5



付　記

活動内容を以下に示す

1．構報交換

EPRIより

　「研究開発5ケ年計画」

　ヂ研究開発年度実施計画」

　「研究開発計画題目集」

　「研究の概要」

　「EPRIジャーナル」

　「年　幸鴎

　「最終報告書」（年平均400件）

　「未公刊資料」（取扱注意条件で入手）

　最終報告書中必要なものは「EPRIレポート速報」を

作成し、電力各社にサービスしている。

電研より

　「クォータリー・アブストラクト」

　「CRIEPIレポート」

　「研究報告書の英訳版」

　「電研の現状」

　「長期研究計画」

　「研究開発計画題目集」

　「事業計画」

　「事業報告」

II．巽同研究と研究者の相互派遣

1．UHV交流送電（実施中）

2．大気・海域環境の生物影響（終了）

3．：石炭液化油（SRC－1）一重油スラリー燃焼（終了）

4．エネルギー供給不足の社会的・経済的影響とその

EPRI本部

6

　　対策（新規）

　共同研究では当所より専門研究員を！年～ユ年半派

遣して実効をあげている。2．については先方からも研

究貝を受け入れた。

m．齢圃主催会議およびプ繭ジエクト研究への参加

1．

2．

3。

4．

5．

焼結ペレット（原子力燃料高密度化研究）（終了）

（原子力）蒸気発生器所有者連合（SGOG）（実施中）

原子力材料腐食諮問委貿会（終了）

原子力安全解析センター（NSAC）

（専門研究員を1年半毎に継続的に派遣）（実施中）

新型電池貯蔵システム（BEST計画）（折衝中）

　会議およびプロジェクト研究参加によって得られた

情報は電力各社および関連機関からの参加による当所

主催の研究委員会で報告し、貴重なデータとして活用

されている。

IV．合同会議（年次会議）の開催

　本協定の主要行事として年1回程度（実質は1年半に

1回）の相互のトップを含めた幹部の交流・合同会議を

実施することにし、主として成果、問題点、効果、将

来の課題などについて討議し、相互協力の一層の促進

を図って来た。

第1回

第2回

第3回

第4回

昭和51年11月

昭和53年5月

昭和54年11月

昭和56年5月

山EPRI
於電研

於EPRI
於電：研

V．今後の課題

　協定の有効期限は5ヶ年であったが、さらに5ヶ年

延長し、活動を進めていくことになった。今後の主要

な力点は以下の如くである。

1．継続議題として、両者の開発したコンピュータ・

　　ソフトウェアの交換

2．　原子力の安全性・耐震性・環境保全に関する情報

　　の即時的交換

3．専門家べ「スでの人事的交流のより一層の促進

4．共同研究範囲の拡大　　　　　　　　　　　　櫛



1．　主な出席者

EPRI（米国電力研究所）

Dr．　Richard　Balzhiser

Vice　President　of（EPRI）Research　and　Development

Mr．　Richard　Rudman
Director，　Policy　Planning　Division

Mr．　Ren6　Males，

Director，　Energy　Analysis　and　Enviro㎜ent　DMsion

Mr．　John　Dougherty
Director，　Electrical　Systems　Division

Mr．　John　Taylor

Director，　Nuclear　Power　Division

Dr．　Ralph　Perhac

Director，　Environmental　Assessment　Department

Mr．　Dwain　Spencer
Director，　Advenced　Power　Systems　Division

Mr．　Kurt　Yeager

Director，　Coal　Combustion　Systems　Division

　　　　　　　　挨拶するバルツァイザー副所長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　毒舞．．．．一1

電力中央研究所

成田　浩

松岡　実

梅津照裕

有働龍夫

千秋信一

竹内　元

上之薗博

大塚唯男

大沢悦治

是枝　忍

ほかに

Dr．　Y．　Kim

　　　　　＊会議開催当時エネルギー・環境技術研究所長

理事長

専務理事

企画担当理事

電力技術研究所長

土木技術研究所長

理事＊

電力技術研究所副所長

立地・環境研究総括室長

経済研究所長

企画部次長

　研究顧問、南カリフォルニア大学教授

醗1繍
　　塾　　嘉

く：1∴

』∫綱

　　　l　l濫

　　　　　　馬　　」
　　ゑ　ほ　　　　も

　　　　ノム

　　へ　　蕊＿

．聖・．．湯饗瞳寄b

　　　鯉　　　　．＿、

謬奮蝉購　』’
、黙1ヅ

懸謹1

　　亀レ亀　　　　　　　　．『

　臨翻L，

デr．．デr画一“r岬

　　　　　綴藻　．　　，
　　　　灘灘

雛鐡　　　　・蕪

　　　　　窄　　　　　　　轟
　挨拶する成田理事長
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II．　EPRI（米国電力研究所）と電研との「技術情報交換・共同研究協定」に基づく第四回合同会議スケジュール

　さる5月25～29日まで、電力中央研究

所において、電研とEPRIとは、「技術情

報交換・共同研究協定」に基づく、第4

回合同会議を聞催した。

1．　5月25日（月）9：30～20：00

　於役員会議室

（i）成田理事長の挨拶

（ii）出席者の紹介

（iii）スケジュール説明

（iv）電力中央研究所の現況の説明

（v）EPRI一電：研協定書の運用について

　　於第1～6会議室

　　6部門に分かれ技術専門部会（表1－

　　2－1参照）

（vi）歓迎パーティ・懇談

2．　5月26日（火）9：30～17：00

　　於第1～6会議室

　　6部門に分かれ技術専門部会（表1－

　　2－1参照）

3．　5月27日（水）10：00～17：00

　於グランドホテル会議室

表1－2－1技術専門部会議題
．F D判㌧　

D． C．

轣w∴．・・緊』・．ざ、「 、　一＾　－1」…．’“1 一　　4　　馳　　　　　　　　一

Mr　John　Dougherty Mr．　Rene　Ma16s Mr．　J6hn　Taylor

Director， Director， Director，

Electrical　Systems　Division
Energy　Analysis　and　　　　　　’ NUclear　Power　Division

EPRI側代表者 Environment　Division

電研側代表者 有働電力技術研究所長 大沢経済研究所長 竹内エネルギー・環境技術研究所長

打合せ会場 第5会議室 第3会議室 第1会議室

雪害対策 停電評価（不確定性を考慮した分5
析・技術評価を含む） 総括説明

月

13：30
25 ～

騨　，　・　r　一　響　一讐一　一　一一　冒回　曹”一　暫　曹一　，　嚇　一　99　一一　一冒　曽　齢　一　騨　P一一一　一　■一　．　－噂。，　噂雫　噂一一一璽璽
曹一一一一一■r一一冒7r一冒一，辱一薗一騨．酔｝一一一一●o一■冒雪一一鞠一一一一層，響一刷一冒一暫，一

日 16：00
（月） 配電（統合制御を含む） 信頼性データ収集

直流送電（計画、運用、制御） 被曝低減対策

9：00 エネルギーシステム ，　　騨　，　　ロ　　噂　　璽　　一　　曹　　一　噂　曽　暫　　一　　ロ　　一　　一　　一　　瞠　　一　　冒　　一　　一　　一　　一　　一　　曹　　一　冒　　冒　　曹　　一　　曹　　一　　，　　曹　　嘩　　辱　　「　　曹　　冒　　響　響　　曽　o　縛　　一　〇　　〇　　一　　一　　，　　一　一

～ （新発電方式とその
廃棄物処理処分

5
12：00

直流送電（施設）

電力システムの評価・展望〉
……一………一…一…一・…ご…二一一一一一一一一一

月 キャスク実証実験

26

原子力用材料
㈹
13：00
U　H　V送電 負荷管理と料金制度 冒　一　響　冒　響　一　鱒　一　〇　一　一　〇　一　一　■　－　，　一　一　一　層　騨　一　一　昌　一　唖　，　一　一　一　一　一　〇　曽　一　噛　一　一　騨　層　一　一　層　胃　胃　噸　，　価　一　一　一　鍾

～

圏，＿一一＿一＿一，＿圏曽一曽一一一・P一一r曜一一一，一曹，塵6一一一一．・璽一一一一讐口曾雪冒一9一
＿噛P騨＿9一【一．一。一＿一。一一一一一一一。一一一一”一一。一一一・一曽四一四一，騨一冒一，9肺 耐震性

16：00
，＿＿一一一・騨P一一冒，，一．曹一一層 A卿椰一一一ロー一・，一卿一一一一一一一一一一，一P辱一一層曽幽曹

送電線下電界動植物影響 環境規制に伴う運用計画

ミサイル安全性
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薫

（i）協定書の運用についての意見交換

（ii）討議結果の総合取りまとめ

（iii）バルツァイザー副所長の記念講演

　　「アメリカのエネルギー政策一新現

　　実主義をめざして一」

4．　5月28日㈱～29日㈹

　武山試験研究センター視察

～くひ

4“

噛ザ

、㌃

多

轟餅ノ

’し

　　　’蝕ご】．影ノ

　　　　　　　職￥

　／　　　．翔

／　　　籍

、　　④環　　　　　境 ⑤新発電方式 ⑥石炭燃焼システム
Dr．　Ralph　Perhac Dr，　Richard　Balzhiser Mr．　Kurt　Yeager

Director， Vice　President　of（EPRI） Director，

Environmental Research　and　Development Coal　Combustbn　Systems　Division

Assessment　Department
Mr．　Dwain　Spencer Mr　Dwain　Spencer

Director，

Advenced　Power　Systems　Division

千秋土木技術研究所長 上之薗電力技術研究所副所長 大塚立地・環境研究総括室長

役員応接室 第4会議室 第6会議室

燃料電池と蓄電池 、

汚染物質の広域拡散 石炭液化
㊨酸　性　雨

SRC一オイル・スラリー燃焼

㊧アセスメントその3 石炭燃焼〔1〕

燃焼炉

石炭燃焼に伴う汚染物質の環境影響

L植　物

?土壌
D健康影響

ｮ放射能

太陽光発電

j　融　合

n　熱

浴@力

煙突からの汚染物低減

匇｣式脱硫

ﾔ湿式脱硫

?排水処理

J集じん技術

冷却水取放水の生態系影響
石　炭　灰

◎影響評価のためのモニタリング

L水産資源への影響予測

高効率ガスタービン及び

｡合ガス化発電
㊨重金属の溶出

ﾕ有効利用
＿　一　一　〇　幽一　〇〇一　一一層　go　曹一　韓層　ロ　一　噂　一　一　go曾。　●　吻　駒　騨　曽　鱒一　9　一一　●　一　響層　一　一曽0－　一　一　一　騨　■　9　一　一　9　●　一　一　需　尊

櫓　　一　　一　　●　　一　　〇　　P　　璽　　・　　｝　　，　　一　　一　　一　　一　　，　　一　　圏　　一　　一　　一　　幟　　o　　囎　　0　　9　　曹　　冒　　9　　冒　　一　　一　　〇　　噛　　一　　韓　　一　　一　　曹　　隔　　一　　・　　一　　層　　旧　　一　　一　　一　　P　　璽　　一　　響　　一　　一　　一　　〇　　幅　　霞　　一　　冒　　一

社会環境への影響評価9 石炭燃焼〔II〕

㊤経済・社会環境予測評価 鰺石炭燃焼研究プロジェクト

轡景観予測評価 筋移動床燃焼
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報一理　協定の還用問題閾野

司．次回（第5回）合同会議は、1983年（昭和58年）5月

中旬に、EPRI主催により、パロアルトで開催する。

開催Bめ約6ヶ月前に、会議議題の案をEPRIから電

研に送付し、共同で最：終的に決める。

II．両者が独自に開発したコンピュータ・ソフトウェ

アの交換については、以下のとおりとする。

1．可能な限り等価交換を基本とする。

2．　コンピュータ・ソフトウェアと実験データの等価

　　交換も可能とする。

3．等価交換が不可能な場合は、ケースバイケースで

　　有償購入もあり得る。

　具体的事項は次のとおりである。

1．EPRIのコードSTEALTH：一3Dと電研の実験デー

　　タとの交換については、技術的にも法的にも満足

　　であれば実施する。

2．EPRIのコードRP50Zの入手を電研が希望する件

　　について、EPRI側は（i）電研の実験データとの交

　　換、（ii）電研のコードとの交換、（iii）有償供与の可

　　能性を検討する。

3．これらについては原子力部門の懸案事項であるの

　　で＼Mr．　Taylor、竹内および林の3氏で打合せ、具体

　　的に結論を出す。なお、電研のコードあるいは実

　　験データとの交換は、次項4．、5．による。また、

　　有償供与の件については、EPR王側で特許関係の

　　検討を行い電研に連絡する。

4．EPR王は、関心を持つ9件の電研のコードリストを

　　提示した。電研は、各件につき5～10ページの英

　　文説明書を作成してEPR王に送付する。

5．EP照はさらに実験データの等価交換を要請した。

HI。電研とEPRIとの間の協定は、1976年12月1日付

　　で締結されているが、有効期間を5年とし、双方

　　の合意に基づいて延長することができる。そこで、

　　5年間延長し、さらに協定文の修正があれば、8

　　月中に書簡により意見を交換し、期限内に協定を

　　取りまとめる。

W．第3回合同会議以降行われている職員派遣プログ

　　ラムは、相互に有益である。

　今回の合同会議において具体的に確認された職貝の

派遣は次のとおりである。

1．西島良昌：NSACへの参加

2．　山地憲治：エネルギー供給不足の社会的・経済的

　　　　　　　影響とその対応策に関するEPRI電研

　　　　　　　共同研究の一環として参加

3．石川力雄：新型電池貯蔵システムーEPRI・BEST

　　　　　　　プロジェクトに参加

璽蔀竣　技術専門部会関連

1．電カシステム部会（有働）

1．　配電：

　電研側から、雷サージ実測、絶縁電線の事故検出シ

ステム、サイリスタ使用機器の増加による高調波の問

題、計算機による拡充計画手法、負荷の集中制御方式、

CVケーブルの水トリー問題、変圧器用アモルファス磁

性材料、その他の最近の研究トピックスの紹介を行っ

たが、EPRI側からはこれらの問題は米国でも研究さ

れていること、および日本との考え方の違いについて

説明があった。一方、EPRI側からは、配電線近傍の

樹木に使用する成長抑制剤、スクラップ木材を使用し

て作る合成電柱（同心円状の層をなしており、その層数

を変えて小型の電柱、大型の電柱が出来る）、既設直埋
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UHV試験送電線鉄塔（赤城試験センター） 縮少型送電線（EPRIジャーナル’81．1）

ケーブルを交換する時に地中に孔をあけるための水ジ

ェットを使った堀さく機、その他の技術の紹介があっ

た。

2．　直流送電

　電1研側からは最近の研究の紹介、EPRI側からは米

国の直流送電計画、COR．　Edison社の縮小型変換所で

生じたトラブルの原因とそれに対しての対策、開発に

成功した光点弧サイリスタ等について紹介があった。

直流しゃ断器の必要性について討論があり、EPRIの

中には必要性については賛否両論があって、制御との

組合せ等、限られた・範囲の適用、性能で良いと考えて

いるとの事であった。三三側は、必ずしも必要ではな

いが、日本では5kA級の送電を考えており、しゃ断器

があれば融通性のある運用が出来るとの意見を出した。

　送電容量に関しては、米国ではルート故障などのリ

スクを考えて10GWほども大きくならないと考えられ

ること、また1ルートではなく別々の3ルート程度に

することを考えているとの事であった。

　情報交換に関して、EPRI側は直流電界下の生物に

ついての情報を、電研側は縮小形変換所の情報を、そ

れぞれ相手から得ることを希望した。

3．UHV交流送電

　鉄塔に関する説明、討論が中心であった。電研側か

らは赤城試験センターのUHV鉄塔の基礎工法、建設途

中および建設後における各種動的試験を紹介した。EP

RI側からは、鉄塔の基礎の設計を改良する事により建

設費を低減出来た事、動的試験も出来る新しい機械力

試験設備を建設中であること、等の紹介があった。こ

の他、開閉サージに関して、電御側から相間の絶縁が

重要になっていると説明したのに対し、EPRI側から

は、縮小型送電線の検討において米国でも興味を持つ

ようになったとの説明があった。また米国における縮

小型送電線の紹介があり、138kVの試験線で長期試験

中との事であった。

　なお、Tra捻srnission　Line　Reference　Book（Red　Bo－

ok）は本年末に改定再発行されるとの事である。

4．電界の生物への影響

　EP照側からバッテル・ノースウエスト研究所にお

けるミニ豚に対する実験結果の紹介があり、また直流

電界の影響をラットを使って実験中であることや、送

電線作業者への影響を調査中であることなどが述べら

れた。電研側からは、マウスへの電界課電用半球形ケ
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一ジの開発、稲や小麦への直流電界の影響、電界の技

術的基準の評価について紹介した。

　この問題には双方とも大きな関心と興味があるので、

双方の実験結果、調査結果の交換を今後も続けること

とした。

II．エネルギー管理・利用および分析部会（大沢）

1．停電コスト評価

　まず、短期の停電コスト評価についての日米比較が

行われ、停電コストと停電時間との関係、ミクロの停

電コストとマクロの停電コストとの関係などについて

討議が行われ、長期電力不足の評価にかかわる調査研

究の必要性が強調された。こうした背景の下に、「エネ

ルギー供給不足の社会経済的影響」について、電研と

EPRIとの間で共同研究が推進されるが、そのため電

研よりEPRIぺ研究者が派遣される。

2．エネルギー・システム分析

　EPRIで実際に採用された研究開発手法が紹介され、

この手法については、電研も強い関心を持っているの

で、引き続き、これに関連した情報の提示を受けるこ

ととした。また電鍵よりは、わが国の長期エネルギー

需給展望と新エネルギー研究計画が説明されたが、こ

れらの課題については、将来における不確実性の取扱

い問題を中心に討議した。

3．負荷管理と電気料金制度

　EPRI側からは、　EPRIで実施されているR航e

Design　Studyが、電研側からはわが国における負荷管

理と料金制度との関連についての報告が行われた。こ

れらの問題については、とくに、わが国における3段

階逓増料金制の論理やそれが採用された背景、所得水

準と電気の使用量との関係についての日米比較等につ

いて討議が行われた。

　なお、電研で開発した‘℃omputation　of　Marginal

Costs　iR　Electric　Power　lndustry”のコンピュータ・ソ

フトウェアをEPRIへ提供することとした。

4．環境規制下における発電所の運転計画

　電研側より、その研究成果についての報告が行われ

たが、EPRI側より、アメリカにおける当該問題の必要

性についてコメントがあった。
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タービンブレード飛散によるミサイル作用の実験

　　　　　　　　　　（EPRIジャーナル78．9）

m．原子力発電部会（竹内）

　EPRI原子力本部長Mr．　Taylorは電研の担当者と

1．研究計画全般、2．信頼性データ収集、3．被曝低減対

策、4．廃棄物処理処分、5．キャスク実証試験、6．原子

力用材料、7．耐震性、8．ミサイル安全性の8項目につ

いて相互の情報交換意見交換を行った。その結果、

1．タービン材料、PWR配管などの環境脆化につい

　　ての相互情報交換。

2．廃棄物固化体の落下試験デニタのEPRIへの提供

　　について合意した。さらに、

3．EPRI開発計算コードと電研の実験データの交換

　　については、電蓄が提供できるデータの範囲を明

　　確にすることにより交渉を進展させることとした。

W．環境部会（千秋）

1．汚染物質の広域拡散および酸性雨

　EPRIから大気汚染物質の広域拡散（SUREプロジェ

クト）、酸性雨、ブルームモデル、屋内空気汚染に関す

る研究の紹介が行われた。この分野でのEPRIの活動

は非常に活発であり、連邦環境保護庁・エネルギー省

等と密接な連係をとりつつ研究を実施しているという。



燃料電池（EPRIジャーナル’78．11）

；　竃凝輝騨
蜘鵬 ﾜ　粉㌧
．　　／　　　謬

響　　戦記

　　　　夢　診

　総研からは日本の酸性雨の現状および電研における

酸性雨研究の概要について説明した。

　両者とも、お互いの酸性雨、プールムモデルに関す

る研究に特に強い関心を示し、この分野での情報交換

に同意した。またこれらの件については、電研の研究

員が本年中にEPRIを訪問した際、再度討議すること

を約束した。

2．石炭燃焼に伴う環境影響

　EPRIからは石炭成分の溶出に関する実験の結果が、

電研からは石炭中天然放射能および石炭ばいじんの植

物影響に関する研究成果が紹介された。

　EPRIは電研の2つの研究紹介に対し、共にEPRI

では未着手の分野であるので非常に大きな関心を示し、

情報の提供を要望した。また電研はEPRIに対し、石炭

燃焼が土壌、植物に与える影響に関する情報の提供を

要望した。両者とも、提供可能な情報についてはこれ

らの提供に合意した。

3．冷却水取放水の生物影響

　電研から冷却水取水連行に伴う生物影響に関する2

つの研究が紹介された。EPR王からは、冷却水取放水

に関するEPRIのプロジェクトはほとんどすべて終了し

ているので、この分野で今後新しい情報を提供するの

はむつかしい旨が述べられた。ただ、今後も電研で実

施されている取水連行に関する研究の推移には関心が

あること、電研または日本の電気事業者が行う冷却水

取放水の海生生物影響と規制に関するアメリカでの情

報収集には協力することが述べられた。

4．社会経済環境影響予測評価

　電研から社会経済環境の予測評価および景観影響予

測評価についての研究紹介が行われた。EPRIは、こ

の分野での研究はまだ着手してまもないと云うことで、

電研の研究成果に関心を示したが、特にEPRI側から

の研究の紹介は行われなかった。

　経済・社会事情は日米で著しく異なるため、この分

野で将来どのような情報交換ができるか次回の合同会

議で討議することで両者合意した。

V．新発電方式部会（上之薗）

1．　燃料電：池

　今後、この分野における情報交換を積極的に行うこ

とに同意した。EPRIは東京電力の4．8MW　Fleld　Test

に関心を持っており電研を通じ情報の提供を希望した。

2．太陽光発電

　太陽光発電が分散型電源として配電系統に連系され

る場合、運用面の安全確保について十分留意すること

が必要であり、この問題の情報交換を行うことに同意

した。

3．電池電力貯蔵システム

　EPRIは日本における新型電池の開発に強い関心を

示し、この分野における情報交換を積極的に行うこと

に同意した。

4．核融合

　（1）EPRIおよび電研は核融合の工学的評価を進

めることに同意し、EP斑より1983年春または夏にハ

ワイにおいて会議を開催したい、またその内容につい

て本年9月相談したい旨申入れがあり、電研は了承した。
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核融合実験装置（EPRIジャーナル80．1）

欝撫
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　（ii）“OHTE”Reactorに関するEPRIの専門家によ

る評価結果を電研に旋供することを要請し、EPR王は

これを了承した。

5．高効率ガスタービンおよび複合ガス化発電。

　（i）　本課題は日米ともに重要な研究開発課題であ

るので、今後とも活発な情報交換を行うことで合意し

た。

　（ii）EPRIは次の資料を提供する旨約束した。

（a）BGC－Lurgi　Slugging　Gasifier

（b）Florida　Power　Plant（WH　PACE）

（c）Texaco　Gasifier（Overhansen）

（d）Coo工Water　PrOlect（American　Power　Confere捻ce

　Paper）

VI．石炭燃焼システム部会（大塚）

　石炭の有効利用新技術および石炭火力の環境対策技

術を中心として、EPRI、電環双方から最近の成果、研

究開発動向が披歴され、活発な意見交換が行われた。

1．石炭の有効利用新技術

　（1）　石炭新利用技術開発の動向（電弧）

　当所長期電力需給問題研究会がとりまとめた「石炭

新利用技術の電力への適用とその評価」（総合報告ZO2、

昭和56年3月）について概要を設明した。本報告は微粉

炭火力、流動床燃焼火力、ガス化複合発電、石炭液化

油火力およびメタノール火力を中心に、トータルエネ

ルギー効率・経済性、環樟問題について対比検討、評

価したものである。

　これに関し、EPRIでも同様な検討をしたが、電研

の結果とよく似た評価であったこと、石炭使用に伴な

う今後の環境規制の動向などについて意見交換が行わ

れた。

肇4

SRC拡大写真

　（ii）SRC一重質油混合燃料の燃焼（電研）

　本課題は、第2回の電研一EPRI合同会議（昭和53年

5月）で両者の共同研究として設定され、EPRIはSR

Cを供給、’℃研は混合燃料の調整と燃焼試験を行うと

いうことで、昭和54年4月以来行ってきた研究成果を

報告した。融合燃料の性状、燃焼特性と排ガス性状、

排ガス中の未燃微；1成分などの実験結果から重油ボイ

ラ用燃料としての考察、今後の問題点などを示したも

のである。

　EPR王から研究成果捉供に関し謝辞が述べられると

共に、エネルギー省（DOE）が深い関心を示しているこ

と、EPRIとしてもこの混合燃料（SOM）についてワー

クショップなども検討してみたいことなどの見緋が示

された。

　（iii）　石炭液化技術（EPRI）

　石油代替のための新燃料技術の経済性は低・中カロリ

ーガス化が呈も優れ、石炭直接液化（EDS、H－COAL）、

メタノール合成の順であり、シェール油は低・中カロ

リーガス化についで有利であるが’毛力向きではない。

石炭直接液化のSRC－1｛プロジェクトは近く中止になる

だろう。



石炭燃焼試験炉

　EDSプロセスは1，500時間運転しており、最近、蒸

留残渣再循環により液化油収率は向上してきた。また

残渣のガス化はテキサコ方式に変更した。

　H－COALプロセヌ、では45日間の連続運転を行った。

大型化に当っては、コーキングの解決が一つの要点で

ある。

　SRC－1プロセスは6，000t／日実証プラントの計画が

すすめられている。

　EDS、H℃OALの重質油はそのままボイラー燃料、

中質留分はガスタービン燃料に使える。

　EPRIでは石炭液化油の燃焼試験を計画しているので、

電研の燃焼試験炉でも実施の意向があれば、便宜を計

りたいとの意向が示された。

　（lv）　石炭火力プラン｛・の超高温、高圧化（EPRD

　火カプラントの効率向上策は海外に燃料のほとんど

を依存する日本にとって極めて重要な課題である。こ

の問題についてEPR1の研究開発の状況について報告

かあった。

　火カプラントの蒸気条件を316kg／cr最593℃／538QC

とした場合、排煙処理プラント込みで送電端効率38～

40％（在来火力34～36％）の可能性かあり、材料の改良、

開発により、流動床燃焼火力、ガス化複合発電、燃料

電池などに対比しても、信頼性、経済性、開発リスク

など総合的な評価では、この改良型石炭火力は最も確

度がある。

　EPRIにおいては引き続き検討をすすめるので、これ

に関する情報は提供できる。日本においても関心の高

い技術であるので、この分野の情報については、今後

その成果が期待されるところである。

　（v）　流動床燃焼（EPRI）

　アメリカにおける研究開発の動向についての説明と

意見交換が行われた。

　流動床燃焼は使用量種の巾が広く、特に安価な低品

位炭の利用可能、汚染物質の排出量が少ない、小型化

可能などの利点が見込まれている。現在、TVAのプロ

ジェクトとして6’×6「のパイロット試験中。20MW級

プラントの試験は来年中には終了予定、これに基づい

て200MWデモプラントの計画に入る。

　パイロットプラントでは脱硫率90～95％、排煙中N

Ox濃度50ppmの結果も得られている。加圧流動床方式

は常圧型に比してリスクが大きく、また技術開発も遅

れている。

　EPRIからは、このプロジェクトに関する情報は提

供できるか、電源開発のプロジェクトの成果も大いに

注目している旨、コメントがあった。

2．石炭火力の環境対策

　（1）環境対策技術に関する研究（電研）

　電研において実施中の大型総合研究「石炭火力環

境対策技術」について、海外炭の発電用炭としての評

価、汚染物質生成と対策検討および石炭火力からの微

量成分の挙動については石炭火力の立地推進上、重点

的に研究をすすめていること、新設した石炭燃焼試験

炉（石炭燃焼量100kg／h）の概要などを説明した。

　EPRIから石炭燃焼試験炉を使った研究には関心が

あることや、アメリカの石炭についての燃焼試験、評

価実施についての希望がのべられた。また、微量成分

の挙動についての情報交換は、積極的に行いたい旨、
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双方から希望が表明された。

　（ii）排煙の乾式脱硫（EPRI）

　日本の排煙脱硫は湿式石灰石一石膏法が主流である

が、この方式では石膏の処理、用水の確保、排水処理、

処理排ガスの昇温などが伴うため、アメリカでは乾式

脱硫の開発がすすめられている。

（a）石灰乳による脱硫法は、SO　2を混合粉末とし、バグ

フィルターで回収する。この方式は高硫黄炭には適用

できないが、建設費が少ないことと副産物が廃棄し易

い特長がある。

（b）炭酸ナトリウム粉末を用いる方法は脱硫率70％程

度のため低硫黄炭向けであり、本年末には100MWプ

ラントで試験する予定である。

（c）活性炭による方法は、SO2が硫黄として回収され

る利点があり、注目されている。小規模テストに引続

き、西独でテスト（42MW）中である。　（日本では電源開発

竹原火力で10，000m3／h容量のプラントで試験中である。）

　（iii）湿式排煙脱硫と排脱排水処理（電研）

　日本の電力会社に設置されている湿式排脱装置の概

要と排水処理について報告した。

　重原油火力用32基、石炭火力用8基で全排ガス処理

量は約10，000MW相当である。、

　排脱排水処理では、排水規制からCODの対策が重

要である。COD成分のうちヂチオン酸処理のためには

吸着法、熱分解法などを用いて規制値以下としている。

　排水の窒素分低減方法について、電研の研究成果を

説明した。

　（iv）集じん技術（電研）

火力発電所における現状と当所の主要な研究成果、今

後の研究課題など、つぎの項目について説明した。

（a）集じん性能向上対策は、主に現地試験により行った

もので、槌打時の再飛散防止、SO3吸込みによるフラ

イアッシュの調質、重油焚ボイラの集じん効率向上の

ためのアンモニアの吹込、燃料油への添加剤、水など

の添加による方法、放電極付着ばいじん増加防止対策

など。

（b）高性能集じん技術は、主に所内実験による成果に
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ついてであり、モデルプラントによる静電炉過集じん

実験ではサブミクロンばいじんの事々性能の向上が認

められた。また、高温空気中のコロナ放電に関する基

礎研究から、高温集じんでは、正極性電圧による運転

の可能性が示唆されたことなど。

　石炭火力における集じん技術は、重要な課題であり、

EPRIにおけるダストの固有低抗測定法などの基礎研

究をはじめ情報交換の必要性が相互に確認された。

　（v）石炭灰からの溶出水中の微量成分（電研）

　石炭の利用拡大に伴い、石炭灰による埋立が大量処

理の一つの方法である。環境対策面からは、埋立に伴

う石炭灰からの溶出水や微量成分について検討してお

かなければならない。これらに関する当所の研究成果

を報告した。

　国内炭、米国炭、濠州炭の石炭灰と、国内の土壌を

用い、石炭灰からの溶出水の頭、土壌のpH緩衝作用を

検討した結果、土壌によるpH緩衝作用の差は大きいの

で、埋立には石炭灰と土壌の相互作用を予め明らかに

しておくことが必要である。

　EPRIで作成した石炭灰廃棄マニュアルについて、

電研からのコメントがあれば聞かせてほしい旨、要望

が出された。

　（vi）石炭灰有効利用（電顕）

　電研より高C3Aセメントの開発およびけい酸カリ肥

料の研究について説明を行った。

（a）高C3Aセメントの開発は石炭灰のアルミナ含有量

が多いことに着目し、石炭灰と石灰を主原料とするセ

メントである。軟弱地盤の固定化への適用を目ざし、

現在、実用化試験を実施中である。

（b）けい酸カリ肥料の研究として、乾式法によるけい酸

力り肥料、乾一湿式法による緩溶牲化成肥料の製造お

よび肥効試験を行ってきた。いつれも実用化、市販さ

れている。

　これらの報告に対し、EPRI側から、石炭灰の利用

　　メをアメリカでも、さらに活発化したいので情報を希望

すること、石炭灰よりのアルミナ回収についてはコメ

ントがほしいこと、さらに、肥料化の場合、石炭灰か

らの微量成分の影響などについて意見交換がなされた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駈環巽窪黒総め聴し竃

εPRI（米国電力研究所）副所長

バルツァイザー氏特別講演の概要

　今回、著名な皆様方の前で講演できま

すことは大変光栄であります。

　アメリカ政府の最近のエネルギー政策

の急速な変化について私の見解をお話し

たいと思います。

　これらの変化は、アメリカ政府および

世界か直面しているエネルギー問題に対

するアメリカ政府と国家の新しいリアリ

ズムを反映しています。アメリカのそう

した新政策や姿勢は、エネルギー使用の

効率を高め、輪入石油への依存度を低滅さ

せるために電力への移行を遜めて行くこ

とに力点が置かれることになります。日

本にも似たような状況かあるように思え

ます。

講演するバルツァイザー博士

　こうした共通の関心事か今週行われた

EPRIと電力中央研究所との情報交換を

非常に実り多いものにしました。EP紐

は電力中央研究所および日本の電力事業

界とのこうした関係を貴重なものと考え

ております。更にこの関係が継続発展し、

日本にもアメリカにも恩恵をもたらすこ

とを期待しています。それでは、みなさ

んに関心のあるアメリカの最近のエネル

ギー事情についてお話しいたします。

高まる電力の重要性

　過去数年間は、石油価格の急騰と供給

不安から生じる諸問題への対応がよくな

かったのですが、アメリカは今日、よう

やく最善と見られる方法で伝統的なシス

テムである私企業にこの問題解決へのチ

ャレンジをさせようとしています。国内

の石油価格は統制を解除されました。ガ

ス価格の統制解除もそれに続き、おそら

く早まることでしょう。

　また、レーガン政権は現在、アメリカ

の電力会社を拘束している混乱した政策

や規制の網の目を断ち切ることを約束し

ました。また、政府はその標榜する経済

的「再工業化」を達成するためには電力

業界が重要な役割を果たさねばならない

ことを認識しています。すでに、多くの

先進工業国や発展途上国では生産性を上

げ、原子力、石炭、水力といった国内資

源で輸入石油の代替を行う最善の方策と

して電力への移行政策を採用しています。

　まだ、アメリカは正式に電力への移行

政策を採ってはいませんが、アメリカ経

済はその傾向を示し、また現政府の諸決

定もこの傾向を強めるものと思われます。
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1973～74年の第一次石油危機以後は、ア

メリカのGNP（国民総生産）も総エネル

ギー使用量も低下しました。

　その後の4年間に経済成長は立ち直り

ましたが、GNP単位当たりのエネルギー

使用量は減少しています。最近のデータ

によれば、1979年の石油価格の急騰は、

またもや1980年の経済成長の抑止と総エ

ネルギー使用量の急減をもたらしました。

この二度にわたる石油ショックにより、

総エネルギー使用量は1970年代始めの石

油輸出禁止措置以前に想定したレベルよ

りもおよそIO％減少しました。　GNP単位

当りの電力使用量は総エネルギー使用量

とは非常に対照的に、1974～75年とそし

て1980年にも増加しました。

　この電力による代替は家庭・商業およ

び工業の両部門に生じ、省エネルギーの

努力により、幾分かは鈍化したとはいえ

1970年忌の後半もこの電力シフトの傾向

は続きました。総エネルギーに占める電

力の構成比は過去30年間着実に上昇し、

1980年には約33％に達しました。石油消

費節減の奨励策とガス生産量が、現在の

水準にとどまっても、石炭、原子力およ

び再生可能エネルギー資源への転換が進

むにつれて、この割合は1990年には約40

％、2000年には50％位までに増大するこ

とが見込まれています。

変化する政府の役割

　アメリカエネルギー経済のこの自然発

生的な変革は、エネルギー問題を市場支

配にゆだねようとするレーガン政権によ

って促進されることになるでしょっ。エ

ネルギー省長官ジェームズ・B・エドワー

ズ氏は「エネルギー分野における連邦政

府の役割について非常に異なった考え方」

を公表しました。燃料価格の統制解除と

規制上の改革に加えて、この考え方には、

エドワーズ長官のいう『エネルギー研究

開発の多くの分野において長期的かつリ

スクの高い活動に政府の役割を再集中さ

せる』という意味も含まれています。

20

　特に、かつて政府の支援を受けていた

短期的に有望な多くの技術開発の実証プ

ロジェクトは、電力事業が全面的なスポ

ンサーになることが期待されています。

　これら技術の商業化はSFC（合成燃料

公社）から特定分野への幾分かの援助は期

待できるが、先ず業界の責任であると考

えられます。

　エドワーズ長官の言によれば、電力事

業に期待できないような長期的かつリス

クの高い研究開発に対してのみ援助がな

されるでしょう。

　そのような政府資金の対策には、増殖

炉、核融合、その他選定された研究分野

が含まれます。　大統領提出の一連のエ

ネルギー法案のうち、どれだけが議会で

承認されるかを予見するにはまだ時期尚

早です。

　しかし、現政権は全般的にこのような

考え方が支配的であると信じますので、

私は電力関連の研究開発に対してこれら

の政策が与える影響について話してみた

いと思います。

　現在、アメリカの電力会社のほとんど

は財政が非常にひつ迫しておりますが、

それは各州の規制委員会が電力会社の現

在の資本と営業上の要求に見合った料金

値上げの認可を渋っているからです。株価

の低迷と高金利とが重なり石油火力から

石炭火力と原子力への転換、および予想

される負荷の増大と老朽発電所の廃止に

備えた新規発電設備建設のための資金繰

りがますます困難になっています。

　これら発電所の建設費は急激に上昇し

ました。規制上の建設遅延とTMI事故に

より必要となった追加的投資によって原

子力発電所の建設費は高くなり、また、

ますます厳しくなる環境規制により石炭

火力発電所の建設費も上昇しています。

もちろん、インフレはこれら建設遅延に

よる財政上の負担を更に大きくしていま

す。

　電力会社は、石油会社と異なり、生き

残るのが精一杯で次世代の発電技術の実

証などはもってのほかと言ってもよかろ

うと思います。しかしながらEPRIによ

る研究開発へ寄せる電力会社の支援は、

こうしだ財政上の困難にもかかわらず、

確閲としたものです。しかし、有望な技

術を商用規模に開発する我々の能力も、

政府の新しい一連の考え方に従い再検討

の必要があります。我々は開発技術の便

益を受けるだけでなく、その費用を分担

することのできるメーカーや国際的パー

トナーに更に頼らなければならないこと

は明らかです。我々は今後、電力会社や

メーカーとより緊密な協力関係が発展す

ることを望んでおります。そのような協
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力の機会が以下のお話の中で明らかにな

るでしょう。

環境保金

　とやかく轡うむきはあっても、アメリ

カの国家も電力会社も、環境保全に対す

る決意を変えることばありません。

　むしろ、現政権の政策が実行されれば、

より適応性のある規制基準が具体化され、

より一’貫性のある経済的実状に則したも

のとなるでしょう。また、環境規制の基

本問題に影響を及ぼすような立法上の変

化が見られるかも知れません。特に、大

気清浄法と水質清浄法は本年再検討が見

送られ、必要とされる改訂のための議会

上盤の見込みがありません。EP羅の重

要な研究課題の一つに、発・送電の関連

で、健康と環境へのインパクトについて

よりよい理解を得るということがありま

す。酸性雨と電界の影響に関するEPRI

の研究は、将来の規制を決定するにあた

って重要な役割を果たすことになるでし

ょう。我々のスタッフであるパーハック博

士と電研のスタッフとは今回の合同会議で

健康と環：境に関するいろいろな研究活動

について討議しました。詳しく述べる繰

上はありませんが、酸性雨と電界の影響

についての我々の研究について簡単に触

れてみたいと思います。酸性雨の問題は

決して新しいものではありませんが、非

常に複雑な現象だといえます。発電所の

イオウ排出物が湖、森林、作物、建築物

や人面の健康でさえも脅やかしていると

いう人がおります。これらの言い分は、

確認された事実に裏付けされたものでは

ありませんが、我々も現在の断片的で不

完全なデータからではそのような憂慮に

対して抗弁することはできません。

　我々の研究目的は、煙突から出る排出

物が空気塊に入ってからどうなるのか、

特に地球上の広い地域にわたる乾・湿双

方の沈降物が酸性度にどの程度の影響を

与えるのかを調査し明らかにすることで

す。また同様に、我々の重要な調査の一

つとして、環境へのそうした酸性沈降物、

さらに降雨の酸性度の微量な変化の影響

に関する研究があります。もし、発電所

の排出物が健康や生態学的変化にかかわ

りがあるとするならば、これらの影響を

緩和するためのあらゆる適切な方策を探

り出し、政府間交渉のよりよいデータを

提供して行く所存であります。

　ニューヨーク州のアディロンダック山

地で実施したEPRIによる「スリーレイ

ク・スタディ」は近隣する三つの湖の酸

性度が異なることから、湖の酸化は降雨

の酸性度以外に原因があることを示しま

した。また、アメリカ東部で実施した「サ

ルフェート・リジョナル・エクスペリメ

ント（SURE）」の調査では環境硫酸塩レ

ベルと発電所排出物との相関関係を見る

ことは非常に難しいことがわかりました。

温度、湿度やその他の化学的要素とか煤

じんの種類の方が、監視地点の風上にあ

る発電所の排出物よりも、硫酸塩濃度に

対しては、より大きい相関関係があるよ

うです。

　電界の生物への影響に関しては、£PRI

の共同出資による予備的な研究結果につ

いてご存知と思いますが、アメリカでの

初期の実験からはスウェーデンおよびソ

連の暫定報告にみられるような影響を確

認することはできませんでした。EPR王

の研究目的はアメリカ国内の765kV送電下

の電界に最大限さらされた場合の人体へ

の危険の可能性を最終的に調査するもの

でした。出来るだけ近似した条件という

ことで、雌豚を30W／mの電界内で1日20

時間として十数ヶ月間飼育するというも

のでした。同様のネズミ実験の結果から

醐鰯レビ認一NO2　謝



も、そのように長く電界に置かれても重

大な影響は見られませんでした。

石炭と合成燃料

　次に、石炭と合成燃料の問題に触れて

みたいと思います。日本とアメリカの電

力事業の環境問題の多くは発電用石炭の

必要性に関連しており、レーガン政権は

石炭利用を早めるための真剣な努力を行

っています。ここで我々は誤りを犯して

はなりません。というのは石炭の重要性

とその伸びは今後数十年続くものと思わ

れるからです。「ワールドコールスタディ」

によれば、今後20年にわたって世界経済

の成長に必要なエネルギー増分の3分の

2は、石炭で賄われることになっていま

す。本研究の結論として、この目標は達

成可能であるが、そのためには毎年5％

の石炭生産の伸びがなければならないと

しています。石炭輸出量を！0～15倍にし

なければならないアメリカとオーストラ

リアにとって、この増産は重大です。も

し最新の石炭燃焼技術が、この石炭の燃

焼に適用されれば、酸性雨を含む環境問

題は効果的に解消できるとこの研究は結

論づけています。

　アメリカの電力会社に最大の効果を与

える短期的な研究は在来の石炭火力発電

所の信頼性・稼動率、および耐久性の向

上を図るものです。資金不足に悩むアメ

リカ電力会社に対して、これらの研究成

果の重要性は非常に大きいといえます。

　こうした研究には、その目的として、

より優れた汚染防止方法の開発が含まれ

るべきで、日本が他に比して優れた技術

分野を形成していると思います。優秀さ

の一つの事例として、我々が探くかかわ

っている「千代田排煙脱硫処理方法」があり

ます。EPRIはジョージア発電所で行わ

れた20MW「千代田サラブレッド121」パ

イロットユニットの試験のスポンサーで

した。試験は非常に成功し、我々は現在

この技術による！00MW実証試験の共同

出資を行うアメリカの電力会社を求めて
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います。我々は実証プロジェクトへの政

府参加を期待していましたが、ワシント

ンの新政策により、実現しそうにありま

せん。

　ここでイエガー氏とそのスタッフは日

本の電力会社が排出規制の分野で果たし

た成果に大いなる敬意を払っていること

を付言したいと思います。我々EP　RIは、

発電所全体の信頼性を落すことなく効率

と信頼性の高い制御技術を急速に開発し、

実用化しているB本の技術に感嘆してい

ます。聞く所によりますと、最：近の日本

の発電所には世界に類がないほど優れた

基準が適用されているそうです。アメリ

カの電力会社の上層管理者達が田本の新

鋭石炭火力発電所を訪閥し、個人的に本

技術の進捗状況を観察するのを我々がア

レンジできるよう期待しています。

　我々も、長期的かつ根本的な観点から、

発電用石炭の新しい利用法の開発に力を

入れています。これら新技術の中で最も

有望とみられているものに総合ガス化複

合サイクル（IGCC）と流動床燃焼（FBC）

があります。テキサコガス化炉を使用す

る南カリフォルニア・エジソン社のクー

ルウォータ発電所で行われている1σOMW

硲CCパイロットプロジェクトへの環本

の参加の諸手続が聞もなく完了するもの

と思います。南カリフォルニア・エジソ

ン社、テキサコ社とEPR王の他にGE社

とベクテル社が参加しており、パシフィッ

クガス・エレクトリック社（PG＆E）と

他のアメリカ企業の参加の可能性が高い

ようです。このプロジェクトによって王G

CCが、我々の予想通り、近い将来、技

術開発が進んでベースロード発電に用い

られ、特に厳しい排出基準が施行される

地域に適することが確認されるのを期待

しております。プロジェクトは予定通り

進行し、調達は開始されており、建設も

今年の夏に始まる予定です。

　同様に重要なものとして、20MW流動

床燃焼パイロットプラントを建設し、！980

年代後半には100～200MW商業用プロト

タイプの設計ベースを固めようとするTVA

との共同プロジェクトがあります。パイ

ロットプラントはほぼ完成に近く、1982

年早々にも運転開始の予定です。我々

が強くこの技術に期待を寄せている理由

として、バブコック＆ウイルコックス・

アライアンス社、オハイオプラントの我

々の開発設備による過去数年間の実験で

期待できる結果が得られているというこ

とがあります。この技術は、総合的な排

出物管理能力と広範囲な燃料の融通性を

もたらしています。

　新政権下で、合成燃料の開発は引き続

き進められますが、カーター大統領時代

の情熱はありません。レーガン政権は政

府ではなく業界がこの分野では主導的な

役割を果たすべきだと考えております。

SFC（合成燃料公社）は初期の商用プラン

トに資金援：助を与えますが、運営と究極

的な責任は業界にあります。公社は当初

61件の申し込みを受け、可能な援助資金

の範囲を越えました。

　今B、最も競争力のある合成燃料はオ

イル・シェールと石炭からの中熱量ガス

（Medium　BTU　Gas）だと思いますが、この

SFCの決定如何にかかわらず間もなくこれ

ら燃料の商用プラントが実現するものと

思われます。直接、間接法による石炭液

化、および高熱量ガスは現時点ではコス

ト的にやや高いように思えます。しかし

ながら、アメリカの石炭資源賦存地域は

広大で、しかも地理的に分散しているの

で、こうした技術への関心も高いのです。

アメリカ政府が早くから試みていたSR

CIとIIの実証試験はレーガン政権によ

って、SFCに検討が委託されました。

　SF℃は資金面の検討から、これらのプ

ロジェクトを推進する諸企業が、従来契

約したよりも多くプロジェクトに貢献す

ることを求めるでしょう。私はこれらの

プロジェクトは、今のところそう進展す

ることはないと考えています。

　しかしながら、EPRI、日本石炭液化開

発会社、その他の援助によってテキサス



「千代田サラブレッド121」パイロットユニット（EPRIジャーナル’79．7）

のベイタウンに建設される日量250トンの

エクソン・ドナー・ソルベント・プラン

トは昨年予算内で期限どおり、成功裡に

運転を開始したことをご報告することが

できます。すぐに本プラントおよびケン

タッキーのキャトレットバーグにある250

～600トン／日の能力をもつH－Coalプラ

ントからかなりの製品がテストにかけら

れるようになります。これらのボイラお

よび燃焼タービンテストの実施では日本

企業の協力を期待しています。これら特

殊なプロジェクトの将来性がどのようで

あるにせよ、日本の参加は合成燃料の分

野で国際協力の気運を高めることに寄与

し、それが1980年代の後半には先駆的な

商用プラントの建設をもたらすものと考

えます。

　次に、燃料電池は、やがては石炭から

の製品も含めて化石燃料の効率性と環境

影響面から見て好ましい新利用技術です。

アメリカの電力会社は特に燃料電池に関

心があります。というのは、燃料電池は

モジュール方式であり、設置が容易で大

都会の中心部を含めた送電網内のどこで

も使用可能だからです。もしその廃熟も

発電用に利用すれば燃料電池は約80％の

効率を達成することができます。最近、

東京電力が一基購入されたことを見ても、

日本側の燃料電池へ寄せる関心の度合が

伺えます。

　そのプラントに使用されている技術は、

最終的には工業化されるものと信じてお

ります。それよりや・遅れた技術が使用

されていますが4．8MW実証プラントが

ニューヨーク市の都心部で今年の後半に

は運開に入る予定です。

　我々は東京電力と協力して、最新の改

良型燃料電池における経験をアメリカの

燃料電池ユーザーズ・グループを構成し

ている電力40社へのアドバイスに役立た

せたいと願っております。

原子力発電

　最後に原子力発電について申し上げた

いと思います。

　現政権がアメリカおよび世界のエネル

ギー・ミックスの中で原子力が主要な要

素であるとの信念を持っていることにつ

いて、我々アメリカ電力事業は心強く思

っています。その結果、アメリカは国際

的な原子力問題で以前よりも積極的なパ

ートナーとなるでしょう。

　原子力発電所が稼動に到るまでの不必

要な遅延を回避するための合理的な規制

手続を復活させることがアメリカの最優

先事項であります。原子力規制委員会（N

RC）の新しい委員長が任命されましたの

で、私は今年中に原子力は転機を迎える

と期待しています。かといって、来年多

くの新規発注があるという意味ではあり

ませんが、建設許認可を得ている原子力

発電が約90GW分あり、これらを最小限

の遅れで完成させることが第一であると

思っています。電力需要の動向から、こ

れ以上の原子力発電設備を増設するのが

妥当であると理解されるまでには、更に

数年が必要なようです。

　現在の財政上の諸問題が解決され、2000

年までの需要増加に対処する原子力発電

の重要性を検討する立場に再び戻ること

を望んでおります。

　今日、アメリカの原子力批評家達は安

全問題を取り上げるメリットが薄れたこ

とと、ワシントンから反原子力の立場を

とる友人達が退散したことのため彼等の

議論を経済性の問題に移行させておりま

す。幸いにも、日本や他の国々では原子

力発電所の建設に！0～15年もかかってい

ないことを指摘することができます。プ

ロジェクトの完成までに途方もなく長く

かかるような石炭、太陽、その他の資本

集約的な技術には今Bのインフレ率や金

利率では資金的に対処することができま

せん。原子力問題は技術の問題ではあり

ません。その安全性のデータは世界的に

みて非常に良好です。従って、我々にと

って最も重要な問題は人間の問題であっ

て、単なる政治的、規制的なものではな

く、原子力施設の建設とその運転にあり

ます。これらの問題は、我々がその存在

を認めるならば、修正が可能です。アメ

リカの電力会社はTMI事故から貴重な教

訓を学びとり、発電所の運転管理と稼動

率を向上させる方向にむかっています。

EPRIの助力で電気事業は、原子力全般

の安全問題の研究のためNSACを、また

委員訓練と運転基準の確立のため、INPO

（原子力運転協会）を設立しました。日本
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はNSACの最初の外国参加団体の一つで、

センターに無益を駐在させた最：初の国で

もあります。この参加によって、日本の

電力業界はアメリカの原子炉にかかわる

諸問題の情報と知識を電研を通じて直接

かつ速やかに得ることができ、また、NS

ACの世界的な通信網によってその他の安

全問題に関する情報も入手することがで

きます。

　現政権は、軽水炉改善のための研究費

を業界にまかせようとしていますが、エ

ドワーズ長官は増殖炉開発に、力強い支

援を表明しました。

　私はこのように増殖炉計画の推進が国

際協力のもとに再び活発になることを期

待しています。それは建設中のクリンチ

・リバー原型炉を含まないかも知れませ

んが、商用炉の設計と許認可を早め、い

たずらに空費した時間を取り戻すことに

なるでしょう。同様に、燃料の処理と廃

棄物処理処分計画も新政権下で確定する

ものと思います。これらの分野は原子力

選択の長期的、経済的、かつ政治的な実

行の可能性に対して重要なものでありま

す。ここでも国際協力が促進されるべき

であると考えます。

再生可能エネルギー

　石炭と原子力の選択について、主とし

て話を進めてきましたが、これらは今後

数十年間のエネルギー体制の根幹をなす

ものだからです。終りに、いわゆる再生

可能エネルギー資源の選択、つまり水力、

風力、太陽エネルギー、地熱、核融合に

ついて述べてみたいと思います。水力は

潜在的可能性のある地域では最も有力な

エネルギー選択となります。現在、アメリ

カでは、小規模水力計画と風力機械の開

発に再び関心が寄せられています。また、

地熱資源の存在するところでは、発電や

熱利用が注目され、一段と積極的に使用

されています。しかし、これちのいずれ

も国際的な規模での有意義な貢献は望み

えませんが、地域的なエネルギー貢献と
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いう観点からは非常に期待できます。発

電用太陽利用技術の競争力は、我々の見

るところではまだ低いようです。

　EPRIの研究努力は控え目なものです

が、政府と電気事業は積極的に推進して

います。新政権は太陽利用の研究開発費

を大巾に減らしましたが、太陽光電池に

関する研究の大部分は業界がすでに完了

させていましたので、大きな影響はあり

ません。電池技術の進歩も見られますが、

競争力をつけるための総合的な経済性お

よびその性能などの要件を満足させるに

は、ほど遠いものと思われます。

　核融合は先行的な研究暴発の段階です

が、順調に進歩しているといえます。し

かし、地球上の重要なエネルギー資源に

何時、あるいは果してなり得るかどうか

の判断を与えるには早過ぎるようです。

核融合への政府支援は過去の水準と変わ

らずに継続されるものと思います。

エネルギー効率と利用の改善

　「省エネルギー」とは、広義には経済的

生産性の強化と限られた資源の保存を意

味しています。省エネルギーは市場力に

より促進され、省エネルギー計画の主要

な責任は、連邦政府の手から産業界へ移

りつつあります。この移行にあたっては、

電力会社が重要な役割を果しています。

何故なら、電力会社がエネルギーの効率

的利用のため、および一次エネルギー資

源利用における輸入石油から国内炭、核

燃料への転換を図るため新しい機会を提

供しているからです。

　電力会社もまた送・配電と電力利用を

さらに効率的に行っています。負荷管理

と供給側の電力貯蔵によって必要な発電

設備容量を最小にしています。電力会社

がスポンサーとなって進めている消費者

のための省エネルギー計画は非常にひつ

迫している資金の最適運用に役立ってい

ます。変圧器用アモルファスメタル（金属）

等の新技術は不必要な変圧器のコア・ロ

スを最大60％減少させることが可能です。

　電気自動車は、石炭、原子力から得ら

れた電気をクリーンで効率的に輸送用に

活用するという点でもう一つの省エネル

ギーのための関連技術だといえます。電

力会社は、電気自動車の導入に特別な関

心があります。と申しますのは負荷調整

の手段となり得るからです。しかし、現

在の電池技術では、アメリカにおいて大

きな市場を獲得するには無理なようです。

むすび

　私が以上述べてきた変化の中に三つの

大きな示唆があると思います。これを、

私が始めに話した「エネルギー・リアリ

ズム」の三つの側面と呼ぶことができま

す。

　まず第1は、政府のプログラムが縮少

されるにつれて私企業がアメリカのエネ

ルギーの将来を形成し、それを達成する

ために必要ないかなる研究開発をも実施

する大きな責任を私企業が引き継ぐこと

になります。

　第2に、この責任の転換によりアメリ

カのエネルギー事情は一層安定すること

になるでしょう。アメリカ政府の政策の

変動は市場の経済的実勢によって減衰し、

残る諸問題の解決はより着実に進展する

ことが予想されます。

　最後に、この安定はアメリカとその通

商相手国とのより密接な協力につながり

ます。アメリカ政府も電気事業も海外の

特に日本の経営管理および政策上の考え

方を受け入れるようになっています。そ

れゆえ、私は電研とEPRIの関係は今後

さらに発展するものと考えます。と申し

ますのは、電気事業関連の研究開発の多

くの分野で相互に学ぶところが沢山ある

からです。層

　この意味で、本日著名な皆様方の前で

講演する機会を与えられましたことに重

ねて感謝いたします。と同時にみなさん

からのこ提言なり、ご質問を受けさせて

頂きたいと存じます。

　ご清聴ありがとうございました。　⑳
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　　　　担当⑳電力技術研究所長　有働龍夫

3噌。讐　配　電

iEP府側出席者　　　　　　　　　　：

i　　Mr．J．Dougherty　　　　　　　　i

i電研側出席者　　　　　　　　　　　：

i　　山田（重）、田中（祀）、深川、　　i

i　　福留、鈴木（英）他3名　　　　：

i東京電力　　　　　　　　　　　　l

i　　吉田（変圧器用アモルフアヌ、磁性　i

i　　材料）　　　　　　　　　　　　i

1．電研側説明

！．電研長期研究計画

2．研究のトピックス

　雷サージ実測、断線検出リレー、高調

　波、計算機による拡充計画手法、SF6

　ガス絶縁

3．負荷の集中制御方式

　給電運用体系、中給自動化、配電

4．押出しケーブルの水トリー

5．変圧器用アモルファス磁性材料

6．合成紙ケーブル

7．地中線と熱水管の熱干渉

　II．酢唱1側説明

1．配電線近辺の樹木成長抑制

　成長抑制剤の使用、上部伐採など

2．合板電柱

　スクラップ木材をイソシアネート樹脂

　で接着する。北ミシガン3社で実験中。

3．真空遮断器とSF6遮断器の直列組合せ

　アーク回転式SF6遮断器を使用する。

4．URDケーブル交換欲動さく機i

　水ジェットで既設直埋ケーブルを追跡

　して地中に孔をあけ新ケーブルと交換

　する。現在30mまで開発ずみで、目標

　は90rnである。ケーブル敷設後、その

　上に建築してしまった時でもケーブル

　を交換できる。

5．電流制限ヒューズ

　4個のノッチを直列につけ、高性能化

　した。

6．送信・返信式配電制御信号伝送方式

　（Two　Ways）

　配電線搬送、放送波、電話線使用の3

　種を開発中である。送信のみでは需要

　壮烈に盗電されることがあるので、そ

　の防止のため15分毎に信号を送りチェ

　ックする。ロスアンゼルスではAM放

　送の位相変調を使って全需要家の制御

　をしている。One　Wayは温水器だけ

　を目的としており、空調機など大型の

　重要なものの制御は規制宮庁が許可し

　ないという見通しを持っている。

　m．討　議

し配電線の断線検出について

　米国では一部で絶縁電線を使っている

　が、電線被覆という程度で充分な耐電

　圧性はない。高インピーダンス地絡検

　出は、安価でかつ全線に適用できるも

　のを目標としており、一つのものは本

　年12月に報告が出る。

2．高調波

　米国では高調波の問題の程度の評価を

　行っている。配電線搬送を使うときの

　雑音の問題が大きい。

3．拡充計画の電子計算機プQグラム開発

　とグラフィックス

　EPRIも同じことをやっており、3ヶ

　月後に報告が出る。

4．自動給電システム

　米国では自動信号→自動操作か、自動

　信号→手動操作か、議論がある。日本

　の配電系統の遅延再閉路方式は、被制

　御機器からの返信号がないので、米国

　のKayer　Recloserと同じものである。

5．雷署防止

　米国では酸化亜鉛避雷器を使い出して

　いるが、価格が約2，5倍となる。

6．押出しケーブルの水トリー

　米国では、ポリエチレン・ペレットの

　中にある不純物を発見する機械、押出

　し後に検査するレーザー装置を開発し

　た。ボイドは2ミルのものまで検知で

　きる。またケーブル敷設後の直流耐圧

　試験は、試験することにより損傷を生

　ずるという気がしており、試験電圧が

　高すぎると思っている。

7．変圧器用アモルファス

EPRIでは巾6．8インチまで試作したが、

　広巾のものは厚さの均一性がないよう

　である。変圧器の使用温度である200℃

　位で長期間に結晶化しないことを確か

　めなければならない。アモルファス磁

　心は硅素鋼板より！0％大きくなると考

　えているが、米国では外形の大きさよ

　りも損失軽滅を重視している。磁歪に

躍蟹刑レヒ：ユーNO。2　27



よる騒音は大型変圧器を試作するに至

っていないので分からないが、変圧器

製造法でかなり抑制できるのではない

か。

3回禽一2　直流送電

　EP甜側出席者

　　　Mr．」．Dougherty

　電研側出席考

　　　町田（武）、沢田、宅間、吉田（幸）

　　　他6名

　東京電力

　　　桜井、後藤

　電源開発

　　　専田

　1．躍研側説明

！．直流試験送電線

2．直流送電用がいし長期課電暴露：試験

3．直流送電用がいし連塩塵汚損時の電圧

　分撫

4．イオン流帯電計算プログラムの開発

5．直流遮断器（ヒューーズと液体SF6吹付式

　の組合せ）

6。原子力発電所と直流送電系統の協調制

　御

7．交流・直流ハイブリッド送電系統の安

　定度（固有値法）

8．多端子直流系統

9．直流系統シミュレータの建設計画

　難．鉦P騨側説明

1．米国における直流送電計画

（1）ケベックーニューヨーク州間1，000

　　MWの直流分割。

（2）ケベックーニューイングランド1，000

　　MW。

（3）オンタリオ水カーGPU500MW、250

　　～300Wエリー湖を100㎞のケーブノレ

　　で横断する。

（4）ユタ（石炭）一アリゾナ・カリフォル

　　ニア3，200MW。
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Mr．　Joれn　Do“gh餅ty

Director，　Electhcε廿Systems　D　iv．

（5）テキサス1，000MWおよび600MW

　　の直流分割。

2・Con　Ediso携：のコンパクト変換所

　フレオンの絶緑抵抗率が1015～1016Ω一

　cmと高すぎて、静電気が蓄積してパイ

　プを穿孔した。添加物により1010Ω℃m

　にして、現場試験を再開し、今秋に運

　転開始の予定。

3．光点弧サイリスタ

　GE社、　WH社とも開発に成功し、ミ

　ネソタ州で試験中。太平洋連系第2線

533Wは、シルマー側でGE社の光点弧

　サイリスタを使用する予定。

　m．酎　議

1．高調波ブイルターの縮少化

　ASEA社の開発はSF6中のラックの絶

　縁設計が不良で再設計して、組立て中

　である。

2．直流用がいしの汚損対策

　EPRIは、高電圧はProlec←UHVで、

　低電圧はSCUでやっている。

3．直流遮断器の必要性について

　EPRIの中に、費用を考えると必要性

　について要否の両論がある。制御との

　組合せ等、限られた範囲の適用、性能

　で良いと考えている。先づ考え方につ

　いて議論をしたい。（Dougherty）

　　必ずしも必要ではないが、あれば融

　通性のある運用ができることとなる。

　8本は5kA級の直流送電を考えている。

　（桜井）

嬬．情報交換

　EPRIのスタッフは技術管理者である

　ので、長期間の実験場滞在は必要ない。

　EPRIは直流電界下の生物の影響につ

　いての情報、電研はコンパクト化変換

　所の情報を得ることを望む。

一一3　u囲》送電

lEP山側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　Mr．J．Dougherty　　　　　　　i

i　M・・LFi・h・・（訴訟使難福斗i

i　　学窟）　　　　　　　　　　　i

i電研側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　瀬田、中村（宏）、尾崎、坂本、　i

i　　沢田他5名　　　　　　　　　i

：東京電力　　　　　　　　　　　　：

i　　桜井、岩間　　　　　　　　　i

　1．電二藍説明

1．目標電圧の選定

2．実規模UHV試験送電：線（赤城試験セン

　ター）の機械力試験

3．開閉サージ解析

4．実規模供試物絶縁試験

　気中間隙霧申、54トンがいし、UHVブ

　ッシング、冠雪がいし

5．多導体電線騒音と表面処理

6．冬季雷

7．テレビ電波障害

　II．　EPR国側説明

1．非対称多導体

　着氷に対しては問題がある。

2．縮小型送電線の試験

　（Power　Technologies　Inc．）

　13811Vの縮小型送電線の課電試験を行っ

　ている。　既に3回の冬を過した。ユ

　タ州の電力会社でも試験している。

3．ポリシルがいし

　ポリマーコンクリートのがいしで、17

　種類について対地69kVの課電暴露試験

　を25ヶ所で実施している。材料の本質



　的な適否について賛否両論かある。

4．鉄塔の機械力試験設備

　米国では鉄塔の基礎の設計を改良して

　建設費か低減できた。米国の鉄塔試験

　場は数ヶ所あるか、計測器か良くなく、

　精度を要するものはヨーロッパに送っ

　て試験していた。新しい機械力試験設

　備を建設中で動的荷重試験もできる。

　（設備内容のコピーはIEREにある。）

　9月にミネアポリスで発表する。

5．Red　Bookの改正

　本年末に改訂再発行する。最新の資料

　を含めた。

　III．討　議

1．冬季雷

　米国は夏季雷が主で、冬季雷は少い。

2王MTPフ環グラム

　現在のEMTPの改良に当りEPR1の参

　入かあっても非公開となる心配はない。

3一薯畷　生物影響

　EP則側出席者　　　　　　　　　　；
　　　M，」D。ugh，，騨，　R　Ma1，、　i

　　　M，RP，，hac　　　i

　　　Mr　L　Flsher（米国大使館駐在科i

　　　鞘）　　　　　　i
翻側出講　　　　：
　　　中村（宏）、遠藤、志賀、沢田、　1

　　　尾馳7名　　　｝

鯨勧鍵盤　　｛

　1．電研側説明

1．マウスの電界課電用半球形ケージの開

　発

2．植物に対する直流電界の影響（稲およ

　び小麦）

3．電界の技術的基準の評価

　II．琶P囲側説明

Lバッテル・ノースウエスト研究所にお

　けるミニ豚に対する電界影響実験結果

　毎日20時間電界をかけ、4時問は小屋

　の掃除を行い、電界は30W／m（人に換

　算10kV／m）、血液、死亡率等に差は出

　なかった。最：初の18ヶ月は、かけ合せ、

　出生率、生まれた初代の子豚にも差は

　なかった。18ヶ月目に赤痢が発生した

直流UHV実験装置（EPRIジャーナル’79．5，’80．1）

ミニ豚（EPRIジャーナル’81．5）

ノ罵

馨

謙

癩

　　　　　　　　　　　　　　　　㌔　　　き

　　　　　　＿一欄

　ため抗生物質を投与し治療したので、

　その後のデータは科学的に正確なもの

　と言えない。第ユ次の実験に4億円を

　かけた。18ヶ月以降のための再実験（2

　代目以降のかけ合せ）を行うためには更

　に同等の費用かかかるか、同じ条件で

　再度試験する。

2．マウス他

　マウス、鶏卵についての実験も行って

　いる。

3．直流電界

　直流についてラットの実験を行ってい

　る。第ヱにイオン吹込み（Krueger教授）

　で、第2に連続的な直流電界、第3は

　高電界短時間印加である。

4．送電線作業者の電界影響疫学調査

　BPAに委託して調査中である。

　王II。酎　議

1．必要な動物のサンプル数

　有意な変化検出は20サンプルで良いと

　思う。理想的には！00以上ということに

　なるが、変化かないことを検証する目

　的ならそれ程は要らない。

2．動物の場合の電界のエンハンス係数

　マウスで7倍（電研）、　ミニ豚で3倍

　（EPRI）

3．情報交換

　双方とも大きな関心と興味かあるので、

　双方の実験結果、調査結果の交換を今

　後とも続けたいという意向の表明があ

　つた。　　　　　　　　　　　　　鱒

躍翻llレビ認　一N◎。2　29



3’2エネルギー管理・利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　および分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当●経済研究所長　大沢悦治

3－2－1停電コスト評価

iEPRI側出席者　　　　　　　　　　　i

：　　Mr．　R．H．　Ma16s　　　　　　　　t

i電研側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　大沢、西野、七声　他5名　　　1

　1．停電コスト評価

　墨銀から、「停電コスト評価」に関する

研究プロジェクトの現在までの研究成果

が以下の4項目にわたって報告された。

1．　日本における最近の停電の実態

『事故統計』によれば最近10年間に停電

回数は％に減少し、停電時間も短縮され

ている。

2．ユーザーに対する停電の影響

　電力会社が主要なユーザーを対象にお

こなった実態調査によれば、停電が発生

した場合、工場製造工程、サービス業の

コンピュータ等が受ける被害が大きくな

る。また復旧が遅れた場合は、ユーザー

の保有する自家発電装置の容量にも限界

があり、特に公共施設に対する停電の影

響が大きくなる。

3．産業連関表による停電コストの推計

　1975年の産業連関表から停電コストと

して1贈h当りの粗付加価値を計測した（表

3－2－1）。この値は産業間でかなり異なり、

化学、鉄鋼では小さいが、金属製品、機

械では大きくなる。産業全体の停電コス

トは482円／田hで、これは電力単価の約

40～50倍に相当する。

4．方法論に関するコメント

　第1に1kWh当りの付加価値額を使っ

た停電コストの推計値にはバイアスが生

じること、第2に停電時間がコストに与

える影響を調査する必要があること、第

3にミクロ（ユーザー）レベルのコストと

マクロ（国民経済全体）レベルでのコスト

を区別すべきであること、最後にコスト

推計に際しては実態調査と理論とを結び

つける必要があること等が指摘された。

　次にEPRIより、停電コストおよび長

期的なエネルギー不足の影響に関する報

告が次のように行われた。

1．停電コストの評価方法としては、ア

ンケート調査、モデルを使ったシミュレ

ーション分析、需要分析、回避コスト方

表3－2－1　産業別の停電コスト評価図

法の4つがあり、アンケート調査によれ

ば、停電コストはkWh当り約2～3ドル

で、これは、先の電研の示した値とほぼ

一致する。

2．停電コストと停電時間との関係につ

いては、総停電：コストは時間とともに増

大するが、その増加率は逓滅する（図3－2

－1）。

3．過去の経験によれば、ミクロレベル

のコストはマクロレベルのコストよりも

大きくなる。

4．停電コスト（Outage　Cost）評価を長

期的電力不足コスト（Long　terrn　power

shortage　cost）評価へと拡大するために

は将来の不確実性要因を考慮する必要が

ある。

　以上の報告内容に関して討論がおこな

われたが、停電コストと停電虚聞との関

係については、形式的には、EPRI側と

（1） （2）

1kW　h当り粗付加価値 電力単価
（1）

（円／kWh） （円／kWh） （2）

繊　　　　　　維 278 11．0 25．3

基礎化学製品 36 7．5 4．8

・鉄　　　　　　鋼 48 7．9 6．1

金　属　製　晶 323 10．6 30．5

電　気　機　械 650 11．6 56．0

輸送用　機械 593 10．2 58．1

産　　業　　全　　体 482 10．7 45．0
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電研側との結論が異なるが、それはケー

スごとに検討する必要がある。

　さらに以下の点については、両者の合

意をみた。すなわち、

1．電研とEPRIの計測した停電コスト

の値はほぼ一致する。

2．　ミクロアプローチとマクロアプロー

チによる停電コストの推計値を比較検討

する必要がある。

3．今後個別事例研究を積み重ねる必要

がある。

4．電力のみならずエネルギー全体の長

期的不足の社会経済的影響を研究し、そ

れに対する対策について検討する必要が

ある。

　なお、エネルギー供給不足の社会経済

的評価については、二二とEPRIとの問

で共同研究を推進することとなっている

が、そのため、電導よりEPRIへ派遣す

る研究者は、昭和56年7月より同57年12

月迄、EPRIで研究推進を行うこととな

った。

　II．停電コストを用いた適正供給予備

　　　率の検討

　EPRIでは、停電コストを利用し費用

・便益分析により供給予備率の検討が行

われてきている。そこで、電研側より、

同様のアプローチを用いてモデル系統に

おける適正供給予備率を検討した結果を

紹介した（図3－2－3参照）。このアプローチ

では、図3－2－3に示すように経費（発電電

力量に比例した経費　　可変費　　と比

例しない経費　　固定費　　とからなる）

と供給支障電力量をコスト評価したもの

（停電コスト）とを考え、それらの和が最

小となる供給予備率をその適正値として

いる。

　これに対して本手法の長所・短所につ

いて討論が行われた。本手法は電源計画

における信頼性と経済性のトレードオフ

を直観的に把握できるすぐれた手法であ

るものの、停電コストの算定に問題があ

る点、送電系統の拡充が十分には考慮さ

れていない点などに欠陥を有するのでは

ないかとの指摘が、主として電研側から

なされた。

　なおEPRI側より、現在このアプロー

チをロードマネージメントの検討や新技

術評価などの問題に適用しつつある旨、

紹介があった。

EPRI提出資料

　Cost　of　Short　Term＆Long　Term

Power　Shortage．

電研提出資料

1．Sorne　Notes　on　the　Approach　to

　“Outage　Cost　Evaluation　in　Japaバ

2．Optimum　Reserve　Margin　in　Genera－

　tion　System　Planning，

3・Long　Term　Model　of　Electric　Ener－

　gy　Systems　and　Evaluation　of

　Macro　Effects　against　Energy　Im－

　pacts．

図3－2－1

停電時間と停電：コストとの関係
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図3－2－3供給予備率の変化と発鷺コスト
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3－2－2エネルギーシステム分析

iEPRI側出席者

i　M。RH．M。16，

1電研側出席者

i大沢、騰触他4名

　1．研究開発計画評価手法

　EPRI側より、不確実性を考慮した決

定分析に基づいて研究開発計画を評価す

る手法が紹介された。この手法の手順は

概略図3－2－4に示すようなものである。具

体例として、微粉炭燃焼技術についての

開発項目の選択および流動層燃焼に関す

る開発戦略の分析の2つのケースが説明

された。標準床設計の流動層燃焼実証プ

ラント建設に関する評価結果を例として

図3－2－5に示しておく。商業化についての

決定分析のフレームを作ること、評価結

果の表示法を改善すること等が今後の課

題として残されている。なお、この手法

は既に実際にEPRIでの研究開発計画策

定の一部に利用されているとのことであ

る。

　II．2000年のエネルギー需給展望

　電研側から長期電力需給問題研究会・

エネルギー専門部会の作業結果を中心に

2000年のエネルギー需給の展望に関する

説明がなされた。

　まずはじめに、長期エネルギー需給予

測を行うためにエネルギー専門部会で開

発してきたエネルギーモデルの概要と予

測の方法の説明がなされた。今回の作業

には最適化型（LP）エネルギーモデルD

EM－1とシミュレーション型エネルギー

モデルDEM－4が用いられた。

　また2000年のエネルギー需給予測はこ

れらの2つのエネルギーモデルが相互に

その機能を補完する形で利用されたこと

が述べられた。その理由は、LP型のエネ

ルギーモデルが各種のエネルギー変換設

備の特性を考慮しながら詳細なエネルギ

ー需給バランスをとれることやコスト最

小のシステムを発見的に構成できること

に利点を有するものの、操作性が低く、

暴走性を有するためにしばしば非現実的

解を与えるので、構造は単純ではあるが

操個癖が高く総合的判断を取り入れやす

いシミュレーション型エネルギーモデル

でその欠点を補う必要があるためである。

　つぎに、経済社会シナリオとともに、

2000年の総一次エネルギー需要、電力需

要とその対GNP弾力性（表3－2－2）、一次

エネルギー供給の構成、最終エネルギー

需要、電源構成等が示された。ここで示

された想定の特徴としては、

1．総一次エネルギー需要の対GNP弾

力性が政府等の見通しよりかなり低く、

今後の省エネルギーや産業構造の転換に

期待していること。

2．最終エネルギー需要の中に占める電

力の割合は43～45％であり、今後のエネ

ルギー増分の60％は電力であり、今後増

々電力が二次エネルギーとして重要にな

ること。

3．わが国の今後の民生用エネルギーの

伸びは一般に期待されている程大きいも

表3－2－2エネルギーのGNP弾力性およびエネルギー／GNP比 （2000年）

GNP倍率（1975＝1．0）
総一次エネルギー需要（石油換算、億kの

エネルギーの対GNP弾性値
エネルギー／GNP比（1975年・＝1）

電力需要（兆kWh）
電力需要の対GNP弾性値

エネ調暫定見通じ、
　　（延長）　i

8．81

0．73

0．73

ケース1

　3．0

　7．42

　0．62

　0．66

ケース2

2．5

6．64

0．62

0．71

1．17

0．92

1．00

0．93

注：＊「エネ調」の1995年度の値をベースに作成
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のでないこと。

4．電力用燃料としての石油の利用は

2000年にはわが国全体のエネルギー需給

バランスから相当に制約される可能性が

あること。

等が述べられた。

　以上の報告に対し、EPRI側より、予

測の不確定性、特に超長期を考えた場合

にはエネルギーモデルの各種のパラメー

タのほかに、画期的技術進歩など不連続

現象の取り扱いに大きな問題があること

が指摘された。

　III．新エネルギー技術評価

　長期電力需給問題研究会の新エネルギ

ー技術評価部会で現在研究が進行してい

る「新エネルギー技術の比較評価」につ

いて、その研究計画が紹介された。その

概要は以下の通りである

　本研究は新発電技術を中心に各種新エ

ネルギー技術の研究開発面における優先

順位の検討を目的に行われる。その方法

として、各新技術に対し経済的、技術的

および環境面から総合評価を行い、さら

にわが国の長期エネルギー需給を考慮し、

各庁エネルギー技術の導入過程を評価す

る手法を開発する。

　研究作業は、専門家集団の主観的およ

び客観的判断を統合することにより、ま

た作成予定の新エネルギー技術のデータ

ベースを基に、次の作業手順に従い行わ

れる。

1．エネルギー技術構成図の作成

2．新エネルギー技術の比較評価要因の整

　備

3．データ・ベースの作成

4．評価手法の開発

5．長期エネルギー需給バランスとの整合

図3＋5流動層燃焼実証プラント建設のデシジョン・トリー

CB
P摘ot

決　定

　SB
Pilot

成　果

SB
Demo
決　定

SB
Demo
成　果 便　益

現在価値

コスト

1982 1984 （百万ドル）

目標達成
5，500 93

O
Demo　SB

（．85）

　SB
楽観的
（．27）

目標に達せず 31 93

×

Demo　SB

（．15）

0 0

×
Pilot　CB

目標達成 5，500 93

O
Demo　SB

（．10）

　SB
悲観的 目標に達せず 31 93

×

Demo　SB

（．90）

0 0
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　性のチェック

　以上の報告に対して、EPRI側より、

将来予測に伴う不確実性、未知の新技術

の社会的影響、評価に際しての価値観の

差等の問題点についてコメントがあり、

相互に討論を行った。

εPRI提出資料

！．Development＆Applicatk）n　of　Analyt－

　ic　Methods　for　R＆DPlanning．

2．Development＆Application　of　Analy－

　tic　Method　for　R＆D　Planning：Two

　Case　Studies．

電着提出資料

！．LongTerrn　Energy　and　Electric　Pow－

　er　Prospects　for　Japan：1975－2000

2．Comparative　Study　and　Evaluation

　of　New　Energy　Teclhnology．

3－2－3負荷管理と電気料金制

EPR劇出儲　　　　i
　　　M，．R．H．M。1e，．　　　i

電研側出儲　　　　i
　　　大沢、植木弛6名　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

　EPR1において実施されている負荷管

理と電気料金制の研究について、その進

捗状況とその内容について概要が説明さ

れた。とくに1978年以後、実証研究が進

められている第2段階の研究についての

紹介と現時点における結論が、次のよう

に報告された。

　！．　負荷管理のための料金設定に当っ

ては、電力会社の安定的収入確保、需要

家の便益、資源配分上の効率性、料金制

度のわかりやすさなどの諸目標の整合性

を考慮しつつ、負荷管理の達成を図るこ

とカご望ましい。

　2．時間帯別やその他の負荷管理のた

めの料金制について、費用に基づいた料

金形成が可能である。平均費用原理も、

Mr．　Rene　Ma16s

Director　Energy　Analysis　and

Environment　Div．

　　醸為灘・

毒瀞聯

繊

限界費用原理も、それぞれ報酬率規制や

経済的効率性の見地から考えなければな

らないのであり、前述した諸目標とそれ

ぞれの費用原理が整合的であることが必

要である。

　3．時聞帯別やその他の料金制などに

よって負荷管理を現実に適用するにあた

って必要となる計器・装置は、技術的に

実現可能な段階に到達しつつある。

　4．時間帯別料金や負荷管理の概念に

ついて、消費者の理解を深めることが必

要である。現状では、電話料金制度につ

いてのなじみから、おおざっぱな知識が

普及している程度にとどまっているので、

料金制や負荷管理についての情報を提供

する必要がある。

　需要家が、効率的な負荷調整を進める

のに役立ちうる情報が十分であることが

望ましい。

　5．　より適切な負荷管理制度の実施の

ためには、需要家の消費実態に関する情

報、とくに、負荷曲線の調査が必要であ

る。

　この負荷調査に当っては、小規模な電

力会社の財政負担を避けるため、．モデル

調査によって他の会社の成果を利用でき

れば、大いに有益であろう。

　6．試験的な時間帯料金制の実施や、

直接的な負荷管理の適用の結果から判断

すると、はじめに述べた主目標を達成す

るような形での負荷曲線のシフトは可能

であるように思われる。価格弾力性の概

略の推定値としては、民生用0～0．4、産

業用0～0．2が得られているが、定：量的成

果を利用可能とするためには、時間帯別

料金の試行を含めた一そうの調査研究が

必要である。

　7．　費用面で効率的な負担管理を達成

すべきことは勿論であるが、時間帯料金

制を適用するとその影響は、需要家階層

や供給種別、地域などの差異に応じて相

違するため、効率化について多くの考慮

すべき点がある。

　たとえば、供給側の費用効率と需要側

を含む負荷システムの費用効率の比較問

題、他のエネルギーとの代替を考慮した

場合の費用効率、あるいは、三交替制を

採っている工場についての調整費用等を

含む社会的な費用効率の評価等をどうす

るかということである。いずれにせよ、

これらの問題に対しては、費用・便益分

析を適切に適用すべきである。

　8．負荷管理の費用や便益の評価につ

いては、まだ不確定要素が残されており、

充分なフォローアップが必要である。

　以上の検討結果に対し、主として、負

荷管理のために必要となる計測器の経済

性、2ウエイ・コミュニケーション・シ

ステムの実現可能性等について討議が行

われた。

　電畜からは、わが国における負荷管理

と電気料金制度について、現状の概要な

らびに今後の問題点について以下のとお

り説明した。

　1．　わが国の電気料金制度を特色づけ

る逓増料金制、季節別料金制についてそ

れぞれの概念、制度導入の歴史的背景。

　2．負荷管理の立場から見たわが国の

電気料金制度として、調整電力、特約料

金制、深夜電力料金制それぞれの内容と

導入の背景、さらに、その理論的基盤と

しての負荷特性理論の概要。

　3．今後の検討課題として、逓増率の

躍研レビューNO．2、35



決定方法、料金の地域差の問題、訟訴料

金制と季節別料金制との理論的関連づけ

の問題などについての指摘。

　以上の報告に対し、電灯料金の3段階

逓増制の論理、所得水準と電力使用ヨ｛と

の関係についての日米比較、逓獅料金制

と深夜電力料令との関連性等について論

議が行われた。

　なお、EPRI側より電研で開発した「竜

夙事業における限界費用の計測」につい

ての情報旋供の要望があり、電研側は、

この要望にそうこととした。

EPRI提出資料

1．The　Rate　Design　Study

2．Development　＆　ApPlication　of

　Analytic　MethOds　for　R＆D　PIann－

　ning：Two　Case　Studies

電研提出資料

1．Load　Managernent　and　Electricity

　Tariff　Systenユin　Japan

2．Measuring　Marg｛nal　Costs　in　an

　Electric　Power　lndustry（西野、窟田、

　大山、「’こ石目事業における長期限界費用

　の計測」、研究報告　Nα579001）

3－2縄　環境規制下での発電所運

　　　　転計画

iEPRI側出田

i　M。R．H．M。16，．

i電単側出席者

｝大沢滋磯臥他妬

　電気事業者は大戸丸汚染物質の排出雲〔規

制のもとに火力発五所を運転するばかり

でなく、これらの排出呈に関する地方自

治体との公害防止協定を遵守した遵用を

行っている。そこでわが国の火力発屯所

に課せられている大気汚染に対する規制

と屯バ事業者の対策と、本問題に関する

電研の研究成果を紹介した。以下にその

36

．騨

スクラバー（EPRIジャーナル’78．10）

内記を簡単に示す。

　1．大気汚染に対する規制と対策

　現在の規制の対象になっている主な汚

染物質は、いおう酸化物（SOx）、窒素酸

化物（NOx）、ばいじんである。

　いおう酸化物は排ガス中の濃度（濃度規

制）とある一・定時間（多くの栃合、1時閏）

中の総排出敵総1親制）の双方が規制の

対象になっている。継継て事震者のとって

いる対策は、使用燃料の低いおう化と排

煙脱硫晶晶の設置である。

　燃料の低いおう化の主役は、いおう分

を全く含まない液化天然ガス（LNG）で

あり、このほかにも低いおう原・重油、

ナフサなども利用している。

　排煙脱硫装置は1980年3月現在、全火

力発亀斐備69，250MWのうちの！0，990M

W相当（半｝1三三をカウントするため）の

容量に設置されている。排煙脱硫装世の

方法は、湿式が主流になっている。

　これらの対策によって、わが国の火力

発議所の使用燃料のいおう分は、実戦的

に0．20％になっている。もしも、排煙脱

硫装置を設琵しなければ、いおう分は0．

43％になろう。

　窒諜酸化物に関する規制も、いおう酸

化物とほぼ同様であるが、総呈規制のう

ける発電所がかなり少いようである。こ

の対策としては、燃料対策もあるが、主

に燃焼方法の改善と排煙脱硝装置の設麗

である。

　燃焼方法の現在採用される技術は、二

段燃焼方式と排ガス再循環方エt、低NOx

バーナーであり、これらを単独あるいは

組合わせてNOx低減をはかっている。更

にNOxの低減のためには、排煙脱硝装ほ

を必要とするが、わが国では、14ユニット

が設拐され、容；妻：的には、1980年3月現

在7，963MW相当におよんでいる。脱硝方

式としては、現時点では乾式法が主流に

なっている。

　ばいじんに関する規制はいおう酸化物

とほぼ同じであるが、総量規制の例が現

時点ではきわめて少ないようである。こ

の対策としては、燃料対策（LNGの活用）

もあるが、i”1性能の集じん器の利用によ

り、十分小さいばいじん濃度を達成して

いる。

　大村（汚染物質の総最規制は、発・し所の

運用上の制約になる。それは、各々の汚

染物質の排出量は発’し1こに比例するから

である。いおう酸化物のみは、いおう1分

の制御で排～h靴を抑J制できるので、高い

おう燃料と低いおう燃料の混合利用が考

えられている。

　運用規制としては、わが国では具体的

に次のようなケースがみられる。

1。各汚某物質について1時聞当りの総排

　1｝量の規制

2．ある汚染物質の日計排出垂二の規制

3．ある発冗所に関してヰ同点電量の規制

4．発冠所付近の風の状況（風向と風速）と

　発電量によって、使用燃料のいおう分

　の制御

　しかし、3．および4．の例はきわめて少

い。

　II．電研の研究成果

1．燃料切替による最適負荷配分

　！時同当りのいおう酸化物の排出目1：規



制のある発電所において、燃料費を最小

化する負荷配分方式を示したものである。

　発電所では低価格の高いおう燃料と

高価格の低いおう燃料を保有し、これら

を連続的に混合できるものとしている。

わが国における代表的な日間負荷曲線に

おいて、この方法を適用したところ、燃

料費節減率は、1日12回の燃料切替で1

％、同じく6回で0．8％、3回で0．6％の

試算例を得た。これは後記の電研提出資

料2の論文として1980年のIEEE冬の大

会に発表した。

2．日量規制を考慮した火力、揚水発電所

負荷配分

　本研究はNOxの日間排出量規制下にあ

る火力発電所がいくつかある電力会社で

の火力と揚水発電所の発電スケジュール

自動作成法を示したものである。従来の

火力・揚水発電所の運用では発電単価の

安い発電機は一日中高負価運転を行い、

発電単価の高い発電機は一一・日のピーク負

荷帯には高負荷運転を行うが、それ以外の

時間帯では低負荷運転を行う。そして揚

水発電所は火力発電所より発電単価が高

いので、必要最小限の運転にとどめられ

ている。他方、日量規制が加つたことに

より、たとえ発電単価の安い発電機であ

っても長時間高負荷運転を行うことが困

難になってきた。揚水発電所の運転も日

量規制に伴う発電量不足を補うため、オ

フピーク負荷帯に日量規制を受けていない

火力発電所の出力で揚水し、ピーク負荷

帯に発電する必要がある。開発した手法

は日量規制を遵守し、しかも最経済的（総

燃料費最小）な火力・揚水発電所の発電ス

ケジュールを作成することができる。

3．週間需給計画システム

　上と同じようにNOxの週間排出量規制

を受けている場合の1～2週間の火力発

電機起動停止スケジュール、揚水発電所

の揚水、揚水発電スケジュール、火力発

電機毎の発電スケジュールを効率的に作

成するシステムである。

　以上の報告に対し、EPRI側より、ア

メリカにおける環境規制下での発電所運

転計画を適切に策定することの必要性に

ついて、コメントがあった。

電研提出資料

1．Power　Generation　Schedule　under

　Environmental　Regulation．

2，0ptimal　Fuel　Mix　and　Load　Dispa－

　tching　under　Environmental　Const－

　raints（A　Tsuji，　IEEE　Winter　Mee－

　ting，1980）　　　　　　　　　　　　　　　　　○

図3－2－6NOx低減の燃焼改善方式

o量　o
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　　　　　　　　　　担当囎理事　竹内元

　EPRIの原子力本部長は本年1月Mr．

M．Levensonが退任し、しばらくMr．　Lo－

ewensteinが原子力本部長代行であった

が、本合同会議の前にMr，　J　o㎞」．Taylor

が原子力本部長に就任し、本合同会議に

はMr．　Taylorが出席することになった。

そのためMr．　Taylorに電研の原子力発電

関連研究の現状と計画を理解してもらう

ことが、今回の討論の主要点となった。

しかし、Mr．　TaylorよりEPR王の原子力

研究の方針を聞くことができたこと、お

よびEPR王の開発コードと電研実験デー

タの交換について、相互のニーズと制約

条件を話し合い、この実現に必要な手順

を明らかにすることができたのは大きな

収獲であった。

＄一毛　原子力発電に関する研究
　　　　計画

：EP則側出席者
｝M。」．」．T。y1。r

i電研側出席者
i　竹内、永倉

　1．電研の組識（原子力関係）と研究計

　　　画の概要

　！981年1月にFPRI発足時よりNuclear

Power　DivisionのDirectorであったMr．

M．Levensonがベクテル社に移られ、そ

の後任にMr．」．Tayl　Orが就任された。そ

こで同氏に電研の原子力関係研究の総括

的な概要を理解してもらうことが必要と

考え、佃別課題のSessionの前に、総括

説明の時間を取った。

　竹内から℃研の組織について、各部門

の責任者の氏名も含めて説明を行った。

これについてはMr．　J．Taylorより、エネ

ルギー技術開発本部と各研究所との業務

の分担についての六百がなされた。

　これについて竹内から電研の長期研究

計画の枠組み、すなわち、基本研究と大

型総合研究の性格づけを説明したのち、

竹内および永倉から各研究課題につい七

の総括的説明を行った。

　II．　EP蹴における研究状況総括説明

　Mr．　J．TaylorよりEPR1の研究状況に

ついて総括的につぎの説明がなされた。

　EPRIの原子力研究はつぎの4点に重

点的目標を置いている。

1．軽水炉の安全性、許認可上の問題点の

　解決

2．軽水炉の稼動率、信頼度、経済性の同

　上

3．開発した技術の会員会社への技術移転

　（Technology　Transfer）

4．新型動力炉開発

　この四つの重点目標の優先順位は番号

順である。

　この目標達成のために、基本研究8課

題と特定研究3課題を設けている。

　基本研究8課題はつぎのとおりである。

　（i）　リス、ク言平佃i

　（　　 ii　　）　　　　　コ　一　　 ｝ご　開多逢
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鉱弁難

（iii）　システム健全性

（iv）　システ云性能

（v）分析、試験技法

（vi）　材料、腐食

（vii）放射化学

（viii）　技術開発

、諺

　特定研究3課題は、EPRIの通常の資金

とは別に、特定の課題についてOwners

Groupを組織して研究するものである。

　（i）　蒸気発生器

　（ii）BWRSCC
　（iii）　安全弁

　この他にTMIの事故の後NSACが設

立されている。（NSACを特定研究のなか

に数えていないのは、NSACがEPRIの

Nuciear　Power　Divisionとは別の組織と

なっているためである。）

　以上のEPR王Nudear　Power　Divislon

の方向づけの説明ののち、個別的研究状

況についてスライドによる説明があった。

その内、特に印象の深かったのはつぎの

2点である。

1．確立論的安全評価、劣化した炉心評

価など原子炉の安全性、許認可上の問題

点に積極的に取り組んでいる点である。

米国においては小規模の電力会社が多い

ので、これらの問題点について電気事業

の立場からNRCにしっかりしたデータを

持って見解を述べることがEPRIの重要

な役割となっている。

2．開発した技術の普及に積極的であり、

例えば、ND　Center（非破壊検査センタ）



を設立し、ここにEP麗で開発した非破

壊検査技法を技術移転して、ND　Center

が各電力会社の非破壊検査を受託する体

制を取っている。

　以上の討議のなかからEPRIと学研と

の環境条件の差もあるが、研究の取組み

方についての相違点が認識され、相互に

他山の石として研究の進め方についての

方策を考える上で役に立つものと思われ

る。

3－3－2　信頼性データ収集研究の

　　　　現状

　EPRI側出席者　　　　　　　　　　　l
　　　M。J．　J．　T。yl。r　　i

電研正出儲　　　　 i
　　　鯛、凪耽、松村、橋本i

　米国スリーマイル原子力発電所で経験

したような事故の再発を防止する一つの

手段として、発電所での機器故障の状況、

原因を十分に把握し、製作・運転の管理

に反映させることが重要であると指摘さ

れている。しかし、機器の故障情報を各

発電所より同一基準のもとで正確に集め

評価することは、集めるデータの内容、

目的により極めてむつかしい問題となっ

ている。

　このため、わが国でも米国でもこの面

の研究が早くから進められている。そこ

で今回、電研からは、大型総合研究1－II

「原子炉安全解析・信頼性評価」に関連

した研究状況が、又EPR王より米国での

信頼性データ収集の実情及びEPRIのプ

ロジェクトRP－1391「Development　of　a

Data　S　ystem　for　Power　Plant　Genera－

tlon　Availability」についての紹介がなさ

れた。

　わが国では、現在原子力発電所の主要

機器の信頼度（故障率）を求めるための原

子力機器信頼性調査システムと故障情報

Mr　John　Taylor

Director，　Nuciear　Power　D　iv，

を適切に収集し、類似事象の発生を未然

に防ぐための原子力発電所事故情報等収

集処理システムが開発中である。いずれ

のシステムも電研がその開発作業を進め

ているが、前者は電気事業連合会の依頼

により、後者は通商産業省エネルギー庁

よりの委託によるものである。

　わが国の原子力機器信頼性調査システ

ムは米国の民間研究所であるサウスウエ

スト研究所が運用管理しているNPRDS

（Nuclear　Plarlt　ReliabilityData　System）

に匹敵するものである。ただし、わが国

の場合はNPRDSをはじめ米国での他の

データベースの実績から、比較的故障の

多い14機種を対象として統計のための母

集団を作成し、各社より報告される故障

データにより機器の信頼性を算出するも

ので、1981年10月頃より本格的運用に入

ることが予定されている。

　後者の事故情報等収集処理システムは、

法規により通商産業省に報告される事故

情報をそのまま計算機に記憶させ、必要

に応じて、その情報を検索するシステム

であるが、その最も大きな特色は入出力

をB本語で行うようにした点である。ま

た、電研が1979年に通商産業省の委託に

より分析したわが国原子力発電所の事故

情報を紹介した。

　EPRIよりは、米国において現在運用

されている信頼性データシステムとして

前述のNPRDSのほか、　LER（Licensee

Eve鷺t　Reports）、　GADS（Generating

Availability　Data　System）についてそれ

ぞれの特色が紹介され、また、現在、原

子力発電所の信頼性、稼動率などに関す

るデータバンクを検討している機関とし

て民間ではEEI、ANS、NERC、EPRI、

政府機関では、DOE、　NRC、　PUC’S、

NPRIなどがあり、それぞれのプロジェ

クトの概要が示されたが、現在米国では、

このようにデータ収集やその評価が多方

面で行われては、電気事業者の作業負担

が増す一方で集まるデータの質も低下す

ることから、その対策の一つとしてこれ

らのシステムを総合した10ER（lntegra－

ted　Operational　Experience　Reporting）

の開発が検討されている。同じようにE

PHでのプロジェクトRFI391も発電所

の稼動率に関する既存データの利用シス

テムとして1SGA（lnforrDation　System

for　Generation　Availability）の開発を目

指している。

3－3－3　放射線被曝低減

巳PRI側出儲　　　　i
　　　M，．J．J．T。y1。r　　　i

電研側出儲　　　　i
　　　神山、井上（正）、酷　　；

　本件についてEPRI側からは資料の提

出はなく電掌側の一方的説明に終始した。

原子炉の運転経過に伴い、除々に増加

する従業貝被曝問題の解決のために主と

して当所で実施している研究分野を中心

に総合的に説明した

　1．序　論

　米国、カナダ、日本の例を引用して運

転経験と共に従業員被曝量（man－rem）が

増加している報告書の例を示し、現在一

般に考えられている汚染機構について説

明した。
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　II．放射能蓄積抑制対策

　科学技術庁からの委託研究として実施

した研究であってBWR発電所では原子

炉冷却系中における腐食生成物抑制のた

めに給水系に酸素を注入している。この

場合原子炉構成材料の各種金属兀素にお

よぼす溶存酸素の効果をしらべたもので

溶存酸素濃度が10ppm以上ではCr、　Coなど

の溶出が増すか120ppb以下では鉄の溶出

を抑制し、他の金属の溶出にも殆んど影

響のないことを明らかにした。

　m．原子炉一次系配管中における放射

　　　能の欝欝

　白金を内張りしたオートクレーブを用

い、BWR一次系の条件を静的に模擬し

てステンレススチール表面への放射能蓄

積挙動を明らかにした。

1．Co－60の蓄積速度は温度の上昇と共

に増加し、直線的比例関係にある。

2．蓄積速度はその材料の表面状態に依

存し、また酸化物生成速度に比例する。

3．　蓄積速度は水溶液中のCo－60の濃度

に比例する。

ことなどを明らかにした。

　W．BW魏発電所原子炉冷却水系申の

　　　クラッド分析

　福島第一発電所の浄化系、給水スパー

ジャーおよびライザー管よりサンプルを

採取して金属材料表面に付着しているク

ラッドの化学分析および放射能分析を行

った。

　クラッドの主要な金属元素は鉄てあり、

放射能の主要部分はCo－60であった。

　金属表面内側に密に付着している部分

と外側に粗に付着している部分をそれぞ

れハードクラッドおよびソフトクラッ1“

に分類すると以下のことか明らかとなっ

た。

！．浄化系ではCo－60は主としてハードク

ラッドに存在し、FPおよびMn－54はソ

フトクラッドに存在していた。

2．ソフトクラッドは主にα一ヘマタイト

より成り、ハードクラッドはα一ヘマタイ

トとマグネタイトより成り立っていた。

3．給水スパジャーでは浄化系に比較し

てソフトクラッドが著しく少なかった。

4．給水スパージャーでは原子炉水繊の

方か給水側よりも放射能濃度は約10倍高

かった。

5．　ライザー管ではユニット1の方がユ

ニット3より放射能の量が多く、かつユ

ニットヱではソフトクラッドに、ユニッ

ト3ではハードクラッドに主として蓄積

していた。

　V．除　染

　除染は大別してハード除染とソフト除

染に分けることかできる。前者は後者よ

り除染係数（DF）が大きいが、金属表面

保護膜を侵す恐れがあり、かつ除染に伴
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う廃棄物の発生量も多い。

　Candu炉にはソフト除染に当るCan

Decon法が適用されているが、軽水炉の

システム除染はまだ確立されていない。

　VI．超音波によるキャビティ除染

　PWRの燃料移送プール（キャビティ）

の壁面除染のために超音波を利用した遠

隔操作手法を鼻捻で開発した。現場にお

ける実用言式験の状態を8㎜フイルムで

説明した。

　日本側の説明終了後、EPRI側より日

本における除染の経験などについて質問

があった。

3．3．4　放射性廃棄物の処理・処分

　　　　使用済燃料輸送容器信頼性実証

：EPRI側壁席貸
｝M。エJ．T。yl。r

魔研側出門

i槍、安田 、阿部、八田、西島

　1．放射性廃棄物の処理・処分について

　原子力発電所から発生する低中レベル

放射性廃棄物の海洋処分ならびに陸地処

分に適合する！ぐッケージの製造方法およ

び処分時の各種条件下におけるパッケー

ジの健全性実証研究の成果について、資

料に基づいて説明するとともに、電研が

現在、電力会社および国の委託を受け鋭

意研究を進めている。

1．低中レベル廃棄物対策

2．再臨鼻高レベル廃棄物対策

3．　輸送時安全評価

についての研究計画についてその概要を

説明した。EPRIは、現在この分野の研

究を具体的に取扱っていないが電研の研

究に興味を示し、とくに、固化パッケー

ジの落下時運動について実験成果のより

詳細なデータを知りたいと要望され、後

賑送付することを約した。

原子力発電所安全弁の試験（EP即ジャーナル’81．4）

　II．使用済燃料輸送容電磁頼性実齪試

　　　験について

　昭和52年度より科学技術庁の委託によ

り実施している使用済燃料輸送容器信頼

性実証試験について、現在ほぼ完成して

いる各種試験装置の性能および試験：方法

の概要ならびに供試輸送容器の説明をし、

これまで実施した50トン級容器の落下衝

撃試験の結果について資料に基づいて説

明するとともに、落下衝撃挙動の解析に

EPRL電話で情報交換しているSTEL

THコードが有効に使用されていることを

述べた。

　さらに当面の試験予定を述べ、今後と

も必要に応じこれらに関する技術交流を

深めることを約した。

電研提出資料

1．Reseat　Research　Activities　in　CR王EPI

　on　the　RadiOactive　Waste　Manage．

　ment

Appendices

（i）Present　Status　of　the　Research　on

　　Cement　Package　for　Sea　Disposa1

（ii）Present　Status　of　the　Research　on

　　Biturnen　Pack：age　for　Sea　Disposal

（iii）Preser｝t　Status　of　the　Research　on

　　Multi－Stage　Package　for　Sea　Dis－

　　posa1

（iv）Sea　Dumping　Test　of　Simulated

　　Radioactive　Waste　Package　at　the

　　Pacific　Ocean　of　Depth　of　20m～

　　6，200m

（v）Technical　Standard　for　Sea　Disposal

　　of　RadioactiveWaste　Package　in

　　Japan（i㎡ormal　translation）

2．Demonstration　Test　on　the　Reliability

　of　Conta組ers　for　Transportatioa　of

　Sperlt　Nuclear　Fue1

3．Test　for　Demorlstrating　the　Reliabili。

　ty　of　Con籔iners　used　for　Spent　Fue1一

　一Res磁s　of　gMeter　Drop　Xmpact

　艶sts　Conducted　on　50ton　Class　Sp－

　ent　Fuel　Transporting　Cor｝tainers

3一舗　原子力発電用材料

lEPR咄三者　　　　　　　　　　　　l

i　　Mr．」．　J。　Taylor　　　　　　　　i

l電研側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　林、桑原、八田、西島、常磐井、i

l　　平野　　　　　　　　　　　　　1

　軽水炉発電の信頼性向上に寄与するこ

とを目的として、当所で実施申の材料の

炉水環境中における脆化による強度劣化

の評価およびその対策研究の概要につい

て下記の説明を行った（表3－3－1）。

　1．騒W臓プラントオーステナイト鋼配

　　　管の応力腐食割れ（SCC）に闘する

　　　対策研究

1．化学除洗のSCCへの影響評価

　原子炉内配管系の放射能レベル低減化

対策の一つである化学除洗に関して、ス

テンレス鋼配管溶接部のSCC発生におよ

電研レビ訟一麗◎．2、41
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ぼす使用化学薬品による除洗処理の影響

を検討中である。

2。耐SCC代替材の評価研究

　原子炉内配管の内、主要な大口径配管

の一一つである再循環系配管用として、鍛

造法で製作した低炭素・窒素添加の3！6

LNおよび304LNステンレス鋼管の耐SCC

性を検討し、BWR炉水環境中で優れた

耐SCC性が確認された。

3．SCCにおよぼす溶存酸素の作用機構

　ヌ、テンレス鋼配管に発生するSCCにつ

いては、原子炉冷却水中に溶存する酸素

の作用機構を明らかにする必要がある。

そのため引水側配管表面の酸化被膜と取

水の分析を行って、溶存酸素とSCC発生

の相互関係を解明し、プラント起動・停

止時の脱気運転による溶存酸素の低減が

SCC防止策として有効であることを実証

した。

4．SCCが発生した冷却系配管の急速破

断条件に関する解析

　冷却系配管にSCCが発生した場合、配

管の急速破断前に漏洩を検知することが

可能であることを立証することが、原：子

炉の安全性・信頼性向上のため必要とさ

れている。そのためSCC亀裂の安定伝

播および不安定伝播の開始条件を理論的

に解析し、冷却系配管の破断前漏洩検出

による安全対策の確立を目標とした研究

をすすめている。

　II．瞬W駿プラントオーステナイト鋼配

　　　管の§CCに関する対策研究

1。棚酸水中の耐SCC評価

　PWR一次冷却水系には炉心燃料の出

力制御のために棚酸水が使用されており、

米国の一部のプラントで一次冷却安全系

ステンレス鋼配管溶接部にSCCの発生

が報告された。そのため一次冷却水系配

管に使用されるステンレス鋼の棚酸水中

における耐SCC評価試験を行い、健全

性の立証或いは代替材選択の評価基準を

検討することとしている。

2．SCC発生におよぼすチオ硫酸ナトリ

ウムの影響評価

　炉心燃料破損時に冷却水中へ漏洩する

核分裂生成物沃素を除去するため、チオ

硫酸ナトリウムが使用されているプラン

トがあり、その一部で沃素除去系ステン

レス鋼配管にSCCの発生が報告された。

そのためステンレス鋼配管に発生するS

CCの環境因子としてのチオ硫酸ナトリウ

ムの影響試験を行った。

　II王．欝W腕、騨W駿プラントに共通な研

　　　究課題

1．ステンレス鋼配管表面への付着塩分

管理基準

　原子カプラントに多用されているステ

ンレス鋼配管の一部が、大気中の塩分付

着に起因してSCC発生をみた事例があ

る。このため、配管表面の塩分付着濃度

とSCC発生の関連を明らかにし、適切な

管理基準を設定することにより、管理作

業の合理的な運用を行うことを目的とし

た検討を実施中である。

2．水素脆性に関する研究

　PWRプラントー次冷却水系には、ステ

ンレス鋼のSCC発生要因の一つである

溶存酸素の低減を目的として水素ガスが

添加されている。また、BWRプラント冷

却水系においても、岡様の目的で水素ガ

スの添加が…部で検討されている。水素

は金属材料を脆化する性質を有し、その

ため冷却水中に溶存する水素の各種材料

に対する脆化効果を評価する必要性が生

じており、その検討をすすめている。

3．中性子照射効果に関する研究

　圧力容器鋼の中性子照射脆化におよぼ

す雨中不純物元素の影響、並びにステン

レス鋼のSCC発生におよぼす中性子照

射の促進効果についての検討をすすめて

いる。

4．腐食疲労に関する研究

　圧力容器鋼、冷却系配管材などの冷却

水環境中における腐食疲労に関する実験

に着手し、耐腐食疲労性の解明、環：境条

件の耐腐食疲労性への影響などについて

検討をすすめる。

　以上のような当所の研究概要の説明の

後、次のような質疑討論が行われた。

1．BWR再循環系配管用316LN、304LN

鍛造材の耐SCC性とその実用化について

　電研のSCC評価試験結果を提示し、同

材が従来材に比較して優れた耐SCC性

を示すこと、並びに同材が我が国の今後

の新設プラントで実用に供される予定が

あることを説明した。

2．冷却系配管のSCC発生による急速破

断条件の解析結果の情報交換について

　EP境外は、解析結果に関心を示し、成

果の提供が可能であるか否かを電研側に

質問したが、本研究が通商産業省からの

受託研究の一部で、当所の受託契約上き

わめて困難な状況であることを説明した。

3．　PWRプラントのSCC問題について

　我が国においては軽水炉発電にきわめ

て高度な信頼性が要求され、現在PWR

プラントのSCC問題の解明と対策研究

がすすめられている。この問題に関して

は、EPRI側でも重要な検討課題と考え

ており、タービンを含む二次系のSCC

問題も合わせて当所側との緊密な情報交

換を行うことに同意が成立した。

4．　水素脆性に関して

　冷却水中への水素添加による材料脆化

に関する研究のEPRI側の現状を質問し

たことに対し、ボルト材に水素脆化割れ

が発生しており、調査すべき事項と考え

ているが、現在のところ個別のプラント

の個有の問題と認識しているとの回答が

為された。

　これらの質疑討論を通じて、原子力発

電用材料の研究課題に関して意見交換が

行われたことはきわめて有意義であった。

今回の合意に基づいて両研究所間のなお

一層の緊密な交流が行われることが望ま

れるが、EPRIの材料一腐食委貫会（MC

C）、NRC－EPRIの国際腐食疲労委員会

電硲レビュー一NO。2　43



σCCGRG）などを通じての国際的な情報

交換活動と共同研究の推進が有益である

との認識は両者間に一致した見解であっ

た。

＄一舗　原子力発電所の耐震設計
　　　　と格納容器の耐衝撃性

iEPRI側出席者　　　　　　　　　　i

：　　　　Mr．　J．」．　Taylor　　　　　　　　　　　【

i二二側出席者　　　　　　　　　　　i

：　　林、桜井、高野、青柳、沢田、　i

i　　塩尻、石田　　　　　　　　　　i

　1．幡報交換の背革

　原子力発電所の耐震設計に関しては、

EPRIと電研は、すでに実務者レベルで

の情報交換を、ここ3ヶ年にわたり、つ

ぎの項目について実施してきた。

1．　EPRIより非線型変形の物性を考慮

した衝撃応答波動解析のSTEAI∫rH－2D、

および3Dの開発と、その部分的実証実

験の成果

2．電研より非線型変形の物性を考慮し

た地盤・構造物系の現地実証実験の部分

的成果と、耐震設計における構造減衰の

評価システムの部分的成果。

　これらは、EPR王側よりCChan氏、

およびH，TTang氏らの二、三度の来日、

電研側より二、三度の情報の送付の形で、

効果的に実施されてきた。

　H．研究成果

　この1ヶ年のEPRI側の研究の成果と

しては、

1．計算コードの開発としては、差分法と

　陽な積分法による衝撃波問題に対する

　STEALTH－3D、有限要素法と陰な

　積分法による振動モード問題に対する

　ABAQUS－NDの開発続行中。

2．土と構造物の地震時相互作用の実験的

　・解析的研究

44
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3．配管系の三次元振動、有限変形、水流

　の衝撃など現地実験、解析

4．BWR、　PWRなどの炉内の急激な温度

　上昇のときの熱流体と構造物の衝撃作

　用

5．炉内で破損したタービンなどの内部ミ

　サイル作用および竜巻などの外部ミサ

　イル作用による飛来物に対する原子力

　発電施設の耐衝撃性などが挙げられた。

　電研側より、この1ヶ年の成果として、

つぎの紹介をおこなった。

1．原子力発電所の地盤の耐震性評価の標

　準化に、電研が中心的な役割を果して

　いる経過

2．背後斜面の耐震性の実証実験と解析

3．大型の偏心重量式起振実験による耐震

　特性の実証システム

4．活断層の地震活動性の地質学的評価

5震源域の地震波動の解析と観測

6。軟弱地盤のソイルセメントによる補強

　効果の耐震実験

7．地中構造物の耐震実験

8．地下発電所の地震観測と、地下立地の

　フィージビリティ・スタディ

9．原子炉コンクリート格納容器の構造安

　全性のための耐圧、耐震、熱応力、ク

　リープなどの実証実験と構造設計法の

　提案

10．ミサイル作用に対する耐衝撃性の実験

　装置の開発

III．プロジェクトの両者の相違点と類

　　似点

EPRIの研究は、炉心構造物、配管系

など機械工学的、ないし熱流体力学など

にプロジェクトの内容が及んでおり、電

研自体の研究が機械系、建築系、土木系

・地球物理系で、耐震・耐衝撃構造・材

料力学で、総合化がさらに進められるこ

とが望ましいように感じられた。

　しかし電算は、地盤・地震・地質・現

地実証実験の面では全く独自の地歩を占

めているようである。

　今後、相手の長所をならい、相互に協

力していくためには、電研よりEPR王に

若い研究買を1ヶ年程度派遣し、先方か

らも有畑に受入れることを考えていきた

いが、その前に、正式な合意がつぎの点

で必要になっていることが話し合われた。

　w．含意点

　今後、より密接な情報交換と共同研究

を進める前提として、双方は次の可能性

を2～3ヶ月以内にさらに文書で連絡を

とりながら確認する必要がある。

！．EPRIはSTEALTH：一3Dの計算コー

ドのうち、Genera1　Program、　SEISMIC、

WATER－STRUCTURE　INTERACT
IONなどのプログラムを、電研に提供す

る準備はあるが、その前提として電研は

次の研究成果をどこまで出せるかをまつ

EPR王側に知らせる。

2．　B本におけるある原子力発電所の実

際の地震時と人工的な振動加震時の測定

記録を、EPR王は電1研に希望した。

　また、その解析モデルについても電研

側の研究成果を提供できるかを検討する

ようEPRIは電灯に希望した。

　この発電所名は公開しないことにする。

何が必要であるかEPRIは電研に申出る。

これらのことについて電研はなるべく早

く返事するよう努力する。

3．その他Soi1王mproverneRt，　Shock

Wave　Test，　Failuer　Test　of　Concrete

Containment　Vesse1などの電研側のデ

ータをEPRIに提供することは可能であ

る。　　　　　　　　　　　　　　　轡



3＋竃汚染物質の広域拡散
　　　　および酸性雨

：EPRI側出席者
iD，，RP，，haC

l　　Mr．　L．　H　Fisher（米国大使官

i　髄科学官）

1電研側出席者
；千秋（信）、星沢、千秋（鋭）、

i四方、酪、軸、畑部、
i寺田、柿島潮倉、

　　　　　　34環　境

担当⑭土木技術研究所長　干秋信一

　この分野でEPR王の活動は非常に活発

であり、連邦環：境保護庁（IJS　EPA）、エ

ネルギー省（DOE）と密接な連係をとりつ

つ研究活動を実施している。紹介された

研究の概要は次の通りである。

　1．汚染物質の広域拡散

　　　（§U腕Eプロジェクト）

　米国東部を対象に、排出量と地域汚染

との関係を実測により解析した。大気質

は、54地点の地上観測局と、飛行機2台

を用いて測定した。排出量についても、

全対象区域内の、発電所、工場等からの

SO2量を推定した。得られた主な結果は

次の通りである。

1．排出量と環境濃度との関連

　排出SO2は大気中を遠距離輸送され硫

酸塩となる。その24時間平均値は5μg面3

程度である。

2．SO2ま非出量

　総排出量は、週末に20～30％程度滅少

する傾向を除けば、日々の変動は大きく

ない。しかしSO2の日平均値は大きな変

動を示す。気温、湿度などとの関連が認

められる。即ちSO2排出量を単に規制し

ても環境濃度の低減に直接結びつかない。

3．事例解析

　Ohio　Valleyの排出量に関連して、特

定期間の環境濃度解析を試み、南西気流

下におけるSOπ一最大値の東進を解析し

ている。

　II．酸性雨

　酸性雨については、米国でも、頻度が

増加しているとか、生態系への影響があ

るなどの苦情があるが、測定方法に変遷

があるため必ずしも頻度が増加している

とは云えず、影響についても明らかにあ

るとは断定できない。湖のpHについても、

同様の降雨を受けている近接の湖の値が

大きく異なる例があり、土壌の違いなど、

他の要因の影響が大きいといえる。

　広域拡散の問題は今後の検討課題と考

えられる。

　HLブルームモデル（Plu覇自e　m◎del）

　煙の着地濃度分布を計算するためのモ

デルがブルームモデルである。従来、わ

が国では火力発電所立地に際しての環境

影響評価で排煙の拡散予測に使われてい

るのはいわゆるボザンゲ・サットン式で

あり、昭和43年頃の知見をもとに選定さ

れたモデルである。

　この式が現在も公式には使われている

が、その後のいろいろの知見が集積され、

より実態に近いモデルとして電界推奨式

などが提案されている。また、環境庁の

SO2総量規制マニュアルに記載されたモ

デルも自治体等では実際に使われている。

これらのモデルによっては着地濃度やそ

の出現距離にかなりの差異が生じるため、

それぞれのモデルの評価および火力発電

所の排煙拡散予測に適したモデルの選定

の必要が生じている。

　昭和54年度以来、当所が資源エネルギ

ー庁から受託している「電源立地環境予

測評価手法確立調査」の一環として、昭

和55年度に「大気拡散予測手法Jに関す

る調査研究を実施し、その中で内外での

実測データの調査、各モデルの評価およ

び火力発電所規模の煙源に適したモデル

の提案などを行った。

　これには、総研が昭和39年頃から昭和

50年頃にかけて多くの現地実測およびそ

の解析を行った経験が活かされている。

今後、この報告書などをベースに資源エ

ネルギー庁としてのマニュアル作りが行

われるものと予想される。

　一方、米国でもブルームモデルに関す

る研究はさかんに行われていたが、それ

らのモデルによる計算結果は煙突の高さ

や汚染質排出量を決める上の参考値とし

て、むしろ定性的な評価に使用されてい
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た。したがって、モデルの定量的な精度

に対し、それ程の関心がもたれていなか

った。しかし、1977年にThe　Clean　Air

Actが改正され、個々の煙源に対する規

制を行うのにモデルによる計算値を用い

ることが決められた。狂PAによる具体的

なモデルの選定は今春予定されていたと

聞いている。

　この法律改正は発電所からのSO2許容

排出量などがモデルの計算値をベースに

定められることを意味し、計算結果によ

っては膨大な設備費を必要とすることに

なりかねないため、にわかにブルームモ

デルの信頼性に対する関心が高まった。

　このような状況を背景に、EPAとEP

RIが既存のプールムモデルの信頼性の検

討およびモデルの改良を担当することに

なり、EPRIでは1978年前EPRIのブル

ームモデル実証プロジェクト（Plume

Model　Validation　Project予算約40億円）

を発足させている。このプロジェクトで

は1．平担地形、2．山崩地形、3。山岳地形

に位置する発電所を対象に大がかりな排

煙拡散実態調査が計画されており、その

結果をもとに既存モデルの評価と改良モ

デルの提案をすることになっている。1．

は昨年すでにイリノイ州のKincaid発電

所を対象に実施され、その結果の概要

が今回の合同会議で報告された。結果の

詳細は来年公表予定になっており、また、

2。および3。の調査は来年および再来年に

予定されている。

　！．の調査結果では既存モデルによる計

算値と実態とにかなりの差異があること

が判明し、そのため今春予定されていた

EPAでのモデルの選定に待ったをかけた

形になっている。

　今回の合同会議でDr．　Perhacは電研が55

年度に行った調査研究に強い関心を示し、

広口の提案しているモデルおよびその背

景となった実測データをEPR王に提供す

ることとなった。早速、環境大気部の柿島

主査研究貝が本年6月EPRIに行った折、
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このモデルについて担当者のDr．　Hilstに

説明することとしている。

　また電研では従来から風洞を用いて拡

散におよぼす地形の影響を調べる実験を

数多く実施すると共に、現在、この三次

元拡散の数値モデルの開発を行っている。

そのため、EPRIが来年および再来年予

定している寡雨地形および山岳地形での

実験についてDr．　Hilstを通じ情報を得て

いく予定である。

　IV．屋内の空気汚染

　　　（薩ndoor　Air　Poll継tiOR）

　暖房・調理・喫煙などによる家族やオ

フィス内の空気の汚染については、厚生

省や地方自治体の研究機関などによって、

わが国でもかなり以前から研究が行われ

ている。その結果によれば汚染質による

が、一般に屋外に比べ屋内の濃度は高く、

また、屋内では時間帯や季節による濃度

の変動が大きい。

　薪・石炭・燈油などで部屋を暖房し、

そこでタバコを燥らすことは昔から行わ

れていることであり、しかも、屋内で人

々ば時間の大半を過すことから、大気汚

染に係る環境基準や大気汚染と疾病率の

相関を屋外の濃度だけで論じるのは不合

理だといった議論はわが国でも行われた

経緯がある。しかし、電話では屋内の空

気汚染についての研究を行った実績はな

い。

　EPRIではモデル家屋を選び、そこで

人々が日常的な生活を送る過程での空気

の汚染変化を屋外との比較により2年が

かりで調べている。その結果の一部が今

回の合同会議でDr．　Perhacから紹介され

た。この研究のねらいについてEPRIで

は次の二つを挙げている。

　一つはやはり、大気汚染に係る法律が

外気だけに着目して定められていること

の不合理性を指摘することである。普通、

90％の時間帯は人々は屋内で生活し、し

かも、この法律で保護しょうとする人々

は病弱ゆえにほとんどが屋内での生活を

余儀なくされている。もう一つは最：近の

省エネ型の気密性の高い住居での晶晶の

汚染を調べることである。研究結果でも、こ

の種の換気率の低い家屋では空気が汚染し

ており、今後の環境問題となる可能性が

あることを指摘している。電気事業サイ

ドのEPRIとしては換気性の悪い住居で

もエネルギー源として電気を使用するこ

とによりNO2やCOなどの汚染は抑えら

れることを強調している。

　モデル家屋としてBoston（Massachus－

etts）で10軒の個人住宅（住人2～6人）

と2つのオフィスを選んでいる。それぞ

れの換気率は時問当りO。5～L3回である。

これらの個人住宅は調理や暖房に天然ガ

スあるいは電気を使用しているとか、住

人がタバコを喫うか喫わないか、あるい

は薪ストーブがあるかどうかといった分

類を行い、下記の項目について測定が行

われている。

汚染質
ガス

CO

NO
NO　2

NOx
CO　2

02

SO2

NMHσl

THσ2

CH嘆

粒子

TSP3
RSP㌦竃

NO三

SOI－

BaPヨ

微量金属

Mn
As

Pb

Fe

Cd

V

気象要素

　風速

　風向

相対湿度

　気温

注：・至Non－Methane　Hydro－Carbon

　讐Total　Hydro－Carbon

　｝3Total　Suspended　Particulates

　擁Respirable　Susperlded　Particulates

　等Berlzo－a－Pyrene

　NO　2、　TS｝）（Total　SuspendedParticu－

1ates）およびBaP（Benzo－a－Pyrene）のllll

定例を図に示す。図3－4－1はNO2濃度に



図3＋11時聞あたりのNO2平均濃度（ppb）
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ついて屋外と屋内、ガス使用と電気使用

という形で比較したものである。図3－4－2

はTSPについて屋外と屋内、喫煙する家

庭と喫煙しない家庭を比較し、図3－4－3

はBaPについて薪を燃やす暖炉の有無お

よび屋外と屋内で比較をしている。

　これらの結果から、気密性の良いモダ

ンなロッジで薪を燃やした暖炉に向い、

葉巻をくゆらすといった贅沢な生活は空

気の汚染の面からは決して感心したもの

ではないという結論のようである。

　これらEPRIにおける研究の紹介に対

し電研からは、日本の酸性雨の現状と電

工の酸性雨研究の概要が紹介された。

　V．我国の酸性雨研究

1．問題の経緯

　数年前、関東地方の広域にわたって、

霧雨時に、目がチカチカするなどの症状

を訴える人が多数発生し、いわゆる酸性

雨によるものとされ、社会的な問題とな

った。これよりさき雨水のpH値が年と共

に急激に下っている（昭和36～42年）との

報告がなされ、この点からも一般の関心

をひいた。

　しかし、雨水のpH値の測定方法を統

一しばいじん等の影響を除く等の測定上

の問題点があり、pH値の減少傾向には疑

問の点があるとの考え方も出されている。

2．酸性雨生成の機構と気象擾乱

　酸性雨は、大気中の硫酸塩等エアロゾ

ルが雲水にとりこまれ雨滴が生成する、

いわゆるRain　Out過程と、雨滴の落下途

中で大気中のエアロゾルが付着するWash－

out過程の2つの機構で成生する。この2

つの過程を分離観測するため、30分毎の

連続降水サンプリングを、我国の種々の

地域で、広域にわたって同時に行った。

その結果、降雨セルと汚染パタンとの対

応、気象擾乱の種類（台風、低気圧等）に

よる相違などを明らかにし、さらにいわ

ゆる、降水のWash－out係数を求めた。

降雨のpH値は、初期降雨が一般に低く、

5以下となることがあるが、降雨全体と

しては、pH4．5付近と5．5付近で頻度が高

くなるいわゆる双峰性の分布をすること

が多い。

　DL　Perhacは、一降雨中の雨滴化学成

分の経時変化に関する情報一フィールド

データ、採水・測定方法および測定精度

一ならびに、微量成分のマスバランスに

関する情報に特に興味を示し、それらの

提供を要望した。

　また電研もEPRIに対し酸性雨に関す

る情報の提供を申し入れた。なお酸性雨

については1981年11月に、西宮主査研究

員（エネ研）がDL　PerhacらとEPRIにお

いて再度討議する予定である。

EPRI提出資料

1．Preliminary　results　from　the　EPRI

　plume　model　validation　project一一blains

　site一一EA－1788－SY

2．The　EPRI　plume　model　validation

　project

3．Indoor　air　pollution：Conservation

　and　health　implication（Draft）

電研提出資料

　The　relation　between　meteorologica1

図3－4－3BaP濃度（ng／m3）12日間測定
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and　geochernical　characteristics　of　pre－

cipitation　with　frontal　depression（II）

一一 `washout　model　of　pollutants　in

the　atmospheric　boundary　layer

3－4－2石炭燃焼に伴う環境影響

　EPRI側出席者　　　　　　　　　　　l

　　　D，．RP，，hac　　　i

　電研側出席者　　　　　　　　　　　：

　　　千秋（信）、石川（春）、藤原（喬）、1

　　　河野、星沢、刊1、高木潤、i

　　　綱、荒井、　　　i

　1．石炭灰からの成分溶出

　アメリカでは発電所由来の固型廃棄物

だけでも年間6，000万m3となる。環境保護

庁（£PA）もまた…般社会もそれらの投棄

が環境・人体におよぼす影響を非常に懸

念している。そこでEPRIはEPAの提
　　　　（注〉
唱する方法に従って、石炭灰溶出試験を

実施した。Dr．　Perhacによって紹介され

た一つの試験結果概要は次の通りである。

　従来の石炭火力に由来する石炭灰（フラ

イアッシュおよびボトムアッシュ）の抽

出結果は、いずれもEPAの基準をはる

かに下まわった。また現在多くの米国

人が、従来の方式よりもはるかに毒性

が強いのではないかと懸念している石炭

転換coal　conversionの火力発電所から

（注）廃棄物を水中に投入し、pHを5に保

　　ちつつ24時間撹絆する。その後、溶

　　出した物質の濃度を測定し、その値

　　がEPAの定めた飲料水規準値以上

　　になった場合に、その廃棄物を有害

　　と判断する。なお飲料水規準値は1

　　年前に改変され、現在の値は1年前

　　のそれのIO倍となっている。これは

　　抽出テストの再現性が非常に低かっ

　　たことになる。

Dr。　Ralph　Perhac

Director，　Enviro頁mental　Assessment

Dept．

放出される石炭灰についても、抽出結果

は従来の方式に由来する石炭灰と殆ど変

わらず、EPAの規準を越えないことがわ

かった。EPR王は発電所に由来する石炭

灰から溶出する成分の毒性について懸念

する必要はないと判断している。

　これに対し、電研からは石炭中の天然

放射能および石炭ばいじんの植物影響に

関する研究成果が紹介された。

　II．石炭中の天然放射能

　石炭燃焼排煙中の微量のウラン・トリ

ウムなどの天然放射性物質による公衆の

被ばく線量評価について、中本の排煙処

理対策、公衆の生活環境などを考慮した、

零本の実情に即した評価方法の確立が求

められていた。この要請に応えるべく、

幽幽は原子力発電の被ばく評価手法を参

照し、新しい被ばく評価手法を開発した。

　石炭・石炭灰中の天然放射性物質の分

析方法と分析結果、これら天然放射性物

質による被ばく量計算方法と試算例、お

よび本試算結果と米国の報告値との比較

結果を示し、石炭燃焼による公衆の被ば

く線量増加分は無視しうる量であり、ま

た米国の報告値の数十分の一以下である

ことを明らかにした。

　EPRIには本テーマに該当する研究は

なく、この電研の成果紹介にEPR至は非

常に強い関心を示し、報告書の早期公刊

・送付について要望が述べられた。

　なおEPRIから、石炭由来の放射能に

関連し、プルトニウム汚染に関する報告

書提供の申し出があった。土壌中、植物

中のプルトニウムは殆ど核実験によるも

のであり、発電所に起因するものは殆ど

ないという結論が得られているとのこと

である。

　m．石炭ばいじんが植物におよぼす直

　　　接影響

　石油火力から石炭火力へのエネルギー

政策の転換に伴い、特に関心が払われて

いる大気汚染物質の一つとして石炭ばい

じんがある。

　電導は、今後世界各地から輸入される

予定の石炭についてはこれからの課題では

あるとしながらも、既設稼動中の石炭火

力発電所で採取した石炭ばいじんと石油火

力発電所からの油ばいじんとを植物に付着

・させ、その直接影響について比較検討し

た結果についての資料を提供し、その概

要についての紹介を行った。油ばいじん

の中には植物に付着すると可視害を起こ

すものもあるが、石炭ばいじんでは現在

までのところ可視害はまったくみられな

い。

　この点について、電研では今後も引き

続き各種の石炭ばいじんについて研究を

実施することにしているが、EPRIでは

全く手をつけてはいないし、また現在の

ところ取り組む予定もない分野でもある

ことからEPRIはこの点に強い関心を示

し、研究成果の提供を要望した。

　一方、石炭に由来する微量金属元素の

広域拡散と蓄積性についての情報が乏し

いため、電研では石炭火力発電所建設予

定地点を中心にした植物体と土壌のバッ

クグラウンド調査を計画中であること、

また、石炭灰の埋立てあるいは利用に伴

う微量金属元素の植物におよぼす影響に

ついて調査研究中であるため、これらに

関する情報の提供をEPRIに要望した。

　なお電研からEPRIに対し、石炭灰の

土壌汚染に関する幾つかの質問が提出さ

れた。情報提供可能な点については、後
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凹資料が送付される予定である。

EPR瞬出資料

EPRI　Report　On　Pultonium　in　sOils　and

plauts（後日送付される予定）

電研提出資料

1．RadiOlOgical　impact　of　natiOnal　radi－

　ation　sources　frorn　coa1－fired　power

　Plant

2．Effects　of　fly　ash　from　coaレfired

　power　stations　on　plants

3．Questionrユaire　on　sOil　contaminatiOn

　cOncerning　coal　combustion

謡扇　冷却水取放水の生物影響

　EPRI側出席者

　　　Dr．　R．　Perhac

　電研側出席者

　　　千秋（信）、和田、角湯、下茂、

　　　木本、米川、清野

　発電所冷却水取放水の生物影響につい

て、電研より次の2つの研究成果を紹介

した。

　ひとつは、冷却水取水に伴う水産資源

への影響を雑誌的に評価するための確率

モデルの開発に関する研究である。多奈

川第二発電所（出力1，200MW冷却水量42

m3／s）を対象として、流れの変動特性お

よび拡散特性を考慮した数理モデルによ

るシミュレーション解析を行い、海域に

分布する浮遊体が取水によって取水口に

とり込まれる範囲とその判合を求め、実

測調査と対比し、モデルの実証を試みた。

昭和54年！！月および55年6月に実施した

魚類プランクトン調査から、取水口に取

り込まれる魚卵・稚仔魚の個体数は、そ

れぞれ1！月には106個体／瞬、および106

個体／臼、6月には108個体／臼、およ

び107個体／日と推定された。数理モデ

ルより予測された取水口に取り込まれる

魚卵の総：和は、計算開始後、半田ないし

1日後には、調沓結果と比較的よく一致

した。

　発電所周辺の調査海域内に分布する魚

卵の現存量と、発電所に連行されると予

測される魚卵量より、調査時の推定現存

量中に占める日間連行量の割合が予測さ

れた。この割合は冷却水取水に伴う生物

連行影響についての1つの判断基準にな

るものと考えられる。

冷却水取放水の調査（EPRIジャーナル’79。1）

5◎

　もうひとつは、冷却水路系に連行され

た浮遊生物が冷却水路系通過中に受ける

影響の評価に関する研究である。水路系

通過中の水温変化、機械的刺激が、イシ

ガレイ・マダイ・イシダイの卵・仔魚に

与える影響が検討された。卵・仔魚とも

に、発生段階により温度・機械的刺激に

対する耐性が異なり、聖体が出現する頃

の卵が温度変化に対し最も敏感であり、

また卵は卵孚化後数日の仔魚に比べ機械的

刺激に対する耐性が大きなことが明らか

になった。なお実際の発電所で想定され

る温度変化が与える影響は、胚体形勝気

のマダイ卵を除くと殆ど無いと推定され

た。またモデル装置を用いた実験から、

復水器通過がイシガレイ卵の骨化に与え

る影響も殆ど無いと判断された。現在、

ポンプ通過、流れの影響および温度変化

の遅発影響に関する研究を実施中である。

　これらに対し、Dr．Per　hacからEPRI

では生物生産の補償メカニズムに関する

研究を除き、冷却水取放水に関するプロ

ジェクトは殆どすべて終了しているので、

EPRIからこの件について今後新たな情

報を提供するのはむつかしい旨が述べら

れた。ただ電研の取水連行に関する研究

の推移には興味があるので、次回の合同

会議で研究成果を提供してほしいとの

希望が示された。また、電事連等から

求められている環境庁のマニュアル対応

に関連し、冷却水取放水の回生生物影響

・規制に関する情報を収集するため、米

国に電研もしくは矯気事業内の研究者を

派遣することについての協力依頼に対し、

EPRIは協力を約束した。

　その他、墜下はEPRIに、石炭灰海洋

投棄の生物影響、およびマイクロコスム

ス系の環境モニタリング手法への適用に

関する情報の提供を要望した。

EPRI提出資料

Ecosystem　rnodel　to　assess　impacts　of

power　plant　coOling　system



電研提出資料

1．Prediction　of　entrainment　of　ichthyop－

　1anktons　caused　by　intake　of　cooling

　water

2．Project　activities　on　effects　of　power

　plant　cooling　system　operation　on

　rnarine　fishes　in　the　early　life　stage

3・4－4　社会経済環境影響予測評価

iEPRI側出席者　　　　　　　　　　1

｝　　　Dr．　R．　PerhaC　　　　　　　　　　　l

1電三智出席者　　　　　　　　　　　l

l　　千秋（信）、天野、斉藤（観）、　　i

i　　若谷、山中、山本、　　　　　　1

　電研より次の2つの研究紹介がなされ

た。

　1．社会経済環境におよぼす影響の予

　　　測評価

　発電所立地に伴う社会環境への影響予

測手法の関発は、これまでにも、地域分

析の分野における種々の手法を応用して、

いくつか試みられている。しかし、人口

や土地利用など個別項目についてはとも

かく、これらを総合した形の予測手法と

なると、未だ確立されていないのが現状

である。

　言うまでもなく、発電所立地は地元社

会全体と深く係わるものであり、その社

会的影響を正確に予測するためには、社

会環境変化を総合的に把握する予測手法．

の開発が不可欠である。こうした手法の

開発には、方法論上の検討は勿論、数多

くのケースについて個別データの収集と

その具体的な実証分析を積み重ねて、情

報を集積していくことが重要な作業とな

る。

　電研では上記の点を踏まえ、主に経済

学的な側面から、発電所立地に伴う社会

環境変化について、その主要項目点変数

の相互に関連する動きを分析・予測する

ための実証モデルの構築を試みた。この

とき発電所の型・地域特性を考慮し、都

市近郊火力発電所、遠隔地原子力発電所、

内陸水力発電所の3地点のケースを選ん

で計量モデルを作成し、シミュレーショ

ン分析を行った。分析の方法は発電所が

立地しなかった場合、発電所の規模（投

資額）が実際の規模の倍であった場合と、

現実のケースとを比較して立地の地域経

済へのインパク効果を測定した。その一

図3－4－4　シミュレーションの結果の例（0町の純生産…原子力発電所建設の場合）
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例が図3－4－4である。

　本研究の結果、立地する発電所の型・

規模、立地点の特恵に応じて、立地の効

果がどのように表われ、また波及してい

くのかが明確に捕えられるようになった

といえる。今後はさらに事例を重ねなが

ら広く詳しい分析が可能となるようにモ

デルを拡充していく方向で研究を進めて

いくことにしている。

　EPRIからは、本研究の進め方、モデ

ルの精度等、非常に優iれているとの感想

が述べられた。EPRIでは未だ本研究に

対応する研究が行われていないとのこと

で、貴重な参考資料になるという評価が

述べられた。

　II．景観影響予測評価

　本研究は、発電所や送電線などが周囲

の景観におよぼす影響に関する予測手法

および評価手法を開発することを目的と

するものである。ところで、発電所や送

図3－4－5　心理実験の結果例

電線などの電力施設を対象として景観に

およぼす影響の予測手法も評価手法も、

いまだ確立されていないのが現状である。

このため、今回の研究では、まず景観の

予測手法の操f伺生、低廉性、時間短縮、

精度、臨場感の改善を目指してフォト・モ

ンタージュ技法の改良を試みた。これは

コンピュータ・グラフィックスによって

電力施設（送電線を対象とした）を描画し、

背景のスライド写真と光学的に合成する

方法の改良である。現在までの成果では、

操作性、低廉i性は良くなったが、臨場感

の点では更に改良が必要といえる。

　つぎに、評価手法について定量的に扱

える項目としてスケール比（送電設備と

背景の山との高さの比）をとり上げ、心理

実験を実施してデータを収集し、分析を

行った。実験ではフォト・モンタージュで

作成したスライドを用い、前面の送電設

備は固定しておき、背景の山の高さを種

々変えてみた場合、送電設備が背景との
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関係で景観を見る人にどのような感じを

与えるかについて、その心理的反応を測

定しようとしたものである。

　実験結果の一例を図3－4－5に示す。これ

をみると、スケール比が0．2～0．3である

と、送電設備による景観への影響は小さ

いと感じる人が一番多く、それが0．4～

0．6になると大部分の人が中程度の影響

を認めるようになる。さらに、0．7を超す

と多くの人が大きな影響があると感じる

ようになることが示されている。

　また実験では評価する人の価値観の違

いによって景観の評価にどのような相違

が現われるかについてもデータをとり、

分析している。

　EPRIでも景観評価の問題を経済的価

値に変換して分析するという研究が行わ

れているとのことであったが、本研究の

ように景観そのものを心理学的な手法を

用いて評価するという研究はまだやって

おらず、大きな関心を持つとともに、報

告された研究結果は注目に値するという

感想が述べられた。

　EPRIからは、社会経済・景観などに

関する研究はまだ緒についたばかりであ

るので今回特に話題提供は行わない旨が

述べられた。

　日米の社会経済事情は大きく異なるの

で、この分野で将来どのような情報交換

が可能であるか、次回の合同会議で討議

することに両者合意した。アセスメント

手法、景観、特にそのPublic　perception

（大衆の許容度）に係わる問題などが、恐

らく両者の興味が一致する点であろうこ

とにも合意が得られた。

三島提出資料

1．Study　on　socioeconorr立。　impacts　of

　power　plant　siting

2．Profilirlg　and　prediction　methods　of

　social　impacts

3．Landscape　prediction　and　evaluation

　of　electric　power　　　　　　　　　●



3－5弓　燃料電池

　EPRI側出席者

　　　Dr　R　E　Balzhlser

　電研側出席者

　　　ヒ之薗、堀内、石川（力）、

　　　水野、竹田、田中（祀）

3石1新鰭躍欝欝：
担当⑳電力技術研究所副所長　上之薗博

　燃料電池に関しては、EPRIおよび電

研双方共、将来の有望な石油代替・エネル

ギー源の一つであるとの認識から、アメ

リカおよび日本の研究開発計画ならびに

現状について情報交換を行うとともに、

その将来見通しに対して討論を行った。

　電研からは、通商産業省工業技術院の

ムーンライト計画を基に臼本におけるア

ルカリ電解質燃料電池、リン酸電解質燃

料電池、溶融炭酸塩燃料電池、固体電解

質燃料電池、ならびにトータルシステム

についての研究開発状況と今後の計画を

紹介した。また電研における研究計画、

燃料電池システムと電力系統（模擬）との

連系運転結果、およびビル用システムの

概念設計結果について説明した。

　特に電研においてはムーンライト計画

の中で溶融炭酸塩燃料電池とトータルシ

ステムの研究開発計画に参加し、研究を

実施する予定でいる。

電研提出資料

1．Research　　and　　Development　Pro一

　grams　of　Fue1－Cell　Systerns（Moo且．

　11ght　PrOject）

2．Research　Prograrn　on　Fuel　Cell　Pow．

　er　Generatlon　lrl　CRIEPI

3．Research　and　Development　Condltlon

　Of　Malor　Makers

4．1－MW　Demonstrator　Performance

　Speclflcatlons

5．Phosphonc－acld　Fuel　Cell　Systern

　Conceptual　Deslgn

6．Fuel　Cell　Power　System（Abstract

　of　CRIEPI　Report　No　l78076）

7．Fuel　Cell　Power　Plants　Conceptual

　Deslgn　for　Offlce　Bulldlngs（Abstract

　of　CRIEPI　Report　No！80039）

　EPRIからは、燃料電池計画の根拠、

EPR王の燃料電池開発計画、技術の現状、

燃料電池発電プラントの予想に関する紹

介がなされた。ニューヨーク市にデモプ

ラントとして建設開発しているFCG－1

計画の遅れた原因については、ニューヨ

ーク市消防局より市街地に建設すること

に対し安全性に不安があるとし、種々の

試験を追加要請されたためである。

　EPR王としてはガソリンスタンドが市

街地に多く建設されていること、燃料で

あるナフサはガソリンと変わりがないと

いうことで安全性に問題はないと説明し

ているか、テストや装置点検、熱交換器

の冬季における氷結問題等で計画が遅れ

ており、セルスタックは1年間何もして

いないので電解質の劣化か生じた。また

昨年、LNGを発電用に使用することにつ

いて制限を加える法律かできたので、今

後燃料電池への利用が心配されているか、

効率が高いので燃料電池での発電用燃料

として許可されることを期待していると

の説明がなされた。

EPRI提出資料

1．Fuel　Cell　Program　Ratlonale

2．EPRI　Fuel　Cell　Prograrn

3．Fuel　Cell　Technology　Status

4．Prognosls　for　Fuel　Cell　Power

　Plants

　将来の燃料電池システム利用形態とし

ては、リン酸電解質燃料電池は分散型と

して、また溶融炭酸塩燃料電池は火力代

替のベース用として開発されるだろうと

の意見の一致をみた。また詳細な研究項

目や研究成果については引き続き担当者

間で情報交換を行うことで合意した。

3－5－2電池電力貯蔵システム

i電研側出儲　　　　…

i旙函∴議題汐）’i

　新型竜池による電力貯蔵システムは、

近年における電気需要の変化に伴う負荷
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Dr．飛ichard　8alzhi＄er

Vice　President　of（鷺PRI）R＆D

率の低下、電源の多様化（原子力、石炭火

力のようなベース電源の増加）、需給運用

から、ピーク対策用としてばかりでなく、

ミドル負荷用として、いわゆるロードレ

ベリング用として必要な技術である。

　諸外国の中で、この電池電力貯蔵シス

テムの開発・研究に最も早くから取り組

んでいるアメリカで、EPRIはDOE（ア

メリカ、エネルギー省）とともに積極的に

新型電池の開溌、電力系統への影響評価

などの諸研究を推進している

巳PR三三資料

1．Battery　Program　Rationale

2．EPRI　Battery　PrOgram

3。Battery　Techr｝ology　Status

4．Beta，　Zinc－Chloride，　Zinc－Bromide

　Battery

5．Prognosis　for　Battery　POwer　Plants

　EPR1から、アメリカにおける電池電

力貯蔵システム開発・研究の現状につい

て次のような報告があった。

！．電池電力貯蔵システムはロードレベ

リング用のみならず、響動予備力あるい

は系統の周波数制御用としての可能性が

ある。

2．　EPR王の新型電池の開発計画では、

ベータ電池（ナトリウムー硫黄電池）、亜

鉛・塩素電池、亜鉛・臭素電池の3っに

絞られている。BEST（電池電：力貯蔵シ

ステム試験）施設で試験される最初の新

騒認

型電池は亜鉛・塩素電池で1983年後半に

予定されている。

3．ベータ電池は1985年を目標としてい

る。亜鉛・臭素電池はこれよりもさらに

遅くなる。現在、亜鉛・臭素電池は8kWh

容量のサブモジュール電池が試験中で、

80露hモジュールにスケールアップする作

業が進められている。

4．新型電池の実証試験設備であるBE

ST施設の運転開始が、改良型鉛蓄電池

を用いて、！981年5月末に予定されている。

一方、！984年を目標にした10MW／30　M

Whの改良型鉛蓄電池を用いた商用規模

の実証プラント計画としてのSBEED計

画は、財政的理由などから再検討を行っ

ている。

　ことなどが紹介された。

電研提出資料

1．Research　and　Developmerlt　Programs

　of　Adva捻ced　Battery　Energy　Stora－

　ge　System

　…Moonlight　Project…

　一一一R＆DPlan　of　Advanced　Battery

　Energy　Storage　Systern　in　Moonlig－

　ht　　Project一一一

　一一一Advanced　Battery　Energy　Stora－

　ge　System　Prolect　Management

　Orga倉ization…

　…New　ERergy　Developme鷺t　Organ－

　ization一一一

2．Research　Programs　On　Advancad

　Battery　Energy　Storage　System　in

　CR王EP王

3．1980　Fs　Year　Study　Results　on

　Advanced　Battery　Energy　Storage

　System　in　CR王EPI

4．1981Fs　Year　Study　Contents　on

　Advanced　Battery　Energy　Storage

　System　in　CRIEPI

　わが国における電池電力貯蔵システム

の開発・研究について、

　L通産省工業技術院で推進しているム

　一ンライト計画の一環である新型電

　池電力貯蔵システムの開発・研究の

　計画。

2．新型電池電力貯蔵システムの開発・

　研究の体制。

3．電研における新型電池電力貯蔵シス

　テムの研究計画。

4．電研における昭和55年度の研究結果

　の概要と昭和56年度の研究計画。

等について紹介した。

　電池電力貯蔵用電池として、現在アメ

リカで有望視されているのは改良型鉛蓄

電池である。一方、新型電池の開発は一

時期急速な進歩を遂げたが、解決すべき

問題が残っていること、資金的な面から

開発期間の延長が余儀なくされ、初期の

目標達成には時間がかかることが懸念さ

れることなどから、瞬米双方の情報交換

を積極的に行いたいとの見解が示された。

舗趨　太陽光発電

：EPR面訴席者　　　　　　　　　　l

i　　Mr．　D，　Spencer　　　　　　　　i

l癌研側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　上之薗、竹下（信）、滝川、　　　i

i　　武田、田中（祀）、石川（力）、　　i

　電研から霞本のサンシャイン計画にお

ける太陽エネルギー開発計画について概

略紹介するとともに、特に電研が参加し

ている光発電システム技術の開発スケジ

ュール、規模等について説明した。また

昭和53年度からサンシャイン受託研究と

して電研で実施してきたシステム技術開

発結果の一つとして、3齪光発電システ

ムの運転特性に関する研究成果を紹介し

た。

電研提出資料

1．Japan’s　Sunshine　Prolect　－Solar



　Energy　R＆D　Prograrn一一

2．R＆D　of　PhOtovoltalc　Converslon

　Systern

3．Operatlng　Charactenstlcs　of　Photo－

　voltalc　Power　System。

　EPRIにおいては、光一熱複合システ

ムの研究として、現在100畔級のもので基

本的研究を行っており、引き続き2．5MW

のものを設計中である。光一熱複合シス

テムは80年代後半に経済的にみて実用化

されると予想しており、その場合40MW

級のものとなろう。一方、光発電システ

ムは、実用化は90年代後半であり、その

場合、単結晶シリコン太陽電池では経済

性からみて実現不可能であると予想して

いるとの見解が示された。

　将来、太陽光発電システムか実用化、普

及するときの形態を考えると、分散型電

源として配電系統との連系を行うシステ

ムが多くなると予想され、その場合、運

用面での安全性確保に十分留意する必要

かある。この問題は風力発電：等自然エネ

ルギーを利用する場合の共通問題であり、

今後十分検討するとともに情報の交換を

行っていくことで合意した。

舗畷　核融禽

iεP照側出席者

l　　Mr　D　Spe血cer

i電研側出席者

i　　上之薗、鈴木（俊）

i　　竹田、田中（祀）、

　　　　　　　i

　　　　　　　：

　　　　　　　1

、木下、　　　i

　　　　　　　i

　電研から日本における核融合に関する

研究開発状況を紹介するとともに、電研

における研究としては、核融合そのもの

の研究開発を行うのではなく、電気事業

としての立場による研究、工学技術の査

定、評価を申心に行う計画である旨を説

明した。

電研提出資料

Status　and　Revlew　of　Fuslon　Resear．

ch　ln　Japan

　EPRIにおいても、電研と同じ立場を

とっており、1980年に計画を根本的に変

更し、技術リスクの評価、技術開発への

主導性を発揮できるようにした旨の説明

がなされた。すなわち、エンジニアリン

グ試験を重要視し、これを他機関の行っ

BEST施設（EPRIジャーナル’81．5）

核融合実験装置（EP則ジャーナルワ9．1）

ている炉物理研究と連結させていくこと

や、炉周辺装置、例えば超伝導導体、耐

高中性子束材料等を中心に評価を行って

いくことにしている。EPRIとしては、

これらレビューの結論段階で電研に参加

してもらい、意見を加えて欲しいと考え

ているとの要望が示された。

　OHTEに関する電研からの質問に対し、

EPRIではDr　Rutherford（Prlnceton）、

Dr　Chen（UCLA）の2名の專門家に評

価を依頼しており、現在、基本的にはう

まくいくであろう、ハイブリッドにして

200Mwthが可能、マグネットにCuを使

い超伝導でない点が良い、装置のアスペ

クト比が大きくメンテナンス上好ましい、

プラズマのよごれや燃料供給と灰の除去

等に問題がある、等の結果を得ているか、

詳細については後日資料を三脚に送付す

るとの約束を得た。

　EPRIから！983年の春か夏にEPR王と総

研との共同主催による核融合工学を主題

とする国際会議をハワイで開催すること

について提案があり、今後検詞すること

とした。
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3－5－5地熱発電

：EPRI側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　Mr　D　Spencer　　　　　　　　i

i電研側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　上之薗、武田、田中（祀）、　　　i

i　　菊地、本島　　　　　　　　　　i

　電研から日本における地熱発電の現状

と電研における研究内容について紹介し

た。

　順逆における地熱発電に関する研究は、

その序についた段階であり、今後の研究

の方向性を明確にするために、次の諸項

目について悪闘を行い、EPRIからの解

答を得た。

　1．新エネルギーとしての地熱発電の

　　位置付け

　アメリカでは、2000年を目途に1万～

1．5万MWの地熱発電の開発が計画され

ており、EPRIとしては、国内西側の州

を中心とした浅部熱水系（1万フィートま

での地熱）がコスト的に競合性かあるので、

バイナリー発電として開発中である。浅

湿熱水系以外の地熱については、政府が

過大評価している面がある。高温岩体発

電を大規模な地熱発電に利用することは、

現実的にも理論的にもLANLの結果より

みて：現状では因難と考えている。

　II．発電サイトの地熱資源評価技術

　地熱資源の具体的な評価作業は、評価

会社か主体的に実施し、その資料をもと

にEPRIか評価している。　EPRIが直接

評価作業をすることはない。評価基準に

ついて、正式にこれといったものはなく、

潜在的に地熱資源の存在が知られている

所を開発しているのが現状である。

　地表面測定を4年前より試みているが、

あまり良い結果は得られておらず、井戸

を堀って評価するのが最：も現実的であり、

56

井戸を掘らない評価技術はないと考えて

いる。その場合も井戸一本一本について

の評価が必要である。

　III．環境問題

　環：境問題については、アメリカも日本

も同じであると思う。環境技術問題とし

て、温排水防止技術、濃縮不可能なガス

の制御技術などの開発が重要である。

　討論、質疑応答の集約として今後も必

要な資料の交換を行うことで合意した。

電研提出資料

Present　sltuatlon　of　geothermal　power

generatlo且1n　Japan　and　of　research　on

geothermal　power　generatlo頁1n　CRIEPI

3－5－6　風力発電

：EPRI側出席者　　　　　　　　　　i

i　　Mr　D　Spencer　　　　　　　　i

：電離側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　上之薗、武田、田中（祀）、　　　i

l　　辻、駒林、鈴木（俊）、菊地、　　i

l　　木下、　　　　　　　　　　　　1

　電研、εPRI双方から下記の資料を提

出し、情報交換を行った。

　風力発電の規模として、日本では100即

程度しか考えられないか、アメリカでは

2MW級の大型風車の開発計画があるこ

とかEPRI側から明らかにされた。

地熱発電所（EPRIジャーナル’77．4）



電研提出資料

1．Present　status　of　wind　power　geae－

　ration　in　japan

　－Report　on　the　Sciece　and　TechnO－

　10gy　Agency’s　test　of　Futopia一

　一Status　of　the　developmerユt　of　wind

　power　generation一

　一Plan　of　the　wind　power　generation

　by　the　electric　utility　systerns－

2．Research　results　and　plans　in

　CR工EPI

　－EstirnatiQn　of　the　wind　power　gen－

　eration　potential一

　一Development　and　experimental

　plans　of　the　Darrieus－Mag貸us　type

　Wind　Turbine　Generator－

3．Investigation　on　Wind　Power　Gen－

　eration　No．279069

4．Potential　of　the　Electric　Power

　ResOurces　in　Japan　by　Wind　Turb－

　ine　Generators．

EP照提出資料

1．Large　Wind　Turbine　Generator

　Performance　Asessment，　Technology

　Status　Peport　No．1

2．Large　Wind　Turbine　Generator

　Perforrnance　Asessment，　Technology

　status　Report　No．2

風力発電実鹸装置（EPRIジャーナル’8α3）

3－5－7　高効率ガスタービンおよ
　　　　び複合ガス化発電

にリコほヒコのリマリリほロのにロコ　ロコココ　　ロロロリ　　ほほコロにリコ　はロロ　　　ロ　ロコヒコロほロ R
iEPRI側出席者　　　　　　　　　　　i

l　　Mr．　D．　Spencer．　　　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i電磁側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　上之薗、矢作、田中（祀）、　　　i
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

i　　手島、石森、深田、高成、　　　i
：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

i　三巻、　　　　　．　i

　二三から日本におけるガスタービン研

究開発の現状として、ムーンライト計画

一高効率ガスタービンの開発一に関し、

その開発スケジュールおよび開発目標、

ムーンライト計画と電研におけるガスタ

ービン研究開発との開発スケジュールお

よび体制の関連、高山のガスタービン研

究開発項目および研究成果を紹介した。

　また、石炭ガス化複合発電の開発動向

として、様々な化石燃料を用いた発電プ

ラントの熱効率予測、内外における石炭

ガス化技術の研究開発状況、サンシャイ

ン計画における石炭ガス化技術の開発ス

ケジュール、電設における石炭ガス化研

究開発課題と餅票、1，000MW石炭ガス化

複合発電プラントの構成例を紹介した。

　特に、石炭ガス化複合発電については、

近い将来、公害対策、効率向上の可能性

が強いということで、LNGを利用した複

合発電、さらには石炭ガス化複合発電を

電力会社で採用する可能性が大きいこと

を紹介するとともに、田本の場合、石炭

を海外から輸入に頼っているため、効率

向上に対してはアメリカ以上に深刻に考

えており、電研として力を入れて研究を

実施する考えであることを明らかにした。

電動提出資料

LPromotion　of　Advanced　H［gh

　Efficiency　Gas　Turbirle　Techrlology

2．Coal　Gasification　Combined　Cycle

　Power　Ge貧eratiOR

3．Technical　and　R＆D　Issues　on　Gas

　Turbine

4．Technical　and　Economical　Issues　on

Coal　Gasification　Combined　Cycle

Power　G　eneratioa　Syster阜

　EPRIからアメリカにおけるガスター

ビンおよび石炭ガス化複合発電の研究開

発状況として、EPRIでの技術的アプロ

ーチ方法、石炭生焚と各種石炭ガス化複

合発電方式の効率・経済性比較、石炭ガ

ス化複合発電プラントの信頼性・利用率向

上、石炭ガス化複合発電プラントのシミ

ュレーション、ガスタービンの信頼性・

性能改善、Cool　Waterプロジェクトのシ

ステム構成および設計、建設、運転計画、

の紹介がなされた。この中で各種石炭ガ

ス化複合発電方式について、EPRΣとし

ては、第1にTexaco炉、第2にBGC炉

を推奨する。SC炉については、完全なフ

ローシートが手に入っていないので、推

奨できる段階まで検討できていない。ま

た、ガスタービンの信頼性、性能改善目

標としては、MTBFについて、現状の125

～美75時間を1，000～3，000時間に、利用率

については80％から90％に、　TIT（ター

ビン入口温度）については1，900。Fから

2，200。Fにしている。

　Cool　Waterプロジェクトでは、予備

のガス化炉を設置するかどうか検討中で

あるが、もし設置した場合、利用率は49

％から67％に向上するが、資金が900万ド

ル程度増えるので、プロジェクト参加者

はあまり賛成していないとのことである。

　なおEPRI側からの資料は後日電研に

送付されることが約された。

EPR腱出資料（後日に送付）

！．BGC－Lurgi　S搬gging　Gasifier

2．Florida　Power　Plant（WH　m．CE）

3。Texaco　Gasifier（Overhansen）

4．Cool　Water　Project（American　Power

　Corlference　Paper）

　本課題は、日米ともに重要な研究開発

課題であるので、今後とも活発な情報交

換を行うことで合意した。　　　　　轡
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　　　　　　　　担当⑳立地・環境研究総括室長　大塚唯男

欝一驚　石炭の有効利用新技術

　1．石炭の麿効利購新技衛の動向

EPR［側出瀦　　　　i
　　　醗．DFSp，。ce，　　　i

　電君側出席者　　　　　　　　　　　：

　　大塚、辻、鈴木（治）、佐藤（幹）、｝

　　掛（達）、長欲麟、礁、i

　　藤、水落、田中（隆）　1

　電研長期電力需給問題研究会がとりま

とめたヂ石炭新利用技術の電力への適用

とその評価」（総合報告　ZO2　昭和56年

3月）について説明した。

　発電用炭の大部分を海外に依存しなけ

ればならないわが国においては、石炭か

ら電力へのエネルギー転換技術だけでな

く、環境問題も含めて、海外での採炭か

ら輸送、受入れ、発電までの各段階を経

済、技術の両面より評価し、発電のため

の石炭新利用技術をトータルシステムの

申で位置づけて、今後の新技術の選択や

研究開発の方向づけをすることが、日本

の場合特に重要なことと考える。本報告

は、この考え方に基づいて、石炭液化油

や溶剤精製炭およびメタノールなどへの

転換利用、COM、石炭・水スラリー、溶

剤精製炭・重油混合燃料等による流体化、

輸送および石炭ガス化複合発電、流動床

燃焼発電等の新発電方式等の開発の現状

と問題を検討し、評価したものである。

　これに関し、Mr　Spencerから、EPRI

Mr．　Spencerを囲んで
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でも同様な評価をしており、結果は、大

体、電研のものとよく似ている。近く出

版されるので送るから参考にしてほしい

旨の発言があった。

　この他、今後の環境規制の動向などに

ついて意見交換が行われた。

電研提出資料

　ApPllcablhty　of　New　Coal　Utlhzatlon

Technology　for　Electrlc　Power　Gener－

ation（図、表抜粋、総合報告ZO2、昭和

56年3月）

　H．S蹴C一線：｛高論スリラー燃料

　　　（S◎躍）の燃焼

：EPRI側出席者　　　　　　　　　　　l

l　　Mr　D　F　Spencer　　　　　　：

1電訓側出席者　　　　　　　　　　　；

i　　大塚、辻、鈴木（治）、佐藤（幹）、i

i　　小野（達）、長谷川、藤森、石森、i

l　　水落、田中（隆）　　　　　　　1

　この研究は、第2回電研一EPRI合同会

議（昭和53年5月）を契機として、昭和54

年4月よ1）56年3月まで2ヶ年の計画で、

EPRIから石炭液化精製炭（SRC－1）の提

供をうけ、SRC一重質油混合燃料の調製

と燃焼試験を電離が分担し、共同研究と

して実施してきたもので、得られた主要

な成果を報告した。

　SOMは、石炭の液化処理により灰分と

硫黄分を除去したSRCと重油との混合
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燃料で、重油ボイラに使用しうる可能性

のある省石油型の燃料である。

　検討課題は以下の通りである。

　1。SOM（SRC－Oil　Mixture）の性状

　2．SOMの燃焼特性と排ガス性状

　3．SOMの排ガス申の未然微量成分

　4．重油焚きボイラ用燃料としてのSOM

　　の適用性

　1．SOMの性状　　SOMの粘度および

予熱の難易さからSOM中のSRC濃度は

実用上50wt％が最雨であることを示した。

（図3－6－！）また、SOMの｝llし動性および安

定性の検討を行い、スラリー燃料として

はCOMとほぼ同様の性質をもつことを

明らかにした。（研究報告：280047）

　2．SOMの排ガス特性　　NOx濃度は

SRC濃度が高くなると直線的に増加する

ことが認められ排ガス中の過剰○。濃1斐の

影響はSRC濃度が再い程顕著であること

を明らかにした。SOMの燃焼条件として

は排ガス中の逃刺02濃反を1．5％以上、

噴霧予熱温度を！00℃以上とすることが望

ましいことを示した。（図3－6－2）。

　SOM燃焼時の炉内温度分布および炉壕

の寒流束分布は、重油燃焼時と比較して

火炉の後部伝燕面の負荷が上昇すること

が，，、♂められた。（研究報告：280017）。

　3．SOMの燃焼排ガス中の未燃微量成

分（POM、シアン、メタン、非メタン炭、

化水素）　排ガス中の過剰酸素濃度、

SOM中のSRC濃度、排ガヌ、混合：1：比が

増大するに従って未翠微騒成分官軍は増

大することを示した。（図3－6－3）（研究報

告：280029）

　以上の報告に対し、Mr．Spencerから、

はじめての共同研究として、貴重な成果の

報告が提供されたことに対し謝辞が述べ

られ、またSOMの燃焼につい℃のwork－

shopなどの開催も検討してみたいなどの

見解も示された。

　アメリカでは、SRC－1は1990～！995年

には、石油より安くなると見込んでおり、

SOMに関しては、エネルギー省（DOE）
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が強い関心をもち、研究開発を進めている。

　また、NOxの生成、燃焼排ガス中のばい

じんの除去、配管系における堆積などS

OM燃焼に関することのほか、石炭液化

油（H－COAL，　EDS）の重質分の燃焼、；式験

についての意見交換が行われた。

愚将提供資料

Combustion　Test　of　SRC一αl　Mixture

（石汗リヒ幸艮告　：　280017、　280029、　280047）

　m．石炭液化技衛

　EPRI側出席者　　　　　　　　　　i

　　　臨DESp，ncer　　　i
　電研側出席者　　　　　　　　　　　；

　　　大塚、辻、鈴木（治）、佐藤（幹）、i

　　　小野（哲）、長谷川、藤森、石森、：

　　　水落、田中（隆）　　　　　　　i

　EPR王は、米国政府・企業のみならず

西独政府やRuhrkohleとも緊密な関係を

保ちつつエネルギー開発研究・政策の推

進に努力している。

　石油代替燃料取得の観点より、電力

三界においては石炭の液化・ガス化が重

視されているが、経済性は、低・中カロ

リーガス化が呈も優れており、次いで直

接的液化（EDS，　H－Coa1など）、関接的液

化（メタノール合成など）の順である。シ

ェールオイルの利用は、低・中カロリー

ガス化に次いで経済的であるが電力への

利用はなさそうである。

　石炭液化に関しては、虻重要プロジェ

クトとして、EDS，　H7Coal，　SRCdおよ

びSRG　IIをあげることができる。　SRC－II

プロセスは、米・日・西独政府レベルで

の国際プロジェクトとなっているが、米

国および西独政府の意向により遍からず

中止になるものと思われる。禁門政府は、

現在民闘．k導型のエネルギー開発を指向

している。

　以下に上記4大石炭液化プロジェクト

Mr．　Dwai自Spencer
Director，　Coal　COmbustionSystems　Div．

の現状を述べる。

　1．EDSプロセス　　Texas州Baytown

で現在250t／dの大型パイロットプラント

の運転が嗣子されている。イリノイNQ　6

炭を用い180－200t／d（乾炭ベース）の規

制で試験運転が行われているが、すでに

1，500時同程度になる。退：i弐を開始してま

もない頃、エロージョン、コーキング、

スラッギングなどのトラブルが発生した．

が、現在はすべて解決済みである。

　取近、液化残湾（蒸留残渣）スラリーを

…一拍z環させること（ボトムリサイクル方

式）により液化油収率が大巾に蝉大するこ

とを見いだしている。Exxon　Research＆

Eng社は、パイロットプラントを本年7

月末までにボトムリサイクル方式に変更

する予定である。液化残濯（ボトム）の

残りは、Texaco部分酸化方式によりガス

化する。EDS法の…つの特徴となってい

たフレキシコーキ・ングユニットにホる残

流処理は1｝止するもようである。

　2．H－Coalプロセス　　Hydrocarbon

Research社はKentuckyづ・1・l　Catlettsburg

で600t／d規模のバイロッ1・プランi・を建

設し、試運転を開始している。合成原油

モード（約200t／d規模）にて約45日闘の

運転が行われているが、メ丸液分離塔での

コーキング、ハイドロクロンでのスラッ

ギンク1冥空蒸留塔での作動不良など多

くの闇題がまだ解決されていない。



　本プロセスにおいては液化反応塔の温

度は870。Fであり、典型的水添型触媒を

用いた沸騰床を特徴としている。プロセ

ス開発初期段階では、触媒を再使用する

方式を指向していたが、現在運転中のパ

イロットプラントでは使い捨て方式とす

るようである。液化残渣処理はTexaco部

分酸化方式を用いる。EDSプロセスの場

合と同様、商用プラントは10，000t／d程

度となる予定であるが、スケールアップ

における最大の問題はコーキングである。

　3．SRC－1、SRC－IIプロセス　　SR

C－1およびSRC－IIフ。ロセスでは、そ

れぞれ50t／dおよび30t／d　PDUの次にい

ずれも6，000t／dの実証プラントを建設す

ることが予定されている。EDS，H－Coal

プロセスなどと比較してスケールアップ

の割合は極めて大きく、かなりのリスク

をともなうものと考えられる。SRC－II

実証プラント建設計画は中止になる可能

性が強いが、SRC－1プロジェクトは存

続するものと思われる。現在6，000t／dの

SRC－1実証プラント計画がWheelabra－

tor　Fry社およびAir　Products＆Chemi－

cals社とから成るlnternational　Coal　Re－

fining　Co．により推進されている。

　EPRIが支援しているWilsonvilleのS

RC－I　PDUでは、低硫黄含量の溶済精

製炭の製造技術を最：近開発している。問

題とされている固液分離には、Kerr　McGee

社のCritical　Solvent　Deashing（CSD）法

が優れているとの評価がなされている。

　4．石炭液化油　　EDSおよびH－Coalの

重質留分はアップグレーディングなしで、

ボイラー燃料油として使用できる。中質

留分はガスタービン用燃料として用いら

れることになるが、複合発電ではアップ

グレーディングでSO2およびNOxを除去

する方が、Catalytic　Denox　Combustor

を使用するより経済的と思われる。環境面

については、大型パイロットプラントが

まだ十分稼動しておらず液化油の製造量

が少ないこともあり、今後の課題である。

　なお、EPRIは石炭液化油の燃焼テス

ト（フルスケール）を行うことを計画して’

おり、電研側に実施の意向があれば便宜

をはかりたいとの提言があった。

　IV．石炭火カプラントの超高温・高圧

　　　化技術

iEPRI出席者　　　　　　　　　　　i

i　　　Mr．　K．　Yeager　　　　　　　　　　i

ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

1電研側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　大塚、桑原、深田、松田　　　　i

i　　佐藤（幹）、新田（義）、　　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i　　横山（隆）、杉本、出口、　　　　i

　石炭新利用技術の研究開発が内外で積

極的に行われており、脱石油の主力とし

て大きな期待がかけられている。しかし、

ここ当分の間は、発電方式としての主力

は微粉炭火力である。海外炭への依存度

の大きい日本では省エネルギー、コスト

の面から発電プラントの効率向上は重要

な課題である。

表3－6－1　各種方式による石炭火カプラントの開発状況

効　　　率

@　％

資　本　賛

@ドル／kW

　送電端コスト
@（Busbar　Cost）

@（1，980～2ρ10）

@　ミル／kWH
i1ミル＝1／1，000ドル）

開発動向 最初の商業用装置

＊i　Conventl◎nal　PC／　FGD

@（2，400psi、1ρ00F／1、000F）　　　　　　　　　　　　　、 34～36 900～925 76～78 商業化 現　：在

　＊2　Advar㌃ced　　PC／FGD

i4，500psi、1，100／1ρ50／1，050）
38～40 950～1050 70～75 要素技術改良 1，991

＊3AF8C
35～36’ 765 71 パイロットプラント 1，992

＊4PFBC 38～40 800 67 プロセス開発 1β95

＊5GCC－Texaco

|2，0000Fタービン
36 935． 73 実証試験 1，991

一改良型燃料電池 48 1，070 64 プロセス開発 1，995

一2，600。Fタービン 40 875 70 プロセス開発 2，000

＊1現在の微粉炭だき石炭火力発電所（湿式石灰石排煙脱硫装置付）

＊2改良型微粉炭だき石炭火力発電所（湿式石灰石排煙脱硫装置付）

＊3常圧流動床燃焼プラント

＊4加圧流動床燃焼プラント

＊5テキサコ噴流床ガス化炉を用いたガス複合発電
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　EPRIで検討中の火カプラントの蒸気

条件の超高温、高圧化によるプラント効

率向上策は、日本においても極めて関心

のもたれる課題である。

　EPRIが検討を行った主目的は、

　1．石炭火力の向上の可能性

　2．石炭火力の研究開発要点の明確化

　　である。

　研究委託は、以下の2チームにより行

われている。

　1）GE社、　B＆W社、ギルバート協会、

　　電力会社

　11）WH社、　CE社、ストーンアンドゥ

　　エブスター社、電力会社

　結論としては、

　非常に信頼できる発電技術が効率向上

を行っても可能であるとの両者同様の見

解に達iした。

　表3－6級に、脱硫装置付き既設微粉炭火

力・脱硫装置付き改良型微粉炭火力・常

圧流動床燃焼火力・加圧流動床燃焼火力

およびTexacoガス化炉を用いたタービン

入口温度2，000。Fと2，600。Fのガスー蒸気

複合発電と改良型燃料電池複合発電にお

ける経済要因および開発動向比較を示す。

ただし、既設微粉炭火力の蒸気条件は圧

臥

Mr．　Yeagerを囲んで

力2，400ps1（169　kg／cm2）、主蒸気温度

1，000。F（5380C）／再編蒸気温度1，000。F

（538℃）であり、改良型微粉炭火力では圧力

4，500psl（316kg／cm2）、主蒸気温度1，IOO

T（593℃）熱熱蒸気温度1，050。F（538℃）／

1，050．F（538℃）と超高圧・高温化がなさ

れている。

　表から明らかなように熱効率的には、

ガス化燃料電池複合発電が48％と高い。

　しかし、信頼性・効率向上および開発

リスクなど総合的に評価した場合、最も

確度のあるプラント技術は、超高温・高

圧化した改良型微粉炭火力である。なお、

EPRIにおける超高温・高圧化の検討に

おいては、現用材料の改良を前提として

いるため新材料の開発された場合には更

に100．Fの蒸気温度の向上即ち、熱効率の

更に増加が期待できる。

　現在米国では石炭価格が約1弗／100万

BTUと安いため、高温・高圧化の利点は

少ないか、将来燃料価格の上昇は必須で

あり、それが2弗／！00万BTU以上になっ

た場合十分な経済的利点が発揮される。

ちなみに日本においては2．5弗／100万BT

Uであり、十分過ぎる経済利点かあると

言える。

㌧　憾～赴
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　このように特に日本にとって、今後の

石炭火力は重要な課題であり、EPRIに

おいても新材料開発による超高温・高圧

化技術の開発計画も続行されることから、

活発な情報交換の必要性が確認された。

EPRI提出資料

！．Comparlson　of　Advanced　CoaBased

　Generatlng　Optlorls

2．Technology　fOr　Increaslng　Electrlc

　Utlllty　Utlllzatlon　of　Coal

　V．流動床燃焼

1巳PRi側出席者　　　　　　　　　　　：

l　　Mr　K　Y6ager　　　　　　l

l電熱側出席者　　　　　　　　　　　：

i　　大塚、小谷田、渡辺（正）、　　　i

l　　佐藤（幹）、長谷川、小泉、　　　l

i　　藤森、田中（隆）、新田（義）、　　i

l　　横山（隆）　　　　　　　　　　：

1．米国における流動床燃焼技術の開発

理由とその目標

　流動床燃焼技術は、その燃焼原理から

炭種を選定する必要かなく、安価な低品

位炭の利用が出来ること、および大気汚

染防止に係るEPAの規制を炉内処分で

尊守することかでき、しかも小型化でき

るボイラであることが主な理由で開発さ

れている。

　この流動床ボイラの開発は、多炭種に

使えるよう柔軟性のあるボイラとして進

められ、プロセスについては解決されて

おり、産業用に用いられつつあるといえ

る。しかしながら、電気事業用としては、

エンジニヤリング面に不確定な要素か

残されているので、その設計資料を得る

ことを開発目標としている。この電気事

業用における開発はTVAプロジェクトの

B＆W（6’×6’）プラントで進められており、

その検討事項は燃焼効率を85～95％以上

とすること、脱硫率を90％以上とし、こ

の時のCa／Sモル比を2程度とすること、



およびNOx低減対策などがあげられている。

2．米国における主なプロジェクトの動向

　最初の流動床ボイラであるRiversville

プラントでの研究は段階的に縮小されつ

つあり、現在は稼動していない。

　現在はTVAプロジェクトのB＆W（6’

×6’）プラントで開発が進められ、このプ

ラントにおける主な結果から、EPAの規

制を守ることが出来ること、ならびに低

級リグナイトから高品位な燃料に切り換

えても出力は全く変らないことなどが明

らかにされている。この開発成果は、TV

A20MWプラントの設計に反映され、現

在建設が進められており、56年度には建

設も終り、来年度中には結果が出る予定

である。このTVA　20MWプラントにおけ

る検討事項は、空塔速度の影響、熱伝達

率の検討などであり、この研究開発成果

によってTVA　200MWデモプラントの詳

細仕様が決められるとともに、建設計画

の決定もなされる。このようなことから、

TVA　200MWデモプラントの計画などは、

来年度中には明らかになるといえ、現状

では数社がその基本構想を検討している

段階であるといえる。

3。常圧流動床燃焼（AFBC）と加圧流動

床燃焼（PFBC）の評価

　流動床燃焼はまだ発展の可能性があり、

次の時代のために進めて行くことが必

要な燃焼技術である。この燃焼技術に

おけるAFBCとPFBCの評価は現時点で

まとめてみると表3－6－2のようになる。電

気事業用として見るとPFBCの技術開発

はあまり進んでおらず、AFBCよりリス

クが大きいといえる。しかし、PFBCの

効率は良いので、電気事業用として調査

をする価値がある。

4，発電用ボイラとしての常圧流動床燃

焼ボイラの位置づけと既設ボイラの改造

計画

　発電用AFBCボイラは、米国における

電力業界が不況なこと、およびAFBCの

特徴である小型ボイラ、低コストという

ことなどを考慮して小容量の発電用と考

えているが、これらは200MWデモフラン

トの結果によるといえる。また、このボ

イラの建設は、その特徴を生かし、西部

など水の少ないところで低品位炭の使用

できる場所が考えられる。

　さらに、AFBCボイラにおける環境規

制の対応は、パイロットプラントの実績

から微粉炭ボイラの規制に合わないよう

なデータは出ておらず米国ではあまり問

題になっていない。特に脱硫率はCぎ約1．

5モルで90～95％を達成しており、これは

夏中アルカリ分が高いとさらにCa使用量

が減少すると考えられるので問題はない。

またNOxは現在200～250ppm以下となっ

ており、テストプラントでは50ppmを得

た実績もあり、微粉炭ボイラより容易に

コントロール出来ると思っている。

　既設発電所をAFBCボイラに改造する

計画は、立地条件を考えた改造計画もあ

るが重点はおいておらず、むしろその必

要性は大きくないと思っている。しかし、

今後20年間は新しい技術による発電所が

出来ないと考えられることから、AFBC

は既設発電所の容量を上げるために使用

されると考えている。

5．今後の情報提供について

　今後の調査検査をするための情報とし

てはEPRIよりテストプラントの結果を

提供できる。

土研提出資料

日本における流動床燃焼技術開発の現状

3－6－2石炭火力の環境対策

　1．環境対策技術に関する研究

iEPRI側出席者　　　　　　　　　　l

i　　　Mr．　K．　Yeager　　　　　　　　　　i

l電研側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　大塚、鈴木（治）、永山、松田、　i
げ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i　　渡辺（正）、佐藤（幹）、小泉、　　i

i　　田中（隆）、新田（義）、鈴木（俊）、；

1　　杉本、出口　　　　　　　　　　1

　電研における研究の概要を説明した。

すなわち、石油に替わる化石燃料として、

表3－6－2　常圧流油島燃焼と加圧流動床燃焼の評価

常圧流動床燃焼ボイラ（AFBC）

（1）低助炭の利用ができ、環境規制にも対応で

　きる。

（2）AFBC技術のプロセスは解決しているがエン

　ジニヤリング面に未確認事項がある。

（3）微粉炭ボイラより小型であり、コストが低

　い。しかし構造が複雑であるので初期の設

　備投資は多くなると考えられる。

（4）AFBCの建設は西ドイツ・ルルギーと協定し

　て進めている。このボイラの特徴はガス再

　循環による低NOx化が期待できることであ

　る。

（5）脱硫剤は灰処理上からも少なく（Ca／S≒1

　目標）できると考えている。

（6）AFBCボイラの運転は微粉炭ボイラと同

　じと考えている。

（7）AFBCは発電所の容量を増すために使用され

　ると考えている。

（8）AFBCは小型、低コストであることから、小

　容量の発電用として考えている。

加圧流動床燃焼ボイラ（PFBC）

（1）PFBCの技術はあまり進んでいない。

（2）PFBCはリスクが大きいが、効率が良いの

　で電力用として調査する価値はある。

（3）PFBCによる複合発電方式は石炭をそのまま

　使う方式として良いと考えている。

（4）この方式の発電の主は蒸気タービンとし、

　ガスタービンは空気の過給用として考えて

　いる。しかしガスタービンの信頼性が問題

　である。

（5）この方式の要めは、クリーンアップであり

　EPRlとしては高温、高圧下におけるフィルタ

　一を開発しており、この方法が長期的にみ

　れば信頼性を有する方式になると評価して

　いる。

（6）PFBCのパイロットプラント、クリーンアッ

プはカーティスライト社など数社投資し、

開発しようとしている。

（7）PFBCの発電効率はネットで38％程度と考え

　ており、その出力は計画値で500MWである。
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石炭火力の立地に伴なう環境問題とその

対策研究については、かねてより先行的

に研究を進めてきており、現在、プロジ

ェクト研究「石炭火力環境対策技術」と

して、当所の機械、化学、生物、土木な

ど各分野の研究者からなる総合研究に取

組んでいる。

　特に重点は、海外炭の発電用炭として

の評価技術の確立と、石炭中の微量成分

の挙動とその影響評価に関する課題であ

る。前者については、石炭燃焼試験炉（石

炭燃焼量100kg／h）を新設し、実験をすす

めており、後者については、ボイラや立

地点における現地調査も含め、総合的な

検討をしている。石炭燃焼試験炉につい

ても詳しく紹介した。

　以上の説明に対し、Mr．　Yeagerから、

石炭燃焼試験炉による研究には関心があ

るので研究成果については是非、紹介し

てほしい、また、アメリカ炭についても

燃焼試験評価してほしい旨の要望がなさ

れた。

　石炭微量成分の挙動に関しては、立地

推進上、重要なことなので、双方で情報

を交換し合うことにした。

電研提出資料

「石炭火力環境対策技術」大型総合研究計

画（1980）

　II．排煙の乾式脱硫

lEPRI側出席者　　　　　　　　　　1

1　　　Mr．　K．　Yeager　　　　　　　　　　【

1電研側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　大塚、小泉、関、田中（隆）、　　i

l　　新田（義）、横山（隆）　　　　　1

　日本における石炭火力発電所の排煙脱

硫装置は、湿式・石灰石一石膏法が主体

となっている。しかし、この方式は多量

に生成する石膏の処理、用水の確保、排

水の処理、処理排煙の昇温などの問題が

あるので、こうした湿式法での問題点を

解決するものとして、乾式排煙脱硫装置

の開発が進められている。米国では、3

つのタイプの乾式法が考えられている。

1．石灰乳による脱硫法

　図3－6－4に示されるように、Rockwell社

図3－6－4　RockweII社の石炭燃焼ガス総合処理方式
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が考えているもので、エアーヒーターを

出た150℃程度の排ガスをスプレードライ

ヤー式の吸収塔（石灰乳使用）で80～90％

の脱硫をする。石灰の使用量はSO2に対

し、ほぼ理論量（1モル）である。石灰乳

スラリーは排ガスの熱で乾燥され、亜硫

酸カルシウム、フライアッシュおよび少

量の炭酸カルシウム、石膏などの混合粉

末となってバグフィルターで除去される。

　米国における新設の石炭ボイラーのS

O2排出基準は1979年5月に改正され、一

般の石炭には30日間平均で脱硫率90％が

要求される。このため、高硫黄炭に対し

ては、本方式は適用できない欠点を持っ

ているが、建設コストが安い上、副産物

も捨てやすいことなどの利点がある。

2，炭酸ナトリウム粉末を用いる方法

　石灰乳のかわりに、炭酸ナトリウムの

粉末を吹込む方式も検討されており、コ

ロラドの発電所で試験した結果、70％以

上の脱硫率が得られたとのことである。

ナトリウム塩の使用量は理論量の1，1～

1．2倍であり、上記と同様に、低硫黄炭だ

きボイラー排ガスに適している。本年末

には、100MWデモプラントを設置して、

使用したナトリウム塩の再生試験を行う

予定である。

3．活性炭による方法

　この方法は、活性炭によるSOxの吸着

処理である。副産物は、元素硫黄として

回収するものであり、米国では、石膏に

比べて利用価値が高いので注目されてい

る。これは、Foster　Wheeler社が開発

したもので、活性炭に吸着されたSO2を

脱離して得られる濃厚SO2ガスを加熱し

た石炭の層を通して蹟元し、硫黄の蒸気

とし、これを凝縮させて硫黄を回収する。

実際には反応によって硫黄蒸気以外に若

干めH2S、　COS、　CS2などのガスも生

じる。反応温度は500～750℃であり、反

応熱でほぼ所定の温度が維持できる。

　米国での小規模テストに続いて、ドイ



ツのし茸nnenのBergliau　Forschungの設

備（42MW）でテスト中である。ただし、

反応に適当な質の石炭を選ぶ必要がある

点と、生成した硫黄の蒸気によって凝縮

装置に詰まりを生じやすい点が問題であ

る。

　なお、これと似た方式は、わが国でも

電源開発㈱の竹原火力発電所1号ボイラ

〔石炭焚：電：気出力250MW〕に建設され、

排煙の一部10，000Nm3／Hを使用して試験

を実施しており、また電力9社は重電メ

ーカー3社と共同で、活性炭を用いた乾

式脱硫プロセスを開発しており、テスト

プラントが奈井江、江別発電所（北海道

電力）、および大村発電所（九州電力）に建

設中である。

　III．湿式排煙脱硫と排脱排水処理

iEPRI側出席者

i瞭．K掩。ger

i電凹型出席者
i大塚、腺、田中（隆）、

i細儀）順山（隆）

　わが国の電力会社に設置されている湿

式脱硫装置の概要と直証排水処理に関し

て報告した。

　現在、重原油点32基と石炭用8基の湿

式脱硫装置が設置されており、全排ガス

Mr．　Kurt　Yeager

Director，　Coal　Combustion　Systems　Div．
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処理量は、おおよそ10，000MW相当であ

る。方式別では、石灰一石膏法が最も多

く29基であり、亜硫曹一石膏法が6基、

その他5基となっている。特に、石炭火

力発電所に設置された湿式脱硫装置の概

要を表3－6－3に示す。

　直立排水を処理する上で、特に問題と

なったのは、ジチオン酸等のCOD成分で

あった。これらのCOD成分は、通常の排

水処理設備では処理できないので、図3－6

－5に示されるような吸着法または硫酸熱

分解法のいずれかによって処理を行い、

規制値をクリアーしている。

　また、今後排水規制が予想される窒素

規制に関して、これまでに電研で得られ

た結果を報告した。すなわち、排水中の

窒素化合物は、使用燃料および排熱装置

の方式の違いによって異なること、それ

らの処理方法などに関して説明した。

電研提出資料

1．Flue　Gas　Desulfurization

2．Waste　Water　Treatment

　IV．集じん技術

lEPRI側出席者　　　　　　　　　　l

i　　Mr．　K．　Yeager．　　　　　　　：

i電研側出席者　　　　　　　　　　　i

；　　大塚、鈴木（治）、永山、松田、　i

i　　渡辺（正）、佐藤（幹）、鈴木（俊）、i

i　　杉本、出口、　　　　　　　　　：

　火力発電所における集じん性能向上対

策として電研が各電力会社に協力、実施

されている現状および、現在、重点的に

行っている高性能集じんに関する電研の

研究について説明した。

1．集じん性能向上対策

　（i）槌打時の再飛散防止

　集じんに捕期したダスト（フライアッシ

ュ・重油灰）を払い落す際に再飛散が起こ

る。これによる集じん性能低下を防止す

るために電気集じん器（EP）をガスの流れ

方向に数分割し、ダンパを順次開閉し、

ダンパ閉止時に集じん板の槌打を行って

いる。

表3－6－3　日本における石炭火力の排脱の現状
1981年3月現在

出　　力
排脱処理 処　　理

排　　脱
電力会社 発電所 ユニット数 （A）kW

相当出力 ガス量 （B）／（A）

プロセス
メーカ 副生品 運転開始 燃　　料

（B）kW Nm・／h （％）

中国電力 下　　関 1 175，000 175，000 620，000 100 石灰一石こう 三菱重工 石こう 1979．7 重油・石炭

電源開発 磯　　子 1 265，000 265，000 900，000 100 石灰一石こう 石川島播磨 石こう 1976．3 石炭

2 265，000 265，000 900，000 100 石灰一石こう 〃 石こう 1976．5 石炭

竹　　原 1 250，000 250，000 840，000 100 石灰一石こう 三井三池 石こう 1976．2 石炭

2 250ρ00 250，000 840ρ00 100 石灰一石こう 〃 石こう 1976．3 石炭

高　　砂 1 250，000 250，000 852，000 100 石灰一石こう 日　　立 石こう 1977．2 石炭

松　　島 1 500，000 375，000 1300，000 75 石灰一石こう 石川島播磨 石こう 1981．1 石炭

北海道電力 苫東厚真 1 350ρ00 175，000 610，000 50 石灰一石こう 日　　立 石こう 1980．10 石炭
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　（ii）フライアッシュの調質

　ダストの見掛電気抵抗が高く（1011Ω一

cm以上）なると、逆電離現象が起こり、

集じん性能の低下をまねく、フライアッ

シュは見掛固有抵抗が高いため排ガス中

に硫酸の熱分解によるSO3などの調質剤

を注入しフライアッシュの見掛固有抵抗

を下げEPの集じん性能低下を防いでい

る。

　（iii）重専ボイラ用EPのアンモニアガス

　　　の注入

　ダストの見掛固有抵抗が低く（104Ω一

cm以下）なると、ジャンピング現象が起

こり、集じん性能の低下をまねく。重専

ダストは見掛固有抵抗が低いのでアンモ

ニアガスを煙道に注入しEPの集じん性

能の向上およびアシッドスマット発生の

抑制を図っている。

　（iv）発生ダストの低減法

　ダストの発生を少なくすることにより

集じん装置の負荷を低減し、集じん性能

を向上させる方法として（a）燃料油中へ

の水注入、（b）燃料油の磁界処理、（c）燃

料油中へ添加剤の使用などが試みられて

いる。

　（v）EPの放電極の肥大

　長期間のEP連続運転において、集じ

ん作用と逆の力が働き放電極が肥大し、

集じん性能が低下する。EP内の放電極

肥大状況を写真観測により把握し、EPの水

洗時期などの最適運用方法について検討

している。

2．高性能集じん技術

　（i）静電炉過集じん器

　粒子充損層に荷電した静電炉過集じん

器は、静電効果によりサブミクロンばい

じんの捕集性能が非常に向上することを

ベンチスチール実験により確かめた。さ

らに、静電炉過集じん実験装置を設置し、

燃焼排ガスを用い、イオナイザー方式に

よる予備荷電を行う2段荷電粒子充愼層

集じん器の集じん性能を実験検討している。

　2段荷電粒子充損層集じん器のサブミ

クロンばいじんの集じん性能は現段階で

は図3－6－6に示すように、EPとバグフィ

ルタのほぼ中間的な値となっている。今

後は、バグフィルタと同程度の集じん性

能を得るための検討を進めている。

　（ii）高温空気中のコロナ放電

　電気集じん肝内の放電現象を基礎的に

解明することを目的とし、常温から約500

℃までの直流コロナ放電特性とフラッシ

オーバー電圧特性を実験的に解析し、図

3－6－7に示すように高温（約400℃以上）で

は、負極性電圧よりも正極性電圧のコロ

ナ電力の方が大きくなる領域がフラッシ

オーバ電圧までに存在する。これは高温

集じんで正極性電圧による運転の可能性

を示唆している。

電研提出資料

1．Pulverized　Coal　Combustor

図3－6－5排脱排水中のCOD処理図
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図3－6－6 2段荷電粒子池場層集じん器のサブミクロン領域に 図3－6－7 コロナ電力の特性
おける集じん性能

99．99 120
　●

^
●＼　●

野膿臨　噂
●

／
●

100 ’

　99．9

?掛M～99隷

●／’

　，

^

　　　、
@’C’

、、　、

　●

@　　！㌔ノ
_＼　、　、

窪80
yR齪60十、口

　　　　　　　　45ぴCF．0’F・0

ｿ）。。ロ　撚　！（一）・・圏一一一　茄　4・ぴC〆

@　　　　　　　　　e輪／
中 、 ［ ’

籠 、
’

、 40 ノ

90

＿・＿バグ・

鼈鼈黷dP

｡〈〉一PC十EGB（無槌打）

ブイルター（モデル無槌打）

iモデル無槌打）

、、　、　、唱’

20

　　　　　　〃△　　　●’

0
0
0　　　　　　　　20　　　　　　　　40　　　　　　　　60　　　　　　　　80　　　　　　　100　　　　　　120

0．001　　　　　0．01

粒　径

0．1　　　　　1．O
c（μm）

印加電圧V（kV）

2．Measurement　Items　for　Power　Gene－

　rating　Coal　Aptitude　Evaluation

3．Collection　Efficiency　of　El　ectrosta．

　tic　Granular　Bed　With　Precharger

　（Part　1）

4．Perfomance　of　High　Temperature

　Electrostatic　Precipitator　for　Oil

　Burning　Boiler　（Part　1）

5．Performance　of　High　Temperature

　Electrostatic　Precipitator　for　Oil

　Burning　Boiler（Part　2）

6．Electrostatic　Effect　on　Particle　Bed

　Filter（CPIEPI　Report　E280001）

7．Corona　Discharge　in　High　Tempera－

　ture　Air

電気集じん器（EPRIジャーナル’78．10）

　V．石炭灰からの溶出水中の微量成分

1EPRI側出席者　　　　　　　　　　i

i　　Mr，　K．　Yeager　　　　　　　　i

i電研側出席者　　　　　　　　　　　l

i　　大塚、小泉、関、田中（隆）、　　i

i　　新田（義）、横山（隆）　　　　　i

　石炭の利用拡大にともなって、大量に

発生すると考えられる石炭灰の有効利用

には種々の提案がある。それらのひとつ

として、内陸埋立、海上埋立等の立地造

成に活用する方法も考えられている。こ

のため、石炭灰からの溶出水のpHあるい

は微量成分などと土壌との相互作用に関

する基礎的な検討を行う必要がある。電

研で実施したpHの挙動について、研究成

果の概要を紹介した。

　実験に供試した石炭灰は6種類（国内

3、米国1、豪州2）、土壌は4種類（国

内に広く分布する代表的なもの）を選ん

だ。なお、実験方法は純水によるカラム

流通法を採用し、分取した溶出水のpHを

測定した。

　石炭灰自体のpHは高アルカリ性を示す

もの（国内炭、アメリカ炭）、中性から弱

自生を示すもの（豪州炭）とに大別され、

溶出水量が増加してもそれぞれ、pH変化

は極めて小さかった。また土壌自体のpH

は中性から弱酸性を示し、それぞれpH変

化は小さかった。

　つぎに、土壌との相互作用を検討する

ために、土壌の上に石炭灰を充損した場

合の溶出水のpHの挙動を図3－6－8および

図3－6－9に示した。図3－6－8の土壌Aは石

炭灰溶出水のpHに対する緩衝作用が小

さく、長期にわたっては溶出水pHが地

下水への影響を与えることも考えられる。

これに対して土壌BはpHの緩衝作用が大

きく、地下水へは影響を与えないものと

考えられる。これらの結果から、内陸埋

立に当っては石炭灰と埋立地土壌の相互

作用を十分に把握して実施することが望

ましい。

　以上の説明に対して、Mr，Yeagerからは、

米国内では主として五大湖付近での埋立、
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図3－6－8石炭灰一土壌系からの溶出水pH（土壊A）
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図3－6－9石炭灰一土壌系からの溶出水pH（土壊B）
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海岸地帯での岩礁づくりなどを行ってお

り、安全面ではEPAの評価を得ている

との紹介がなされた。なお、EPRIで作

成されたディスポーザルマニュアルにつ

いて、電研側からの具体的なコメントが

あれば是非提出してほしいとの要望が申

し添えられた。

電研提出資料

Trace　Elelnents　in　Leaching　Water

frorn　Fly　Ash

璽．石炭灰有効利用

i圧PRI側出席者　　　　　　　　　　　i

1　　Mr．　K．　Yeager　　　　　　　　　i

l電研側出席者　　　　　　　　　　　i

i　　奥田、荒井、小泉、長谷川、　　i

i　　新田（義）、横山（隆）、小谷田、　i

｝　　渡辺（正）　　　　　　　　　　1

1．高C3Aセメントの開発

　石炭灰のもつ高アルミナ含有量に着目

し、石炭灰と石灰石の2回分を主原料と

するセメントの製造・開発を行った。

　実験過程から得た最：適配合条件は、セ

メント1t生産量当りの原単位量で石炭灰

389kg、石灰石1，IO7kgであった。

　プロセスの概要は、石炭灰と石灰石を

混合・造粒しし350～1，450℃焼成しクリ

ンカを得る。得られたクリンカは冷却後

直ちに粉砕し適量の石こうを加えてセメ

ントとする。

　このセメントは、アルミナを10％前後

含有し、20～25％程度のC3A（アルミン酸

3石灰）を生じることから高C3Aセメント

と呼ぶ。その物性は、通常の普通ポルト

ランドセメントや早強セメントの化学成

分に比べると3CaO・A1203の含有量が

高く水和作用は活性で早強性をおびエト

リンガイトの生成が容易となる。

　エトリンガイトは1分子中に32分子か

らなる水を固定する利点を有するため、

有害重金属イオンの補集材や含水量のき

わめて多い軟弱地盤の固定化に使用できる。

　本研究の目的は、石炭灰の汚泥固化・

土質安定などへの利用を目途に技術開発

を進めたものである。

　現在実用化試験を実施中で、今後約半

年程で結果が得られる予定であるが、石

炭灰の利用方法として有望な方法と考え

られる。

　この報告に対しMr。　Yeagerから興味あ

る提案がなされた。

　この再利用という分野の問題はアメリ

カにおいても重要だが、日本ほどには進

んでいない。しかし、環境面、経済上の

理由から、まさに考えはじめたところで

ある。再利用・再循環といった事柄につ

いてもっと教えて欲しいし、業界にも刺

激を与えてくれることを望む。この分野

においてはもっと相互に役立つものがあ

ろう。

　さらに、アルミナの回収についても日

米の相違が議論され、アルミナ回収の研

究がORNLで行われているので、開発報

告ができ次第送るのでコメントをほしい

旨、要請があった。

2．　けい酸力リ肥料

　石炭の利用拡大に伴い、石炭灰の増加

が予想される。石炭灰の肥料化研究は増

大する石炭灰の処理、有効利用の一法の

確立のためになされたものである。同時

に、在来化学肥料の欠点を改良し、土壌

の改良、環境保全、肥料資源の節約温存

に貢献しようとしたものである。石炭灰

処理の停滞は直接、発電に影響し、在来

化学肥料の欠点は農業ばかりでなく広範

囲に損失を招いているからである。

　電研は多くの石炭灰の肥料化研究を行

った結果、Dry法によるけい酸カリ肥料、

DryWet法による緩溶性化成肥料の製

法を開発した。Dry法とDry－Wet法は

焼成法であるため燃料を多く必要とする

欠点がある。このため目下、焼成しない

Wet法による製法を研究開発中である。

　現在、Dry法によるけい酸カリ肥料と

Dry－Wet法による緩溶性化成複合肥料

が実用化されて市販されるに至っている。

　これらの肥料は塩化カリ肥料から塩素

を分離して資源化し、残りのカリと石炭

灰を化合させて製造する。これにより特

徴ある肥料物性のカリ塩が簡単に生成さ

れる。石炭灰の原料的利点は、石炭灰は

発電所の排出物で、原料費がかからず、

採掘、輸送、粉砕などの調整を必要とせ

ず、植物が必要とする微量元素を多種適

量含んでいることおよび使用に際し、毒

性がないことである。

　肥料としては、土壌改良効果があり、

流亡損失がないなどの利点がある。また

使用して、不良天候と病気に対し作物の

耐性を向上させるとの理由で好評である。

　この報告に対し、出席者とMr．　Yeager

との間で、肥料化における石炭灰隠微最

成分の規制とアメリカにおける肥料化の

問題点に関する次のような議論がなされ

た。

　日本では主たる規制はカドミウムと銅

だが問題はない。一方、アメリカでは多

成分にわたる規制が課せられているため

このように肥料化するには石炭灰の精製

工程を作らねばならず、コスト高になり、

経済的に見合わないだろう。

　また、再資源化、再利用に関しては、

アメリカにはRCRAという資源再利用に

関する規制がある。このRCRAでは再利

用を強調しているが、同時に毒性物質規

制項目があり、多くの化学物質が該当し

ている。そのため規制の要件を満たすこ

とは事実上非常に因難であり、RCRAが

示すような資源の回収はできないであろう。

電研提出資料

1．研究報告380024

　一セメント原料としての石炭灰の利用
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Mr．　Richard　Rudman
Director，　Policy　Planning　Div．

編集後記

　電導レビュー第2号「電研一EPRI合

同会議」をおとfけしました。ご一読い

たぐきましてありがとうございました。

第2号は主に企画部の編集になるもので、

特に海外協力担当（課長）森田稲二氏には

お世話になりました。また、EPRIジャ

ーナルより貴重な研究写真を転載するこ

とができたが、これは、EPRIのラドマ

ン部長の厚意によるものである。紙面を

借りてお礼を申し上げます。

　このユO月に創立30周年に当りニュー電

研の技術広報誌として電研レビュー創刊

号を発刊いたしましたところ、

　①電研の研究の全般が分って便利である、

　②比較的読みやすい、

　③図表などみやすくなっている、

　④普通すぐ書庫に入ってしまうが、未

　　だ机の上にある、

　⑤次号も期待している、

など、好評と受けとれる言葉をいた“い

た反面、

　①各節間あるいは頁間で図表の数や配

　　置のバランスが悪い、

　②節の終りの余白がめだつ、

　③まだまだ読み難い、

④デザイン全体としてあかぬけしてい

　　ない、

など厳しいご指摘がありました。ごま比判

も好意あるものと考えられ、本号からレ

イアウトなど更に力をそ・いで親しみの

ある技術広報誌になるよう努力する所存で

ある。一層のこ指導こ：鞭燵をお願いします。

◎模倣時代の終焉◎

　日本人は、明治以来、科学技術情報は

た“同然に考えて来たきらいがある。第

4回電研一EPRI合同会議は電研人にも

情報は有償であり、時として購入不能で

あうことを、まざまざ《感じさせた会合

であったようだ。　「情報の等価交換」の

概念がその現われの一つであろう。

　先進欧米諸国に追いつき追い越せとい

う精神の中味は、情報をできるだけ早く

キャッチし、入手し、勉強し、消化し、

応用することであった。すなわち、でき

るだけすばやく模倣することが重要なの

であった。日本株式会社の組織力で模倣

は一見創造性を生みだし、技術開発の下

流寄り（生産寄り）に立脚して技術立国と

して日本時代を画すること・なった。こ

れは幸運であった面もあるが、欧米に比

類をみないクオリティ・コントロールに

よるところも多く、日本人の勤勉さにも

とずくものであろう。

　米国の核の傘の下におり、途上国への

援助も消極的で、ひとり丸々太る醜い豚

というのが欧米特に米国の非難であろう

か。貿易面でこのことがふつふっとわき

起って来ていることは周知のことである

が、それにと・“まらず、技術開発の面に

も現われてきている。注目すべきことで

ある。技術情報の入手が非常に困難にな

って来ている。さらに、米国では科学技

術情報のモンロー主義が拍淫して来てい

る。この情報保護主義は米国産業の相対

的地盤沈下の抑止をめざしたもので、政

府研究機関はもちろんのこと大学にも及

ぼうとしている。この保護主義は当所で

もひしひしと感じているところである。

　このような状況の中で、我が国が技術

立国として太ったソクラテスになるため

には、模倣時代の終焉を認識し、技術開

発の上流寄りである革新的創造的技術開

発ができるよう、発想の転換や新しい環

境づくりが必要であろう。自らが技術開

発に先見的に手を下し、自らが創り上げ

ていく以外に我が国の生きる道はないの

ではないだろうか。
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